
参 考 資 料

（令和7年度2月補正予算・令和8年度当初予算） 

別 冊

●月●日（●）16:30から



主 要 事 業 の 詳 細

（令和7年度2月補正予算） 

1



＜現状・課題＞

Ⅰ-(1)-① 災害発生時の避難所等支援体制の強化
【国の経済対策への対応】

予算額2億45百万円（29百万円）
[健康福祉政策課、健康づくり推進課]

＜イメージ図＞

新

拡

内部資料

○全体事業費：110百万円
○事業内容
避難所の生活環境改善のための物資の備蓄や備蓄倉庫の整備

に要する経費
(1)簡易ベッド（1,000床）

(2)テント式パーティション（1,000張）
(3)炊き出しセット（25セット）
(4)備蓄倉庫整備5カ所

○負担割合：国1/2 、県1/2
○事業主体：県 ○事業期間：令和7年度～

１ 避難所生活環境改善緊急整備事業【健康福祉政策課】

○全体事業費：135百万円
○事業内容

以下の取組みに係る県歯科医師会への補助
(1)避難所等での歯科保健医療活動に必要な車両及び診療器具、

器材の整備
(2)歯科巡回診療、巡回歯科健診等のニーズ調査・分析、提供

体制の検討
(3)災害歯科支援チームや歯科衛生士養成等

〇負担割合：(1)(2) 国10/10、(3)国2/3、県1/3
○事業主体：県歯科医師会 ○事業期間：令和7年度～

２ 災害時歯科保健医療提供体制整備事業【健康づくり推進課】

１新しい交付金
110,000千円（28,000千円）
※別途起債が27,000千円あり

２災害時歯科保健医療
134,500千円（1,000）

計244,500千円（29,000千円）

〇 大規模災害発生時には、避難生活が長期に及び、被災者の肉体的・精神的負担が増大

〇 これらの負担を最小化し、災害関連死を発生させないため、避難所の生活環境改善につながる物資の備蓄や、
歯科保健活動の体制整備を進める

地域未来交付金

２月補正

被災者の避難所での肉体的・精神的負担軽減のため、避難所

の生活環境改善のための物資の備蓄の推進が必要

＜事業概要＞

簡易ベッド テント式
パーティション

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○災害時における医科や看護、栄養等に加え、口腔ケアの支援

体制の整備が求められており、令和6年能登半島地震でもその

重要性が再確認された

○今後の災害に備え、診療器具や人材育成等、災害時の歯科保健

医療体制整備の推進が必要

（出典）
石川県歯科医師会
令和6年能登半島地震報告書

拡
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Ⅰ-(1)-② 介護事業所等に対するサービス継続・提供体制確保等の支援
【国の経済対策への対応】

予算額5億45百万円（1億30百万円）
［高齢者支援課］

＜現状・課題＞
１ 介護事業所等に対するサービス継続支援

＜事業概要＞

＜現状・課題＞

 

＜事業概要＞

 

＜サービス継続支援＞
総額：493,135千円
一財：113,000千円

＜訪問介護提供体制確保＞
総額：52,033千円
一財：17,033千円

総計：545,168千円
一財：130,033千円

・昨今の物価高騰への対応、また、猛暑や線状降水帯の発生に伴う
災害など様々な困難が発生したときにおいても介護サービスを
円滑に継続する必要

・このため、訪問・送迎などの移動経費や、猛暑や災害などの
対策のために必要な備品・設備の購入経費等を支援する必要

〇全体事業費：4億93百万円

〇事業内容：
(1) 様々な困難な事態下において介護サービスを継続するために
必要な経費

 （例）訪問・送迎などの移動経費、業務用スポットエアコン、業務用
 温水給湯器に要する経費 など

(2)災害発生時に介護サービスを継続するために必要な経費
 （例）飲料水・食料品等の備蓄物資、ポータブル発電機、簡易浄水器に

 要する経費 など

○補助上限：以下を除く介護事業所・施設 20万円／1事業所
訪問介護事業所 20万～50万円／1事業所
通所介護事業所 20万～40万円／1事業所
施設系事業所  定員1人当たり6千円

〇事業主体：介護事業所・施設 〇負担割合：国3/4、県1/4 
〇事業期間：令和7～8年度

拡

〇全体事業費：52百万円
〇事業内容
①人材確保体制構築支援
研修体制の構築や経験年数が短い職員への同行に係る支援

②経営改善支援
登録ヘルパーの常勤化や広報活動等に係る支援

③サテライト（出張所）設置支援
中山間地域等において、地域の需要に応じた柔軟な人員配置が
可能なサテライト（出張所）の設置に向けた支援
・設置時に必要となる備品（机、椅子、PCなど）購入費
・設置後一定期間の賃借料等

〇事業主体：訪問介護事業所等
〇負担割合：国2/3、県1/3 

※中山間・離島地域における一部の取組みについては、
国3/4、県1/4

〇事業期間：令和7～8年度

新

○ 物価高騰の影響がある中でも、介護事業所・施設が必要な介護サービスを円滑に継続できるよう、将来的に必要と
なる設備・備品の購入費用等を支援する

○ 訪問介護等サービスについては、長引く人材不足や燃料代の高騰などによる厳しい状況を踏まえ、利用者に必要な
サービスを安定的に提供する体制の確保に向けた総合対策を行う

２ 訪問介護等サービス提供体制確保支援事業

・訪問介護等サービスについては、長引く人材不足や燃料代の高騰
などにより、厳しい状況にある

・特に、中山間地域等においては、地域の実情に応じ、利用者への
必要なサービスを安定的に提供するための環境整備が必要

２月補正

3



Ⅰ-(3)-② 赤潮対策の推進
【国の経済対策への対応】

○ 八代海では5年連続で発生した赤潮により、合計50億円を超える漁業被害が発生。有明海でも珪藻赤潮
によるノリの色落ち被害が発生

○ 全国第5位の生産額を誇る本県養殖業を持続可能なものとするため、国の経済対策を最大限活用して赤
潮に強い「くまもとの水産業」の実現を目指す

予算額2億21百万円（19百万円）

[水産振興課、水産研究センター］

＜事業概要＞

○全体事業費：32百万円

○事業内容：

(1)海底耕うんによる珪藻プランクトンの増殖実証及び珪藻プラン

クトンの海洋放出による有害赤潮の発生抑制実証(12百万円）

(2)底質改良剤の効果実証試験への支援(13百万円)

(3)赤潮対策として実施する二枚貝増養殖に係る取組みの支援

(7百万円) 

○負担割合：国10/10

○事業主体：(1)県 (2)(3)県海水養殖漁協等

○事業期間：(1)(2)令和6～9年度

(3)令和4年度～

① 赤潮の発生を抑制する

拡

○全体事業費：21百万円

○事業内容：AI技術を活用した赤潮増殖予察

システム開発の支援等

○負担割合：国10/10

○事業主体：県海水養殖漁協等

○事業期間：令和6～9年度

○全体事業費：2億59百万円（県事業費：1億73百万円）

○事業内容：

(1)養殖生け簀の大型化等への支援(1億22百万円)

(2)新規漁場等の開拓に向けた環境調査の支援や新たな養殖形態

 の検討(22百万円)

(3)赤潮駆除剤の備蓄(3百万円)

(4)赤潮終息後に発生する魚病等の二次被害を軽減する高品質

 餌料の効果把握等への支援(6百万円)

(5)改良餌料給餌による赤潮発生中の被害抑制の実証や餌料添加物に

 よるストレス耐性獲得の実証試験への支援(16百万円)

(6)熊本大学が開発中の餌料添加物の室内試験(2百万円)

(7)下水処理場の季別運転前後のノリの色落ち抑制効果等の検証

 (2百万円)

○負担割合：(1)国1/2、県1/10、事業者等4/10

(2)(4)(5)(7)国10/10他

 (3)県10/10 (6)熊本大学10/10

○事業主体：(1)～(4)県海水養殖漁協等

(5)～(7)県

○事業期間：(1)(2)(4)令和6～8年度

(3)平成22年度～

 (5)～(7)令和7～9年度

② 赤潮を迅速に発見・予察する

③ 赤潮の被害を軽減する

R8当初 5百万円（3百万円）

(1)大型生け簀の導入

AIによる赤潮増殖予
察システムの開発

(3)赤潮対策としての
二枚貝養殖

(6)ノリ葉体の採取状況

＜査定情報＞他県等の状況
③(1)生け簀の大型化について、
・長崎県は県1/3・市町1/3支援（9月補正）。
鹿児島県は国1/2に県1/10・町1/10の上乗せ
支援の方向で検討中

・天草市は1/10上乗せする方向。上天草市は
上乗せの有無について検討中

拡

(4)高品質餌料の給餌

新

2月補正

2月補正

2月補正

2月補正

2月補正

2月補正

R8当初

2月補正

2月補正

2月補正

2月補正

R8当初

2月補正

拡

水産振興課
Ⅰ赤潮被害緊急総合対策事業【全体284,892千円】198,892千円（18,892千円）2補
ⅰ赤潮増殖予察システム 21,038千円（-）                           ②
ⅱ新規漁場開拓調査 12,092千円（-）                                ③(2)
ⅲ次期漁業権策定・漁場計画策の検討 892千円（892千円）      ③(2)
ⅳ底質改善試験 13,332千円（-）      ①(2)
ⅴ二枚貝増養殖 6,800千円（-）       ①(3)
ⅵ高品質餌料 6,406千円（-）                                            ③(4)
ⅶストレス耐性獲得餌料添加物 7,770千円（-）                       ③(5)
ⅷ新たな養殖形態の検討 8,562千円（-）                           ③(2)
ⅸ大型生け簀【全体208,000千円】122,000千円（18,000千円） ③(1)
Ⅱ赤潮対策事業費 3,174千円（3,174千円）当初
ⅰ赤潮駆除剤の備蓄 3,174千円（3,174千円）                       ③(3)
水研センター
Ⅲ環境変動に対応した養殖安定生産実証試験（マガキ養殖除く）22,171千円（-）2補
ⅰ海底耕うんによる珪藻プランクトン増殖 3,693千円（-）               ①(1)
ⅱ珪藻プランクトン散布 8,007千円（-）                                   ①(1)
ⅲ赤潮発生中の改良餌料給餌 8,300千円（-）                         ③(5)
ⅳノリ色落ち抑制 2,171千円（-）                                          ③(7)
Ⅳ赤潮総合対策試験（熊大委託分のみ）2,000千円（-）当初
ⅰ熊大開発餌料添加物の室内試験 2,000千円（-）                   ③(6)

２月補正
（一部、R8当初含む）
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○ 人材不足や高齢化が深刻なトラック運送業では、2030年に本県で39％のドライバーが不足するという推計があ
り、人材確保の取組みや、価格転嫁による賃上げ原資確保の取組みが必要

○ また、燃料価格が高止まりし物価高騰等が続く中、運送事業者は厳しい経営環境におかれており、県経済を支
えるインフラとして重要な役割を担う運送事業者の事業継続に向けた支援が必要

Ⅱ-② トラック運送事業者への支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額7億65百万円（－）
トラック物流持続的発展支援事業［商工政策課]

１ 人材確保や価格転嫁の取組みに対する支援

トラックドライバーの人材確保に向けた合同就職説明会の開催
や、適正取引による価格転嫁の促進に向けた取組みを支援

○全体事業費：20百万円

○事業内容：
(1)合同就職説明会等の人材確保に向けた取組みの支援

県内各地（4か所を想定）でトラック運送業に係る合同就職
説明会を開催

 (2)適正取引による価格転嫁の促進に向けた取組みの支援
荷主向けの適正取引に関するセミナーの開催や県民向けの

広報等、価格転嫁を促進

○負担割合：県10/10

○事業期間：令和7～8年度

２ 燃料価格高騰に対する支援

燃料費高止まりなどの輸送コスト上昇の影響を受ける県内運送
事業者に対し、トラック車両１台当たり定額の支援金を交付し、
経営改善に向けた取組みを促す

○全体事業費：7億45百万円

○補助対象者：県内に事業所を有する運送事業者（軽貨物含む）
※貨物自動車運送事業法第2条第1項に規定する事業者

〇補助額：一般・特定貨物運送事業者 4万円／台

軽貨物運送事業者  １.2万円／台
※1事業者あたりの上限額は3百万円

※九州運輸局熊本運輸支局に登録のある車両が対象

※他都道府県において同様の支援金等を受給した事業者は対象外

○負担割合：県10/10

○事業期間：令和7～8年度

２月補正

重点支援交付金

県

補助

県トラック
協会

合同就職
説明会の
開催

セミナー開
催、県民
向け広報

重点支援交付金

県

補助

県トラック
協会 運送事業者

補助
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３ 宿泊事業者受入環境整備緊急支援事業 【観光振興課】
＜現状・課題＞
〇エネルギー価格等の高騰により影響を受ける宿泊事業者の経営
改善や更なる誘客に繋がる環境整備への支援が必要

＜事業概要＞
〇全体事業費：90百万円
〇事業内容：生産性向上に資する取組みへの補助
〇負担割合：県3/4  、事業者1/4
○事業主体：宿泊事業者（小規模を除く） ○事業期間：令和7～8年度

Ⅱ-③ 事業承継・価格転嫁・ＤＸ等に取り組む事業者への支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額3億8百万円（－）
[商工政策課、商工振興金融課、

産業支援課、観光振興課]

１ 事業承継・後継ぎ支援事業 【商工振興金融課】
＜現状・課題＞
〇地域経済や雇用を支える小規模事業者の事業承継の支援が必要
＜事業概要＞
〇全体事業費：23百万円
〇事業内容：事業承継前に必要となる専門家への相談や、後継者

が行う販路拡大等の取組みに対する助成
〇負担割合：県2/3  、事業者1/3
○事業主体：小規模事業者 ○事業期間：令和7～8年度

〇 県内事業者においては、原材料高・人件費上昇等の影響から厳しい経営環境にある中、売上減少にとどまらず
休廃業・解散を選択する事業者も多く、県経済の衰退や雇用の喪失が懸念される

〇 事業承継や価格転嫁、生産性向上（ＤＸ）等に係る取組みを支援することで、事業者の経営力向上につなげる

２月補正

事業承継・後継ぎ支援事業
23,000千円
サステナブル地域経済創出支援事業
16,000千円
中小企業等価格転嫁力・交渉力強化支援事業
8,810千円
中小企業ＤＸ推進臨時補助事業
170,000千円
観光地域受入環境整備緊急支援事業
90,000千円
合計307,810千円

２ サステナブル地域経済創出支援事業 【商工振興金融課】
＜現状・課題＞
〇持続可能な地域経済確立のため各地域における事業承継等に関
する取組みへの支援が必要

＜事業概要＞
〇全体事業費：16百万円
〇事業内容：商工団体が市町村や関係団体と連携して行う創業や

事業承継等に関する取組みに対する助成
〇負担割合：県10/10
○事業主体：商工団体 ○事業期間：令和7～8年度

４ 中小企業等価格転嫁力・交渉力強化支援事業

＜現状・課題＞
〇物価高騰が続く中、事業者の賃上げ原資確保や経営安定化のた
め、労務費を含むコストの上昇分を適切に価格転嫁し、賃金と
物価の好循環につなげる必要がある

＜事業概要＞
〇全体事業費：9百万円

〇事業内容：商工団体が行う事業者向けの価格転嫁に関する講習
会や専門家派遣等の取組みに対する助成

〇負担割合：県10/10

○事業主体：商工団体 ○事業期間：令和7～8年度

【商工政策課】

５ 中小企業ＤＸ推進臨時補助事業 【産業支援課】

＜現状・課題＞
〇物価高騰が続く中、デジタル技術を備えた設備導入により、生
産性を向上させ、県内中小企業の継続的・安定的な賃上げ環境
の整備を図る必要がある

＜事業概要＞
〇全体事業費：1億70百万円

〇事業内容：賃上げを行う中小企業が実施する生産性向上、付加
価値創出のためのデジタル機器整備等に対する助成

〇負担割合：県2/3  、事業者1/3

○事業主体：中小企業 ○事業期間：令和7～8年度

新

新

重点支援交付金
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○ 商店街の人流は回復傾向にあるものの、物価高騰等の影響もありコロナ禍前の水準まで回復していないため、消
費者の購買意欲を喚起し、売上向上に資する支援を行う必要がある

〇 また、地域コミュニティの拠点として重要な存在である商店街のこどもを主体とした取組み等を支援することで、
誘客を促進し、商店街の維持・発展につなげる

１ 商店街等売上回復支援事業

＜現状・課題＞
〇商店街の通行量については、コロナ禍前の86％程度に留まって

おり、回復しきれていない状況

〇商店街の事業者は、コロナ禍における生活様式の変化による
eコマースの増加、原材料や仕入れの価格高騰、賃上げ等の社
会環境の変化により、依然として厳しい経営環境にある

＜事業概要＞
○全体事業費：2億19百万円

○事業内容
商店街等が実施する集客イベントの実施等、売上回復に資する
取組みに要する経費の一部を助成

○負担割合：県3/4 、商店街組織等1/4

○事業主体：商店街組織、中小企業組合

○事業期間：令和7～8年度

Ⅱ-④ 商店街等への支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額2億42百万円（－）
[商工振興金融課]

２ こどもキラキラ商店街支援事業
＜現状・課題＞
〇商店街は商業機能のみならず地域コミュニティの拠点として活
性化が必要であるが、商圏人口の減少や物価高騰等の影響によ
り、依然として厳しい経営環境にある

〇地域のニーズに応じたこどもを主体とした取組み等により、誘

客を促進するとともに、地域の「顔」である商店街の維持・発

展につなげることが重要

＜事業概要＞
○全体事業費：23百万円

○事業内容
(1)商店街を活用したこども主体の体験活動や交流イベントの取組

みへの助成
（例：職業体験、買い物体験、シャッターペイント、商品開発等）

(2)商店街におけるこどもの安全を守るための防犯対策等の取組み
 への助成 （例：防犯カメラ・街路灯・標識の設置等）

(3)商店街における空き店舗への出店に対する助成
 （例：新規出店、ポップストア出店等）

○負担割合：県2/3 、商店街組織等1/3

○事業主体：商店街組織、事業者

○事 業 期 間：令和7～8年度

２月補正

商店街等売上回復支援事業
219,000千円
こどもキラキラ商店街支援事業
22,500千円
合計241,500千円
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＜現状・課題＞

○ 令和7年8月豪雨により被災した中小企業者等の事業再建に向け、被災中小企業者再建支援補助金により施設や

設備の復旧を支援

○ 当該補助金の事業者自己負担分の借入れに係る利子補給を実施することで、被災事業者の事業再建を更に後押

しする

Ⅱ-⑤ 中小企業者等の事業再建に向けた支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額12百万円（－）
被災事業者再建支援事業[商工振興金融課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

新

○ 熊本地震、新型コロナウイルス感染症及
び令和2年7月豪雨の三重苦に加え、近年の
物価高騰等により、中小企業者等の経営が
極めて厳しい状況にある中、令和7年8月豪
雨では、県内の広い範囲で、中小企業者等
が甚大な被害を受けた

○ 国の自治体連携型補助金を活用した「被
災中小企業者再建支援補助金」により復旧
を行う場合、1/4の事業者自己負担分に係
る融資については、本災害が激甚災害の
「本激」に指定されていないことから、令
和2年7月豪雨時には制度化された国による
利子補給事業（なりわい再建資金利子補給
事業）が実施されない状況

○ 地域の経済、雇用を担う中小企業者等の
早期の事業再建のためには、県において利
子補給事業を制度化し、被災事業者の事業
再建を更に後押しする必要がある

○全体事業費：12百万円

○事業内容：被災中小企業者再建支援補助金の自己負担分の借り入れについて、日
本政策金融公庫又は県制度融資の貸付けを受けた場合、3年間全額の利
子補給を実施

○負担割合：県10/10

○事業主体：中小企業者等

○事業期間：令和7～11年度

中
小
企
業
者
等

県

金
融
機
関
等

①被災中小企業者再
建支援補助金申請

④融資実行

２月補正

②補助金交付決定

③自己負担分に
係る融資申込み

⑤利子補給申請

⑥利子補給実施

重点支援交付金

8



○ 中小・小規模事業者における人手不足解消のためには、働きやすい職場環境の整備や、従業員の能力開発による
生産性向上の取組みが必要不可欠

〇 女性や高齢者を対象とした多様な働き方の推進や、従業員のリスキリングといった人材確保・育成に取り組む事
業者を支援することで、人手不足解消を図る

１ 女性・高齢者の活躍に向けた就労応援事業

＜現状・課題＞
○賃上げや物価高騰の影響がある中でも中小・小規模事業者が人

材を確保していくためには、女性や高齢者等の個々の事情に応
じた多様な働き方の推進が必要

〇また、女性の社会進出は進んできたものの、職場の環境整備が
進んでいない事業所もある

＜事業概要＞
○全体事業費：1億63百万円

○事業内容
(1)スポットワークの活用や短時間正社員制度の創設等による短

 時間・短期間雇用の取組みに対する助成
 （例：スポットワーク仲介業者への手数料や短時間正社員制 

度を創設する際の専門家への相談料等）

(2)事業所内の女性専用施設・設備（更衣室、休憩室等）の整備
 に対する助成

○負担割合：県3/4  、事業者1/4

○事業主体：中小・小規模事業者

○事業期間：令和7～8年度

Ⅱ-⑥ 人材確保・育成に取り組む事業者への支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額2億41百万円（－）
[労働雇用創生課]

２ リスキリング応援事業

＜現状・課題＞
○変化の激しい時代において、中小・小規模事業者が持続的に成
長するためには、新たな技術や知識の習得、ＤＸ化や生成ＡＩ
活用など、従業員の能力開発が必要

〇また、育児休業中の従業員が自らスキルアップに取り組むこと
で、育児と仕事の両立を実現することにより、離職を防ぎ、企
業で活躍する人材を確保する必要がある

＜事業概要＞
○全体事業費：78百万円

○事業内容
各種研修機関が実施する講座・研修等を従業員が受講する場合

に必要となる経費の一部を助成
※国の人材開発支援助成金の支給対象外となる10時間未満の研修等が対象

○負担割合：県3/4  、事業者1/4

○事業主体：中小・小規模事業者

○事業期間：令和7～8年度

２月補正

女性・高齢者の活躍に向けた就労応援事業
163,216千円
リスキリング対策応援事業
78,255千円
合計241,471千円

新
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1.5cm
計測
用

○全体事業費：17億94百万円（県事業費：14億16百万円）

○主な事業内容：(1)「食」コンテンツ（農林畜水産物・加工品等）の磨上げ（4.5億円）
(2)県内での機運醸成と消費拡大（2.1億円）
(3)大都市圏でのプロモーション（イベント・販路開拓）（3.4億円）
(4)海外輸出の拡大（1.7億円）
(5)「食」をフックとした観光誘客（2.2億円）
(6)ECサイトを通じた販売促進（0.3億円）

○主な事業主体：県、事業者等 ○事業期間：令和7～9年度

○ 本県の農業産出額・所得額は全国
トップクラスで、多様な食材・バラ
ンスの良さが強み。令和6年度には輸
出額も過去最高となった

○ 一方で、県民の「食」への関心度
や、県外からのイメージ向上が課題

○ また、燃油や資材の価格が高止ま
りしており、農林畜水産業者を取り
巻く状況は厳しさを増している

＜現状・課題＞

Ⅱ-⑦ 「食のみやこ熊本」の創造に向けた取組み
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

拡

○ 本県は、農業産出額がトップクラスであるにも関わらず、「食」に関する県民の関心や県外からのイメージ獲

得に結び付いていない。また、燃油や資材などの価格が高止まりし、農林畜水産業へのマイナスの影響が長期化

○ 農林畜水産物や加工品などの「食」コンテンツを重点的に磨き上げた上で県内外への熊本の「食」の魅力を強

力に発信することで、認知度向上、販路拡大及び「食」を通じた観光誘客につなげる

予算額 8億34百万円（3百万円）

[商工労働部、観光文化部、農林水産部]

R8当初 5億82百万円（3億93百万円）

重点支援交付金(一部) 地域未来交付金(一部)

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

令和7年7月に策定した『「食のみや
こ熊本県」創造推進ビジョン』を踏ま
え、「食」コンテンツの磨上げを行っ
た上で、認知度向上等の取組みを加速
化することが必要

【～令和8年度の取組み】

・「食」コンテンツの磨上
げを重点的に実施

・県内外への発信を強化し、
認知度向上、販路拡大及び
観光誘客につなげる

【令和9年度末到達イメージ】※（）内はビジョン策定時

・「食のみやこ」県民共感度80％（67％）

・「食」に関する都道府県ランキング10位以内
（全国28位）

・輸出額200億円/年（122億円） 等

２月補正
（一部、R8当初含む）
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「食」コンテンツ（農林畜水産物、加工品、料理等）の磨上げ

県内での機運醸成と消費拡大

①食のみやこ熊本グルメフェス（45百万円）
②くまもと物産フェア＆大商談会（14百万円）
③FVフェスタ・県南地域での食関連イベント
 （61百万円）
④球磨焼酎・日本酒PRイベント（54百万円）
⑤地産地消の意識醸成（16百万円）
⑥県産飲用牛乳消費拡大（10百万円）
⑦熊本県畜産まつり（8百万円）

2.1億円

1.7億円

①農産物等輸出産地形成・事業者支援
（60百万円）

②畜産輸出コンソーシアムへの支援
（91百万円）

③水産物の輸出促進支援（8百万円）
④ブルーオーシャン市場の開拓
（15百万円）

海外輸出の拡大

「食のみやこ熊本」の創造に向けた取組み

「食」をフックとした観光誘客

①「歴史文化×食」体験型ツーリズム造成
（10百万円）

②熊本デスティネーションキャンペーン
での食のPR（1億93百万円）

③熊本空港での「食」PRや県産品販売
（16百万円）

④県南地域における食体験受入体制の
整備（3百万円）

4.5億円

2.2億円

①東京・大阪・福岡でのジャック事業
（1億8百万円）

    ②各種イベントでの県産酒のPR（54百万円）
  ③福岡をターゲットとした食材PRイベント（15百万円）

④東京食肉市場まつりの開催（33百万円）

ECサイトを通じた販売促進
①優良商品のEC販売強化伴走支援（9百万円）
②ジャック事業と連動したWEB物産展（22百万円）
※既存ECサイト（物産振興協会・FV）への誘導にも取り組む

①各種「食」展示会への出展（21百万円）
②大手企業社員食堂における消費拡大・PR
（7百万円）
③シェフ・バイヤーへの商談・マッチング支援
（10百万円）
④連携量販店での熊本フェア（3百万円）
⑤生産者による対面販売等強化支援（65百万円）
⑥銀座熊本館と連携した県産品販売促進（20百万円）

（販路開拓）

（イベント等） 2.1億円

0.3億円

R7年度2月補正及びR8年度当初予算額 14億16百万円（3億96百万円）
うち重点支援交付金：7億32百万円

大都市圏での通年プロモーション

①各地域のコンソーシアムでの付加価値向上取組支援（96百万円）
②農産物等の付加価値（客観的評価）向上支援（12百万円）
③食関連企業の農業参入支援（51百万円）
④県南フードバレー(FV)商品開発・ブラッシュアップ支援
（1億14百万円）

⑤県産酒の新商品開発・ブランディング（37百万円）
⑥県産食材を活用・発信する料理人の育成（11百万円）
⑦料理人や生産者と連携した「食」体験の場づくり（9百万円）
⑧首都圏高級レストラン・シェフ誘致促進（3百万円）
⑨その他６次産業化等の取組み支援(1億12百万円)

重点：重点支援
交付金活用事業

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

1.3億円
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Ⅱ-⑨ 農林水産業における機械等導入支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額98百万円（－）
[担い手支援課、林業振興課、水産振興課]

新規就農者チャレンジ事業【担い手支援課】
40,800千円（0千円）
若手等担い手確保促進事業
20,000千円（0千円）
水産業物価高騰緊急対策事業
33,474千円（0千円）
漁業生産性向上対策支援事業
4,100千円（0千円）

合計98,374千円（0千円）

〇 物価高騰により、農林水産業への新規就業や生産性向上に必要な機械等の導入費用の負担が大きくなっている
〇 国の経済対策を活用し、導入費用の軽減を図り、担い手確保や経営改善を支援する

＜現状・課題＞

 

３ 水産業物価高騰緊急対策事業 【水産振興課】

＜事業概要＞
○全体事業費：82百万円（県事業費：33百万円）
○事業内容：コスト削減や生産性の向上に資する以下の経費を支援

①共同利用施設の整備・補修・改修等
②漁具等の導入・改修等

○負担割合：①県1/3 、事業者等2/3
②県1/2 、事業者1/2

○事業主体：①漁協 ②国の長期研修等を受講した漁業者
○事業期間：令和7～8年度

＜現状・課題＞

 

４ 漁業生産性向上対策支援事業 【水産振興課】

＜事業概要＞
○全体事業費：8百万円（県事業費：4百万円）
○事業内容：漁業者が行う食害生物の駆除・

追払いの取組みを支援
○負担割合：県1/2 、事業者1/2
○事業主体：漁業関係団体（漁連、漁協）
○事業期間：令和7～8年度

新

○物価高騰や漁獲量の減少、担い手の高齢化等により漁業者の経営
はひっ迫しており、経営改善への支援が必要

○物価高騰の影響を受ける漁業者の経済的負担を軽減するため、
生産量を低下させる食害被害を防止する取組みへの支援が必要

新

２ 若手等担い手確保促進事業 【林業振興課】

＜現状・課題＞
○林業の過酷な労働環境等が若者等の多様な人材の新規参入の大き
な障壁となっており、物価高騰の影響を受ける事業者が労働環境
改善及び生産性向上対策を行うための取組みへの支援が必要

＜事業概要＞
○全体事業費：39百万円（県事業費：20百万円）
○事業内容：省力化、労務軽減、生産性向上に

資する機器等の導入経費を支援
○負担割合：県1/2 、事業者1/2
○事業主体：熊本県林業従事者育成基金
○事業期間：令和7～8年度

重点支援交付金

重点支援交付金

重点支援交付金重点支援交付金

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

森林調査用ドローン

新 新

拡

カモ追払いのための
夜間照射レーザー

新

＜現状・課題＞

 

１ 新規就農者チャレンジ事業 【担い手支援課】

〇農業の維持のためには、地域の中核となる新規就農者を確保する
必要がある。農業用機械等の価格が値上がりしていることから、
新規就農者の経営発展に必要な機械等の導入への支援が必要

＜事業概要＞

○全体事業費：1億29百万円（県事業費：41百万円）
○事業内容：認定新規就農者（65歳未満）の

農業用機械・施設の導入等を支援
○負担割合：国3/10、事業者7/10等
○事業主体：認定新規就農者
○事業期間：令和7～8年度 コンバイン

若者や女性など多様な
担い手を確保

２月補正
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主 要 事 業 の 詳 細

（令和8年度当初予算） 
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Ⅰ-1-① 阿蘇くまもと空港アクセス鉄道整備の推進
【熊本地震からの創造的復興】

〇 阿蘇くまもと空港アクセス鉄道については、令和4年12月にJR豊肥本線肥後大津ルートに方針を決定し、鉄道

概略設計調査や環境アセスメント等の手続きを着実に進めてきた

〇 今後は、鉄道事業許可に向け必要な調査・設計等を引き続き実施するとともに、第三セクターを設立しアクセ

ス鉄道整備に向けた取り組みを加速化する

＜予定スケジュール＞

○ 空港へのアクセス改善を図るため、定時
性・速達性及び大量輸送性に優れた空港アク
セス鉄道の整備に係る調査を平成29年度から
実施

○ 令和4年12月に肥後大津ルートとすること
を表明後は、鉄道概略設計や測量調査など、
空港アクセス鉄道整備の検討深度化に取り組
んできたところ

○ そのような中、令和7年度の6月議会で絞り
込みルートを、9月議会で概算事業費や需要
予測、B/C等を公表。また、12月には都市計
画素案説明会で線ルートを発表

○ 引き続き、鉄道の詳細設計や地質調査、環
境アセスメントに関する評価書の作成等を行
うとともに、鉄道事業許可に向け事業主体と
なる第三セクターを設立する

○全体事業費：4億50百万円

○事業内容：
①県が実施する鉄道事業許可に向け必要な調査・設計等の実施 81百万円

・鉄道詳細設計及び地質調査の実施

・気運醸成のための広報・啓発 等

②第三セクターの設立及び事業実施のための出資等 3億69百万円

・第三セクターへの出資金

・鉄道詳細設計、測量及び周辺施設の改修に向けた検討の実施

・その他（租税公課費等、運営経費）

R8 R9  R16

関係機関との協議・調整

評価書作成

鉄道詳細設計

地質調査

鉄
道
事
業
許
可

都
市
計
画
決
定

開

業

測量・地質調査等
詳細設計

土木・設備工事

用地取得

整
備
着
手

予算額4億50百万円（4億50百万円）
阿蘇くまもと空港アクセス鉄道整備事業

[空港アクセス鉄道整備推進課]

＜現状・課題＞ ＜事業概要＞

第三セクターについて
事業内容：鉄道施設の整備・維持管理

JR九州への鉄道施設貸付
法人形態：株式会社

14

第
三
セ
ク
タ
ー
設
立



443

(都)水前寺秋津線

L=280m
(W=22.0m)

(都)益城中央線 L=2,887m（街路事業：L=2,887m、土地区画整理事業：L=625m）、W=27.0m

４車線化区間 全延長 L=約3.8km（街路事業 L=約3.2km、土地区画整理事業 L=約0.6km）

取付区間 L=0.2km

○ 平成28年熊本地震で甚大な被害を受けた益城町において、防災機能向上を目的として、土地区画整理による「公
共施設の整備改善」「宅地の利用増進」を図るとともに、県道熊本高森線の4車線化による「交通の円滑化」「安
全な歩行空間の確保」を通じた被災市街地の創造的復興を推進

○  県道熊本高森線4車線化は令和7年度の完了を予定しており、土地区画整理事業について令和9年度までの完了に
向け、取組みを加速化

Ⅰ-1-② 益城町復興まちづくりの推進
【熊本地震からの創造的復興】

予算額21億32百万円（1億72百万円）
土地区画整理事業[都市計画課]

＜現状＞これまでの進捗状況（R7.12/31時点）

土地区画整理

事業(28.3ha)
被災市街地

復興推進地域

惣領交差点

＜事業概要＞

○全体事業費：21億32百万円
○事業内容 ：益城町の都市拠点における道路や公園等の公共施設と宅地の整備
○負担割合 ：【都市再生区画】 国5/10、県4.5/10、益城町0.5/10

  【道路区画】  国5.72/10、県3.852/10、益城町0.428/10
  【単県区画】  県9/10、益城町1/10

○事業主体 ：県
○事業期間 ：平成30年度～令和9年度

土地区画整理事業
総事業費：2,207,740千円
一般財源： 167,740千円

【査定情報】 ≪土地区画整理事業：R8.3月末までの進捗目標≫
・仮換地指定 ＝482画地（100％）
・宅地造成工事着手 ＝422画地（87.6％）
・引渡し           ＝331画地（68.7％）

81

木山交差点福富交差点

R7年度末 供用予定
L= 約2.2km

R6年4月14日 供用
L= 約0.8km

R5年3月28日 供用
L= 約0.8km

R5年11月10日 供用
L= 約0.18km
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１ くま川鉄道全線運行再開に向けた支援

〈現状・課題〉

〈事業概要〉
 ○全体事業費：30百万円（うち県事業費：23百万円）

 ○事業内容：

 くま川鉄道全線運行再開関連イベント実行委員会 （令和8年1
月30日設立）の構成員であるくま川鉄道(株)や関係市町村が
実施する全線運行再開に伴うイベント及び賑わい創出・誘客
事業にかかる経費に対する支援

 ○事業主体：くま川鉄道株式会社、人吉球磨10市町村

 ○負担割合：県3/4  、事業主体1/4

 ○事業期間：令和7～8年度

○ 「くま川鉄道」については、令和8年度上半期に全線での運行再開を予定。全線運行再開を起爆剤として、誘客

促進に資する取組みを推進することで、地域活力の向上と鉄道の利用促進を図る

○ 「JR肥薩線」については、令和7年3月、県とJR九州との間で八代～人吉間の鉄道による復旧を合意。2033年の

運行再開に向け、災害復旧工事を進めるとともに「JR肥薩線復興アクションプラン」に基づく取組みを推進する

Ⅰ-2-① 令和2年7月豪雨からの鉄道の復旧・復興
【令和2年7月豪雨からの創造的復興】

地域公共交通 22,500（ー）
肥薩線AP 44,995（24,995）
災害復旧 83,334（83,334）

２ JR肥薩線の復旧・復興

① 災害復旧支援事業
 ○全体事業費：2億50百万円（うち県事業費：83百万円）
 ○事業内容：JR肥薩線（八代～人吉間）の災害復旧事業（土砂・

軌道撤去等）に対する補助
 ○事業主体：JR九州 
○負担割合：国1/3 、県1/3、JR九州 1/3
 ○事業期間：令和8～15年度

② 復興アクションプラン推進事業
 ○全体事業費：45百万円
 ○事業内容
 (1) アクションプラン推進会議の開催 0.3百万円
 (2) 地元の機運醸成・マイレール意識醸成 3百万円

 観光列車のコンセプトと車両デザインの検討
 (3) サポーターズクラブの運営 1百万円
 (4) 駅再整備調査・検討事業 20百万円

 坂本駅周辺の再整備に向けた調査・測量等
 (5) JR肥薩線沿線地域公共交通計画策定事業 20百万円

 ○事業主体：県
 ○負担割合：(5)国1/2   、県1/2
 ○事業期間：令和8～15年度

今後は、運行再開に向けて、JR肥薩線（八代
～人吉間）の災害復旧工事を実施するととも
に、関係機関が一体となって、アクションプ
ランに基づく取組みを推進する必要

JR肥薩線復興アクションプラン第1期重点施策
球磨川の自然や地域の

文化資源を活かした

観光施設・景観の整備

観光の拠点としての

人吉駅周辺整備

地域を代表する

観光列車の導入

くま川鉄道や新八代駅

への直通運転

生活・交流拠点としての

駅再整備

通勤・通学時間帯の

増発

新

新

新

拡

予算額1億28百万円（1億8百万円）

地方公共交通鉄道対策事業事業[交通政策課]
JR肥薩線アクションプラン推進[同 上]

JR肥薩線復旧支援事業[同 上］

拡

○令和7年3月、JR九州は八代～人吉間の鉄道での復旧に合意

○今後は、関係機関が一体となって、復旧までの間の地元の方
針となる「JR肥薩線復興アクションプラン」（※）に基づく取り
組みを推進していく

（※）R7.2月に県と地元12市町村で策定し、JR九州も了承しているもの

新

重点支援交付金

地域公共交通再構築調査事業

2月補正

○令和3年11月に、肥後西村駅～湯前駅間で部分運行再開。令和
8年度上半期に、人吉温泉駅～肥後西村駅間が再開し全線での
運行再開を予定

○全線での運行再開を起爆剤として、地域活力の向上と鉄道利
用の促進を図っていく

新

新

拡

2月補正 23百万円（23百万円）

鉄道軌道整備法に基づく災害復旧費補助

※概算復旧費235億円のうち鉄道分76億円
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○ 令和2年7月豪雨の影響もあり、人吉球磨地域では地域の担い手である若者の都市部への流出や、観光客の減少

が続いている

○ 人吉球磨地域の創造的復興を推進するため、中間支援組織を核とした地域内での人材確保の体制構築や、観光

コンテンツの磨き上げを図る

Ⅰ-2-④ 人吉球磨地域における創造的復興の推進
【令和2年7月豪雨からの創造的復興】

「地域の人事部」構築事業
9,000千円
くま川鉄道沿線周遊促進緊急支援事業
35,000千円（－）

１ 「地域の人事部」構築事業 【商工政策課】
＜現状・課題＞
〇人吉球磨地域は若者の管外への流出が著しく、地域活動を支え
る人材の減少が続いている

○各市町村や各団体で行われている人材確保・育成に係る取組み
の連携を進める必要がある

＜事業概要＞
〇全体事業費：9百万円
〇事業内容：関係機関と連携して人材確保及び地域内でのキャリ

アアップの体制等を構築する中間支援組織への補助
○事業主体：県
○事業期間：令和8年度～

関係機関との連携強化
人材確保や地域内でのキャリアアップの体制
を構築し、地域経済の維持・発展を目指す

中間支援組織
金融機関

農林畜団体
（農林畜事業者）

商工団体
（商工業事業者）

10市町村

教育機関・
研修機関

支援機関
（ハローワーク等）

県

補助

重点支援交付金

2月補正

17

予算額9百万円（9百万円）

[商工政策課、観光振興課]
2月補正 35百万円（－）新

２ くま川鉄道沿線周遊促進緊急支援事業

＜現状・課題＞
○人吉球磨地域は魅力ある観光資源が数多くあるものの、被災イ

メージが払拭できていないため、観光客の減少が続いている

〇加えて、エネルギー価格や人件費等の高騰により、観光事業者

等は厳しい経営状況にある

〇令和８年度全線開通予定のくま川鉄道の利用促進や沿線エリア

を周遊する観光客の増加を図り、観光関連産業の活性化につな

げる必要がある

＜事業概要＞

〇全体事業費：35百万円

〇事業内容：くま川鉄道沿線エリアの観光コンテンツを面的に

繋いだ周遊プラン造成やモニターツアー実施等に

対する補助

〇負担割合：県10/10

○事業主体：民間事業者

○事業期間：令和7～8年度

【観光振興課】

重点支援交付金



＜現状＞これまでの進捗状況（R7.12/31時点）

○令和8年度は、国道445号及び区画内の建物移転補償、道路及び
宅地造成工事を推進する。

○ 令和2年7月豪雨で甚大な被害を受けた人吉市青井地区における土地区画整理と国道445号の道路拡幅を県が主体

となり一体的に実施し、緊急輸送道路や避難路等の整備による防災性の向上及び良好な市街地形成等を図ること

で、被災市街地の創造的復興を推進

Ⅰ-2-⑤ 人吉市復興まちづくりの推進
【令和2年7月豪雨からの創造的復興】

予算額12億98百万円（1億9百万円）
土地区画整理事業(豪雨)[都市計画課]

地域道路改築費[道路整備課]

○全体事業費：6億20百万円
○事業内容 ：土地区画整理を活用した避難路・避難地及び宅地の整備
○負担割合 ：【都市再生区画】 国5/10、県4.5/10、人吉市0.5/10

【単県区画】 県9/10、人吉市1/10  
○事業主体 ：県
○事業期間 ：令和4～10年度

①青井被災市街地復興の土地区画整理

＜事業概要＞

②国道445号の拡幅
○全体事業費：6億78百万円
○事業内容 ：道路拡幅による緊急輸送道路としての機能確保及び快適な

歩行空間の整備
○負担割合 ：国4.5/10、県5.5/10等  
○事業主体 ：県
○事業期間 ：令和4～13年度

区画道路

宅地造成

公 園

国道４４５号

凡 例

青井被災市街地復興土地区画整理事業（約５．２ｈａ）

国道４４５号改築事業（約９００ｍ）

計画平面図

＜土地区画整理事業の施行工程＞

都
市
計
画
決
定

先

行

買

収

仮

換

地

指

定

宅

地

引

渡

し

補

償

契

約

工

事

の

実

施

事

業

認

可

被災市街地復興推進地域

＜査定情報＞
地財措置：公共事業等債（90-80※）
※被災市街地復興特別事業

現在の取組み

土地区画整理事業
総事業費：619,900千円
一般財源： 60,580千円

地域道路改築費
総事業費：648000千円
国費299,807
負担金29,050
起債286,000
一般財源： 33,143千円
※事務費

現在の状況（区域西側より）

土地区画整理事業
施行地区

【査定情報】 ≪総事業費(受託工事除く)≫
・土地区画整理  ＝46億円（R4～8の予算額38億12百万円）
・国道445号拡幅 ＝24億50百万円（R4～8の予算額18億15百万円）

現在の状況（国道445号）

1418



○令和７年８月豪雨など多発化・激甚化する豪雨災害や、南海トラフ巨大地震等の災害リスクが高まる中、被害の

最小化に向け、災害対応力の更なる強化が必要

○防災リーダーの育成・連携強化による地域防災力の向上や、気象情報サービス及び衛星ブロードバンドサービス

の導入による県の災害情報収集・判断体制の強化を図る

＜現状・課題＞

Ⅰ-3-① 災害対応力の強化に向けた取組み
【令和7年8月豪雨からの復旧・復興】

予算額9百万円（6百万円）
[危機管理防災課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

内部資料

〇地域防災の要である自主防災組織は少子高齢化やコロナ禍等の影響で
人材確保が難しく、活動が低迷する傾向

○火の国ぼうさい塾等での防災士資格取得者は増加しているものの、地
域防災活動への参画が十分ではない。

〇災害発生時は圏域を超えた支援が有効であり、全県的な地域防災リー
ダー（防災士等）の連携強化が必要

○全体事業費：2百万円
○事業内容：自主防災組織の活動の中心となる地域防災リーダー（防災士

等）を対象に、圏域毎のスキルアップ研修と全体会議を実施
○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

１ 地域防災力強化事業
（地域防災力強化研修・防災リーダーネットワーク強化）

３ 防災DX推進事業
（衛星ブロードバンドインターネットサービスの導入）

新

新 １ 2,410千円（2,410千円）

２ 2,368千円（ 2,368千円）

３ 4,519千円（1,519千円）

計 9,297千円（6,297千円）

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

〇令和2年7月豪雨では、民間の通信インフラ等が停止し、災害初動期
における救出救助等の業務に大きな支障が生じ、令和7年8月豪雨に
おいても、一時的に携帯電話が繋がりにくい状況が発生

○災害時の被害情報等の収集は、熊本県防災情報共有システムを軸に
行っており、インターネット等の通信インフラが必要不可欠

○孤立地域に対する非常時の通信体制の確保も課題

２ 防災対策費（気象情報サービスの導入）

○気象庁が発表する警報・注意報や解説情報等に基づき、県の体制（警
戒体制、警戒本部体制等）を決定

○判断基準が気象庁予報に限定され、線状降水帯の発生や天候急変等の

見逃しリスクが潜在

＜現状・課題＞

＜事業概要＞
○全体事業費：2百万円
○事業内容：新たな気象情報サービス（ウェザーニュース for Business）の

導入
○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

○全体事業費：5百万円
○事業内容：衛星ブロードバンドインターネットサービスの導入

（球磨地域振興局とその管内2市町村）
○事業主体：県
○事業期間：令和8年度～

新

R8当初

R8当初

新
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1.5cm
計測
用

Ⅰ-3-② いぐさ産地の維持・復興に向けた取組み
【令和7年8月豪雨からの復旧・復興】

＜事業概要＞

○ 本県は全国唯一のいぐさ産地だが、生産規模が最盛期の５％程度に縮小。生産者の高齢化が進み、技術継承が

課題。さらに、令和７年８月豪雨により、約７割の生産者が被災するなど、産地にとって厳しい状況

○ 生産体制の維持と新たな需要創出への支援を一体的に行うことで、産地の維持・復興を図る

予算額26百万円（4百万円）

[農産園芸課・農業研究センター]

R8当初 26百万円（14百万円）

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

＜現状・課題＞

 

１ 畳表生産技術継承事業【農産園芸課】

○高い技術を持つ畳表生産者が今後10年程度で多数引退する
見込みであり、その技術を可視化し次世代の担い手へ継承
する必要がある

＜事業概要＞
○全体事業費：6百万円
○事業内容：畳表生産技術を継承するため

の動画の作成
○負担割合：国1/2 、県1/2
○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度

R8当初

新

地域未来交付金

＜現状・課題＞

 

２ 県産いぐさ畳表消費拡大緊急加速化事業【農産園芸課】

○いぐさ産地維持・復興のため、畳表の張替需要を喚起し、
県産いぐさ畳表の消費拡大を図る必要がある

＜事業概要＞

○全体事業費：33百万円
○事業内容：プレミアム付き商品券を活用した県産いぐさ

畳表の消費拡大促進活動に対する助成
○負担割合：県10/10
○事業主体：民間団体 ○事業期間：令和7～8年度

2月補正

重点支援交付金

＜現状・課題＞

 

４ いぐさラボによる産地復興支援事業【農業研究センター】

○産地復興のためには、従来の畳表に加え、需要増加
が見込まれる新しい製品の開発支援が必要

＜事業概要＞
○全体事業費：10百万円
○事業内容：いぐさを使った新商品づくりの支援を行う「いぐさ

ラボ」の設置や、花莚（かえん）織機等の整備
○負担割合：国1/2 、県1/2
○事業主体：県 ○事業期間：令和8～10年度

R8当初

地域未来交付金

ｻﾝﾌﾟﾙ(ｲﾒｰｼﾞ)

＜事業概要＞
＜現状・課題＞

 

３ いぐさ産地復興支援対策事業【農産園芸課】

＜事業概要＞
○全体事業費：12百万円（県事業費：10百万円）
○事業内容：(1)専用機械の再生産・維持に向けた取組

(2)産地復興に向けた畳文化発信と需要創出
○負担割合：(1)(2)の一部 国1/2 、県1/2

(2)の一部 国1/4 、県1/4、関係団体1/2
○事業主体：県、いぐさ関係団体 ○事業期間：令和8～10年度

R8当初

地域未来交付金

地域未来交付金

○令和７年８月豪雨からの産地復興に不可欠ないぐさ・畳表の専用
機械は、製造中止が相次いでおり、今後の維持が課題

○産地復興に向け、新たな需要創出が必要

２月補正
（一部、R8当初含む）

2月補正 33百万円（ー）
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１ 6,000千円（629千円）

２ 33,000千円（-千円）

３ 10,500千円（500千円）

４ 9,481千円（3,066千円）

当初計（１+３+４）
25,981千円（4,195千円）
※ふるさと納税充当：9,500千円



Ⅱ-1-(1)-① 各産業における人材確保の取組み
【人材の育成・確保】

予算額62百万円（23百万円）
[私学振興課、障がい者支援課、商工政策課、

企業立地課、監理課、水産振興課]

専修学校等の即戦力人材育成支援事業 【私学振興課】
＜現状・課題＞
〇専修学校等の県内就職率は高い一方、学生数は年々減少。専修
学校等の魅力発信や県内企業と連携した人材育成の取組みが必要

＜事業概要＞
〇全体事業費：8百万円（県事業費：4百万円）
〇事業内容：合同説明会や企業と連携する取組みへの支援
〇負担割合：国1/4 、県1/4、事業者1/2 等
○事業主体：県専修学校各種学校連合会、職業実践専門認定校
○事業期間：令和8年度～

○ 福祉・製造業・建設業などの人材不足が経済活動、地域活力への大きな課題となる中、各産業における人材確
保の取組みを推進する必要がある

専修学校等の即戦力人材育成支援事業
4,000千円（3,216千円）
高次脳機能障害支援者養成研修
1,000千円（500千円）
福岡県と連携した半導体人材育成事業
4,401千円（2,201千円）
日台学生交流推進事業
4,095千円（4,095千円）
建設産業担い手確保・育成事業
37,600千円（18,700千円）
42,600千円（21,716千円）
42,600千円（11,716千円）
県内高校生への水産業魅力発信
5,671千円（5,671千円）（994千円）
合計65,919千円（40,409千円）
→61,767千円（37,399千円）
→61,767千円（22,722千円）

※課長査定後修正（津隈）
※部長調整後修正（中村・津隈）
ふるさと寄付金充当福岡県と連携した半導体人材育成事業 【商工政策課】

＜現状・課題＞
〇JASM第二工場の建設開始や半導体関連企業の進出等を踏まえ、
半導体人材の育成と確保に資する取組みが必要

＜事業概要＞
〇全体事業費：4百万円
〇事業内容：福岡県と連携し、半導体分野に関心がある中高生向

けの半導体人材育成プログラムを実施
〇負担割合：国1/2 、県1/2
○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

建設産業担い手確保・育成事業 【監理課】
＜現状・課題＞
〇県内建設業従業者の高齢化や若年入職者の減少が進む中、若手
技術者等の育成と確保に資する取組みが必要

＜事業概要＞
〇全体事業費：43百万円
〇事業内容：建設産業のＰＲや、県内高校生を対象とした企業説

明会等を実施
〇負担割合：国1/2  、県1/2 等
○事業主体：県 ○事業期間：令和7年度～

高次脳機能障害支援者養成研修事業 【障がい者支援課】
＜現状・課題＞
〇高次脳機能障がい者への支援には高い専門性が求められ、研修
による人材育成を通じて支援体制を構築する必要がある

＜事業概要＞
〇全体事業費：1百万円
〇事業内容：高次脳機能障がい者に対する障がい特性に応じた

支援技術等を習得するための研修を実施
〇負担割合：国1/2、県1/2
○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

日台学生交流推進事業 【企業立地課】
＜現状・課題＞
〇半導体はグローバル産業であり、将来本県の半導体産業を担う
学生の職業観と国際感覚の醸成を促進する必要がある

＜事業概要＞
〇全体事業費：4百万円
〇事業内容：県内の大学生による台湾の半導体関連企業への訪問

や、台湾の学生との専攻内容の発表等の交流プログ
ラムを実施

○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

県内高校生への水産業魅力発信 【水産振興課】
＜現状・課題＞
〇漁業者数の減少や高齢化が進む中、水産業の担い手の確保・育
成のため、県内高校生への魅力発信を強化する必要がある

＜事業概要＞
〇全体事業費：6百万円
〇事業内容：水産高校での現場実習や、動画教材等を活用した水

産高校以外の高校への出前授業を実施
○事業主体：県
○事業期間：令和8年度～

地域未来交付金

新

地域未来交付金

地域未来交付金

新

拡拡

新

【査定情報】拡充内容
・建築部門に焦点を置
いた魅力発信

・建築団体の取組みを
想定した補助件数の増

【査定情報】拡充内容
建築部門に特化した魅力発信や建
築団体の取組みを想定した補助件
数の増

新
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地域未来交付金

地域未来交付金

地域未来交付金



○ 大手半導体企業の進出など、地場企業を取り巻く経営環境が劇的に変化する中、強靭な県内経済を作っていくた
めには、地場企業が新分野・新事業に挑戦できるよう、売上拡大の後押しと産学連携の推進が重要

〇 地域経済を牽引する成長志向型の企業の売上拡大を促進するとともに、企業ニーズを踏まえた産学連携を推進し、
県経済の更なる発展を図る

Ⅱ-1-(1)-② 地場企業の成長促進と産学連携に向けた取組み
【人材の育成・確保】

予算額55百万円（32百万円）
[産業支援課]

地場企業立地促進費補助（成長促進枠）
4,415千円（4,415千円）
くまもと産学連携等イノベーション強化事業
50,717千円（27,233千円）
合計55,132千円（31,648千円）

新

２ くまもと産学連携等イノベーション強化事業

＜現状・課題＞
○県内での産学連携の推進に関し、大学においては大学の技術シー
ズをビジネスの言葉に翻訳した分かりやすい広報が不足しており、
企業においてはビジネスに活きる技術シーズが大学にあることを
認識していないなど、大学と企業双方が構造的課題を抱えている

〇これらの課題を解決し、県内企業による大学のシーズ等を活用し
た新事業へのチャレンジ促進と、更なるイノベーションの創出を
図る必要がある

＜事業概要＞
○全体事業費：51百万円

○事業内容：
(1)大学の産学連携構築体制の整備
大学の技術シーズを企業目線でまとめた「研究開発・技術シーズ

集」の作成、産学連携に必要な企業経験者の登用等
(2)企業の産学連携事業への補助
産学連携の取組みを行う際の研究開発や開発人材の育成等を支援

(3)企業技術連携DBによる企業技術の可視化、目利き人材の育成
(4)事業広報、海外事例を踏まえた産学連携の仕組みづくりに関す
 る検討会の開催等

○負担割合：(1)(3)(4)国1/2  、県1/2 
(2)国1/4  、県1/4、事業者1/2

○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

地域未来交付金

地域未来交付金
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１ 地場企業立地促進費補助（成長促進枠）

＜現状・課題＞
○これまで、リーディング企業創出推進事業やシンカ企業創出推

進事業により、地場企業の経営力強化や生産性向上を支援し、
企業の付加価値額の増加を図ってきた

〇一方で、国は、官民における国内投資拡大と賃上げを定着させ
ていくため、売上高を軸に、地域の中核となるような売上高
100億円を目指す中小企業に対する成長支援策を強化

○国の政策とも連動し、企業成長による県内経済への波及効果を
最大化するため、新事業に果敢に挑戦して売上高100億円を目
指す中小企業を重点的に支援する必要がある

＜事業概要＞
○全体事業費：4百万円

○事業内容：飛躍的成長を目指し、100億宣言を行い、かつ、県
内事業所を新増設する県内中小企業に対する補助
※従来の地場企業立地促進費補助に新たに「成長促

進枠」を設ける
※早期の効果発現のため、事業期間は令和8～10年度

の3年間とする（R8:周知期間、R9～10:認定期間）

○事業主体：県

○事業期間：令和8～10年度



1.5cm
計測
用

○全体事業費：6百万円
○事業内容：新たな担い手を受入れ、持続可能な経営モデルを確立する取組みを

行う地域営農組織への支援
○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度

○ 地域営農組織（R6：357組織）の約8割が
後継者不在、約9割が雇用者不在。人材の
確保・育成が喫緊の課題

＜現状・課題＞

Ⅱ-1-(1)-③ 地域営農組織の中核を担う人材の育成
【人材の育成・確保】

＜事業概要＞

新

○ 地域営農組織は、主に担い手が少ない地域で農地維持を目的に設立されてきたが、人材不足等により、存続が

困難な状況

〇 市町村等と連携して、経営強化を図る地域営農組織を支援するとともに、確立した経営モデルを横展開し、地

域営農組織の維持発展を図る

予算額 6百万円（3百万円）
未来へつなぐ地域営農組織経営力強化支援事業のうち

集落営農経営進化モデル事業[担い手支援課]

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

○将来にわたる地域営農維持のため、
人材育成・経営力向上を集中支援

○多様な担い手の確保・経営改善の方
向性ごとにモデル地区を設置し、県
内に横展開

＜イメージ図＞
後継者あり

21%

後継者なし

79%

後継者の確保状況

常時雇用あり

10%

常時雇用なし

90%

常時雇用者の確保状況

地域営農組織

県
アドバイザーによる伴走支援
※熊本県担い手育成総合支援

協議会へ委託

市町村
新たな担い手の確保

地域おこし協力隊の募集任用
新規就農者の確保 等

新たな担い手
地域おこし協力隊、
新規就農者、定年

退職者 等

経
営
モ
デ
ル
を
他
地
域
へ
横
展
開

収益向上による、雇用・
継承可能な経営モデルの
確立

人材
受入
支援

研修・定期的な
フォロー
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教員不足解消緊急対策事業
【学校人事課】

教員確保のため、ペー
パーティーチャーや大学生
向けの説明会等を実施
○全体事業費：10百万円
○事 業 期 間：令和5年度～

教職員人材確保事業
【学校人事課】

教育行政職員確保のため、
パンフレットやポスター等
による魅力発信、大学訪問
等を実施
○全体事業費：1百万円
○事 業 期 間：令和7年度～

職員採用試験費【人事委員会事務局】
民間企業等の採用選考で広く利用されている基礎

能力検査（SPI）を活用した春期（SPI方式）試験の
対象を技術系職種（建築、林学等）を中心に拡大
○全体事業費：37百万円

「県庁のしごと」魅力発信事業費
【人事委員会事務局】

対面型（大学等への訪問や合同説明会など）及び
非対面型（公式SNSやSNS広告配信、オンライン説明
会など）を織り交ぜた採用広報活動を実施
○全体事業費：6百万円  ○事業期間：平成27年度～

土木技術職魅力発信事業【監理課】
総合土木職確保のため、広報動画作成や現場見学

バスツアー等を実施
○全体事業費：1百万円  ○事業期間：令和5年度～

職員研修事業【人事課】
県職員として業務遂行上有用と認められる資格取

得や講座受講等を支援
○全体事業費：0.3百万円 ○事業期間：令和8年度～

建築基準指導費【建築課】
建築行政に必要な技術職員を確保・育成するため、

県職員の一級建築士資格取得を支援
○全体事業費：1百万円 ○事業期間：令和8年度～

○ 民間や国家公務員、他自治体との人材獲得競争の激化により、本県職員の受験者数は年々減少しており、人材の確
保が喫緊の課題

○ 魅力発信や資格取得支援により、本県で働く人材の確保・育成につなげる

Ⅱ-1-(1)-④ 県庁における人材確保・育成のための取組み
【人材の育成・確保】

予算額1億9百万円（1億7百万円）
[人事委員会、知事部局、警察本部、教育委員会]

＜事業概要＞

事務系 技術系

公衆衛生獣医師確保育成事業
【健康危機管理課】

公衆衛生獣医師確保のための修学資金
の給付等の実施
○全体事業費：16百万円
○事 業 期 間：平成24年度～

くまもとの畜産業を守る獣医師獲得事業
【畜産課】

産業動物獣医師確保のための修学資金
の給付等
○全体事業費：17百万円
○事 業 期 間：令和5年度～

薬剤師職員確保育成事業【薬務衛生課】
薬剤師確保のための大学訪問等の実施

○全体事業費：1百万円
○事 業 期 間：令和元年度～

公衆衛生医師職員確保事業
【健康福祉政策課】

公衆衛生医師確保のためのリクルート
活動（学会訪問、募集広告掲載）の実施
○全体事業費：1百万円
○事 業 期 間：令和7年度～

総・警務企画調査費
【警察本部】

警察官確保のため、動画
制作やSNS広告、業務説明会
等の実施
○全体事業費：13百万円
○事 業 期 間：－（継続）

警察官採用試験費
【人事委員会事務局】

警察官Aを対象に、基礎能
力検査（SPI）を活用した採
用試験を新設
○全体事業費：4百万円
○事 業 期 間：令和8年度～

免許系 警察官 教職員

予算名 金額（千円） うち一財

職員（警察官）採用試験 40,817 39,634

「県庁のしごと」魅力発
信事業費

5,688 5,688

（監理課）土木技術職魅
力発信事業

685 685

職員研修事業 300 300

建築基準指導費 1,300 1,300

公衆衛生獣医師確保育成
事業

15,816 15,816

くまもとの畜産業を守る
獣医師獲得事業【更新済】

17,039 17,039

薬剤師職員確保育成事業 986 986

総・警務企画調査費 13,400 13,400

教員不足解消緊急対策事
業

10,266 10,264

教職員人材確保事業 1,141 1,141

公衆衛生医師職員確保事
業

1,193 1,193

33
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１ くまもとDX推進コンソーシアム運営・取組強化
(くまもとDXグランドデザイン推進事業)

Ⅱ-1-⑵-① くまもとＤＸグランドデザインの推進
【人材の育成・確保】

予算額50百万円（27百万円）
[デジタル戦略推進課]

〇コンソーシアムには、県内外の情報通信業、製造業など700を
超える企業等が会員登録。イベント・セミナーを通じたＤＸ
の機運醸成・理解促進や、取組事例等の情報発信、ビジネス
マッチングによるＤＸ実装支援等に取り組んだ結果、民間企
業等におけるＤＸの機運醸成や理解向上は着実に前進

 〇当コンソーシアムの活動を一層発展させ、その効果を全県に 
波及させるためにも、会員同士のネットワークや産学官の連
携強化、課題解決やビジネス創出に向けたＤＸの社会実装を
支援する取組みの強化が必要

〇全体事業費：29百万円
 〇事業内容：イベント・セミナー、ソリューション展示会、

 ＤＸ交流会開催、地域課題をテーマとした
 ワーキンググループの企画・運営 等
（コンソーシアム事務局運営業務） 

 〇負担割合：国1/2 、県1/2
 〇事業主体：県
 〇事業期間：令和4年度～

２ DX人材育成の推進(くまもとDX人材育成推進事業)

 〇全体事業費：21百万円
 〇事業内容
 （1）大学生ＤＸ実践プロジェクト推進事業 10百万円

  ・企業課題をテーマにした実践研修・成果報告会の開催
 （2）ＤＸ推進リーダー育成事業 11百万円

  ・資格取得に向けたeラーニング等の学習機会の提供
・実践講座・成果報告会の実施、ＤＸ計画の策定支援

 〇負担割合：国1/2 、県1/2
 〇事業主体：県   
 〇事業期間：令和8年度～

〇企業・団体がＤＸに取り組む際の最大の課題はＤＸ人材の不
足であり、その傾向が年々深刻化

〇特に中小企業では、ＤＸを推進できるリーダー人材が求めら
れており、デジタルの基礎知識と企画・実践力を兼ね備えた
人材の育成が急務

〇また、県内でＤＸを中長期的に推進するためには、将来を担
う大学生の育成も不可欠

〇ＤＸに関する知識は、文系・理系を問わず求められており、
ＤＸ教育の機会が少ない文系学生も対象とし、地域企業と連
携した実務的な教育プログラムを提供する仕組みが必要

＜現状・課題＞
＜現状・課題＞

＜事業概要＞ ＜事業概要＞

地域未来交付金

地域未来交付金

〇産学官が連携しＤＸを推進していくための羅針盤として、１０年後の熊本の目指す姿を描いた「ＤＸグランド

デザイン」を令和３年度に策定、ビジョン実現に向けた共創の場として「くまもとＤＸ推進コンソーシアム」

を令和４年に設立 

〇コンソーシアム会員数は700者を超え、イベント・セミナー等の実施によりＤＸの機運醸成は確実に進む一方、

ＤＸの実装やＤＸを推進する人材不足等が課題
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○全体事業費：13百万円
○事業内容：
（１）庁内BPR推進事業：11百万円

共通的業務が多い所属や恒常的に時間外勤務が多い所属をモデル所属
に設定、伴走支援（課題抽出、新プロセス検討、業務見直し等）を実施

（２）デジタル人材育成事業：2百万円
BPRを推進する人材、デジタル技術を使いこなす人材を育成・確保する

ために職員研修を実施
○実施主体：県
○事業期間：令和8年度～

○ 本県職員数は、近年目標（必要）数に達して
おらず概ね横ばいで推移。人材獲得競争が激化
する中、当面の間大量退職期が続くことから、
中長期的には職員数の維持が困難になると予想
される。

○ 知事部局における時間外勤務は、地震、豪雨、
新型コロナ対応等で増加。令和４年度以降減少
傾向にあるが、H27年度以前と比べると高止まり
（180時間/年）の状況が続いてる。

○ これまでも事務事業点検期間の設定や勤務時
間インターバル制度の導入、ペーパーレス化等
人事課・システム改革課を中心に業務改善の取
組みを実施。一定の成果はあるものの、抜本的
な改善には繋がっていない。

＜現状・課題＞

○  今後、人口減少等により県民サービスを安定的に提供する組織体制を確保することが困難になることが予想さ

れる中、高度化・多様化する行政需要に対し、限りある人材で成果を最大化するため、本格的な業務プロセスの

見直し（BPR）を実施する。

Ⅱ-1-⑵-② 業務の縮減・効率化に向けたBPRの推進
【人材の育成・確保】

予算額13百万円（13百万円）
庁内BPR推進事業[システム改革課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

付加価値の高い行政サービスを提供と、時間外
勤務縮減による職員のWell-beingの向上を図る
ため、外部の知見を入れた全庁的なBPRに取り
組み、ゼロベースで抜本的な業務見直しを行う

新
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○全体事業費：26百万円（県事業費：14百万円）
○事業内容：
 (1)農業者の団体が行う以下の取組みの支援（12百万円）
・ミツバチの消耗を防ぐための講習会実施や資材購入支援
・ミツバチに代わる新たな花粉交配用昆虫の先行導入
(2)農業高校・農業大学校における代替花粉交配用昆虫の利用

技術の実証を通じた担い手の育成（2百万円）
○負担割合：(1)県1/2 、事業者1/2

(2)国1/2  、県1/2

○事業主体：(1)農業者の団体等 (2)県
○事業期間：(1)令和7～8年度

(2)令和8～10年度

Ⅱ-1-(2)-④ ミツバチの維持・花粉交配用昆虫確保に向けた取組み
【人材の育成・確保】

○ 暑熱や疾病の影響によりミツバチの増殖が困難となっており、イチゴ・メロン・スイカ等の施設園芸で利用さ

れている花粉交配用ミツバチについても一時的な不足が発生し供給が不安定化

○ 養蜂農家のミツバチの生産基盤を維持するとともに、ミツバチに代わる新たな花粉交配用昆虫（ポリネー

ター）を活用できる人材の育成等により、園芸産地の維持を図る

予算額5億2百万円（1百万円）

[農産園芸課、畜産課]
2月補正 38百万円（ー）

 

＜現状・課題＞

 

１ ミツバチの生産基盤維持【畜産課】

○ 暑熱や疾病（ダニ媒介ウイルス等）の影響により、蜂群の
増殖に影響が生じ、養蜂農家の経営が不安定化

○ ダニ媒介ウイルス対策として飼育箱の更新が有効であるが、
物価高騰により更新が進んでいない

○ また、ダニが増殖しないよう、低温処理を行う技術も開発
されているが、普及していない

＜事業概要＞

新

＜現状・課題＞

 

２ 施設園芸における花粉交配用昆虫の確保【農産園芸課】

＜事業概要＞

○全体事業費：10億52百万円（県事業費：5億26百万円）
○事業内容：(1)飼育箱更新の支援（26百万円）

(2)低温処理が可能となる蜂群増殖施設整備の支援
（5億円）

○負担割合：(1)県1/2 、事業者1/2
(2)国1/2、事業者1/2

○事業主体：(1)熊本県養蜂組合 (2)事業者
○事業期間：(1)令和7～8年度

(2)令和8年度

重点支援交付金

地域未来交付金

○ 園芸農家が必要とする花粉交配用ミツバチの不足が一時的
に発生し、採蜜用ミツバチを流用して対応している状況

○ クロマルハナバチ等の代替花粉交配用昆虫の導入には新た
な技術が必要であり、導入が進んでいない

2月補正

2月補正

R8当初

R8当初

クロマルハナバチ
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○全体事業費：18億68百万円

○事業内容：
(1)運営費交付金（通常分）14億77百万円
(2)大規模修繕費 2億26百万円
(3)半導体関連人材育成環境整備費 1億66百万円
≪主な内容≫
① 学部設置準備のために採用する教員の人件費
② 教育研究に係る設備・備品の導入経費、図書購入費
③ 教員の研究を支援する体制の整備経費
④ 高校生や保護者等へ向けた広報経費 など

○負担割合：(1)(2)県10/10、(3)国1/2 、県1/2

○事業主体：熊本県立大学 ○事業期間：(3)令和８年度～

＜現状・課題＞

〇 熊本県立大学は、半導体学部（仮称）を開設する構想案を令和７年９月に公表

〇 熊本県立大学の運営に必要な財源を交付するほか、令和９年４月開設を目指す半導体学部（仮称）の設置に必要

な経費について支援を行う

Ⅱ-1-(3)-① 熊本県立大学に対する支援
【人材の育成・確保】

予算額18億68万円（16億4百万円）
公立大学法人支援事業[県政情報文書課]

＜事業概要＞

新

○ 九州半導体人材育成等コンソーシアム
のＲ４調査では、必要な人材が、九州に
おいて毎年1,000人規模の不足が10年続
く見通しであるとされている

○ 県内の教育機関（大学・高専・工業系
専門学校）合わせて約500人の半導体関
連人材を輩出（R6.3卒）

〇 県内半導体関連企業からは、半導体に
係る幅広い素養をもった人材や地域密着
型人材の不足の声が挙がっている

〇 このような状況を踏まえ、熊本県立大
学は、半導体学部（仮称）を開設する構
想案を令和７年９月に公表

○ 令和９年４月の学部開設を目指し、県
と大学で連携し、開設に向けた取組みを
着実に進めていく必要がある

＜半導体学部（仮称）に係る今後のスケジュール等（予定）＞

○スケジュール
令和８年３月上旬 文部科学省へ設置認可申請書提出
令和９年３月～ 新施設建設工事開始（工期１年11か月）
令和９年４月 半導体学部（仮称）開設
令和11年１月 新施設竣工
令和11年４月 新施設供用開始

○新学部開設に係る総事業費
約４０億円（設備費・初度調弁を含む）
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Ⅱ-1-(5)-① 介護・児童福祉分野における専門性向上のための取組み
【人材の育成・確保】

予算額15百万円（12百万円）
［認知症施策・地域ケア推進課、

子ども家庭福祉課］

＜現状・課題＞

１ 介護予防DX推進事業【認知症施策・地域ケア推進課】

＜事業概要＞

＜現状・課題＞

 

２ こども・子育て支援人材確保・育成事業【子ども家庭福祉課】

＜事業概要＞

 

＜認知症施策・地域ケア推進課＞
総額：10,000千円
一財：10,000千円

＜子ども家庭福祉課＞
総額：4,644千円
一財：1,548千円

●総計：14,644千円
●一財：11,548円

・2025年以降、85歳以上の高齢者が増加する一方で、専門職人材の
確保が困難となる中、介護給付等サービスの不足が見込まれる

・今後は、介護予防を目的とする総合事業の充実や効果的な展開が
急務であり、ICTを活用した市町村における地域課題の分析や、
それを踏まえた計画策定・施策立案を県としても支援・推進して
いく必要

・一方、総合事業の種類や主体は様々であり、効果的な制度設計や
運用に向けては、市町村や県の職員に加え、民間事業者の知見や
ノウハウの活用が必要

〇全体事業費：10百万円

〇事業内容：民間の専門事業者の知見やノウハウを活用・習得しな
がら以下の事業等を実施
①市町村における地域アセスメント・課題の分析
②市町村への個別伴走支援
③上記を踏まえた第10期県介護保険事業支援計画策定

〇事業主体：県

〇事業期間：令和8年度

・児童相談所と児童養護施設等が両輪でソーシャルワークを行う中、
支援対象の児童や家庭が抱える課題は複雑化しており、特に日常
的に児童等と関わる施設等の職員には高い専門性と対応力が求め
られる

・児童や家庭にとってより適切な支援を充実させていくため、児童
養護施設等に対して、こども家庭庁の認定資格「こども家庭ソー
シャルワーカー」(令和6年度創設)の取得を促し、施設等職員の
ソーシャルワーク機能の向上や児童相談所等との連携強化を図る
必要

〇全体事業費：5百万円

〇事業内容：
児童養護施設等職員が「こども家庭ソーシャルワーカー」の資格

を取得するために必要な研修受講費を補助

〇事業主体：児童養護施設等

〇負担割合：国2/3、県1/3

〇事業期間：令和8～9年度

○ 介護予防分野において、介護予防・日常生活支援総合事業(以下「総合事業」)の充実のため、民間の専門事業者の
知見等を活用・習得することで、市町村や県での地域アセスメント・課題分析や、計画策定等を効果的に進める

○ 児童福祉分野において、児童養護施設等職員の「こども家庭ソーシャルワーカー」の資格取得を支援することで、
児童養護施設等におけるソーシャルワーク機能の向上や児童相談所等との連携強化を図る

新
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Ⅱ-1-(7)-① 熊本で働く外国人材の受入れ等の取組み
【人材の育成・確保】

〇 各産業における人手不足等を背景に外国人材は不可欠な存在であり、本県経済の維持・発展のためには引き続き、
安定的かつ円滑な確保に取り組む必要

〇 外国人材の適正な受入体制づくりに向け国と連携して取り組むとともに、各分野における外国人材の確保を進め
る

予算額22百万円（9百万円）
［商工政策課、高齢者支援課、担い手支援課、地域振興課］

＜現状・課題＞

 

３ 農業外国人材確保・育成事業 【担い手支援課】

＜事業概要＞
○全体事業費：7百万円
○事業内容：
①農業分野の外国人材・受入農家を対象に研修を実施
②監理団体を対象に、適切な外国人材受入れに向けた研修や優
良事例の横展開等を実施

○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

＜現状・課題＞

 

４ 水俣・芦北地域産業振興等推進事業 【地域振興課】

＜事業概要＞
○全体事業費：4百万円
○事業内容：
外国人材の活用に向けたマッチング支援を行うことで、その課
題の抽出や受入マニュアルの作成、活用セミナー等を実施

○事業主体：水俣・芦北地域雇用創造協議会
○事業期間：令和8年度

新

新

＜現状・課題＞

 

１ 外国人材受入体制整備モデル事業 【商工政策課】

○国内外で人材獲得競争が激しさを増しており、地域の産業を担う
外国人材の安定的かつ円滑な確保が必要

○入国後の受入体制についても国と連携した取組みが必要

＜事業概要＞
○全体事業費：1百万円
○事業内容：
国の支援・協力により以下の取組みをモデル的に実施

  ①国の機関と県で構成する外国人材の受入体制づくり
②外国人材の適正な受入れに向けた海外政府機関等との関係構築

○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

商工政策課
「外国人材に選ばれる熊本」推進事業 1,374（1,374）
高齢者支援課
外国人介護人材住居借上支援事業 9,900（－）
担い手支援課
農業外国人材確保・育成事業 6,780（3,780）
地域振興課
水俣・芦北地域産業振興等推進事業 3,500（3,500）

合計21,554（8,654）○農業分野における外国労働者の受入れは個人農家が主体であり、
負担が大きい

○受入農家を支援・指導する監理団体の底上げを図る必要がある

○当該地域においては、第1次産業の労働力確保が喫緊の課題と
なっており、特に繁忙期の人手不足が顕著となっている

○外国人材の活用について検討している事業者はあるが、受け入
れに不安を感じており、具体的な活用につながっていない状況

拡

新

２ 外国人介護人材住居借上支援事業 【高齢者支援課】

＜現状・課題＞
○高齢化が進む一方、生産年齢人口は減少する中で、介護人材の

確保が喫緊の課題であり、外国人材の重要性が一層高まっている
○外国人介護人材を雇用する介護施設等が借り上げる住居の家賃等

について、外国人本人の自己負担を軽減することで、県内への受
入及び定着の促進を図る

＜事業概要＞
○全体事業費：10百万円
○事業内容：
外国人介護人材を雇用する介護施設等が借り上げる住居の家賃等
（自己負担分）を補助

○負担割合：県1/2、事業所1/2（上限額：15千円/人）
○事業主体：介護事業所 ○事業期間：令和6年度～

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用 30



1 次期教育情報基盤システムの構築【教育政策課】

・ネットワークが分断していることでデータ連携や情報共有・保管に課題

・紙を基本とした業務が行われており、DX化の推進が必要

○全体事業費：6億12百万円

○事業内容：

①クラウド型校務支援システムの導入

②統合認証基盤構築・移行

③指導者用統合端末の導入

○負担割合：県10/10 ○事業主体：県

○事業期間：令和8年度～

Ⅱ-2-(1)-① 学校現場の働き方改革に向けた取組み
【次世代の育成】

予算額18億59百万円（10億37百万円）

[教育政策課、学校人事課、体育保健課、義務教育課]

＜イメージ図＞

新

拡
〇 働き方改革を推進してきたことで、時間外在校等時間は減少しているものの、毎年の減少幅は鈍化傾向である。

また、月80時間を超える教職員も一定程度存在していることから、更なる環境改善が急務となっている
○ 教員の負担軽減を図るため、次期教育情報基盤システムの構築や学校への各種支援員の配置、各学校へのアド

バイザーの派遣、中学校の休日の部活動の地域展開に取り組む

＜現状・課題＞

2 学校への各種支援スタッフの配置 【学校人事課】

  国は令和11年度までに1カ月時間外在校等時間を平均30時間程度に縮

減することを目標としており、本県においても引き続き削減に取り組む

○全体事業費：11億30百万円

○事業内容：各種支援スタッフを配置

①教員業務支援員（県立67人、市町村立345人）

②教頭マネジメント支援員・教頭等業務サポーター

（県立15人、市町村立15人）

③市町村立学校サポーター（15人）

④特別支援学校サポーター（91人→100人）

○負担割合：①②③国1/3、県2/3 ④県10/10

○事業主体：県 ○事業期間：平成25年度～

3 学校経営等アドバイザーの派遣【義務教育課】

現在の学校現場は課題が極めて複雑化しており、また、深刻な人材

不足等により、管理職の組織的対応力の向上が必要

○全体事業費：27百万円

○事業内容：

学力や学級経営等に課題のある小中学校にアドバイザーを派遣し、

学校経営の課題の分析や実情に即した改善方策の助言等を行う

（教育事務所全10カ所に1名ずつ配置）

○負担割合：県10/10

○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

4 部活動の地域展開の推進 【体育保健課、義務教育課】

国は、令和13年度までを「改革実行期間」とし、令和13年度までに
すべての部活動の休日の地域展開が完了することを目標としており、
本県においても完了に向けて引き続き取り組んでいく必要がある

全体事業費：1億35百万円（県事業費：90百万円）
全体事業費：1億1百万円（県事業費：70百万円）

○事業内容：
①県による指導者育成や移行推進委員会の開催、市町村支援など
②地域クラブ活動の活動費等支援、市町村の推進体制の整備
③経済的困窮世帯の生徒への支援

○負担割合：①国1/3、県2/3   ②国1/3、県1/3、市町村1/3
③国1/2、市町村1/2

○事業主体：①県 ②、③市町村 ○事業期間：令和7年度～令和13年度

（当初）
612,201（66,201）
1,130,135（900,028）
26,946（26,946）
89,855（44,231）

（2補）
70,213（36,404）

＜現状・課題＞

０Ｐ

新拡

新

拡

＜現状・課題＞

＜現状・課題＞

R8当初

2月補正 70百万円（36百万円）

2月補正

新
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Ⅱ-2-(1)-② 高校生のキャリア教育や地域活動等の推進
【次世代の育成】

予算額53百万円（33百万円）
［高校教育課、社会教育課］

○ 本県の産業振興のため、即戦力人材の育成を図るとともに、地域産業と連携したキャリア教育を推進することで、

地域に定着する人材を育成する

〇 小・中学校と高校生ボランティアとの連携や、福祉部局と連携した取り組みを充実させることで地域活動の活性

化を図る

＜現状・課題＞

＜事業概要＞
○全体事業費：38百万円

○事業内容：
(1)ネクスト・マイスター・ハイスクール事業

   地域産業界の即戦力となる人材を学校、地域産業界及び  
自治体等と連携して育成

(2)くまもと地域連携キャリアデザイン推進事業
   学校と産業界、自治体及び金融機関等が連携したキャリア

教育を展開し、生徒が地域産業界の魅力を知ることで地域に
 定着する人材を育成

(3)キャリアプランニング推進事業
 キャリアプランニングスーパーバイザーを任用し、全県立

 高校が実施する、地域産業界等と連携したキャリア教育を
 支援

○負担割合:(1)県10/10

 (2)県10/10  (3)国1/3、県2/3

〇事業主体：県   ○事業期間：令和8年度～

１ 高校生のキャリア教育の推進【高校教育課】

ＴＳＭＣの進出を契機に本県を取り巻く環境が大きく変化する中
で、本県の産業振興には、①『即戦力型人材育成』と②『地域産業
連携型キャリア教育』の両軸からの人材育成と輩出がこれまで以上

に必要

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○全体事業費：22百万円（県事業費：15百万円）

○事業内容：

(1)高校と小・中学校との連携事業
   高校生ボランティアチームを募集し、放課後子供教室や子ど
 も食堂等における体験活動を行うなど、小・中学校と高校生を
つなぐ取組みを充実させる

(2)教育と福祉の連携及び地域における家庭教育支援の活性化事業
   地域学校協働活動推進員が福祉部局と連携して、出前授業や
職場体験、親子参加型行事等を実施

○負担割合：国1/3、県1/3、市町村1/3

〇事業主体：市町村

○事業期間：令和8年度～

２ 高校生の地域活動等の推進【社会教育課】  

37,542（25,328）
15,058（7,820）

・地域活動において、地域学校協働活動推進員やボランティアス
タッフの高齢化、後継者不足が課題

・小・中学校と高校生ボランティアとの連携や、教育と福祉との連
携を充実させ、地域人材の育成・発掘に取り組むことが必要

新 新
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〇公民連携によるスポーツ施設整備に関する検討会議（R6.7設置）からの提言を踏まえ、令和7年9月に県としての
整備の方向性を決定

〇スピード感を持って事業化を推進するため、施設のコンセプトや事業スケジュール等を整理した基本計画等の策
定や整備手法・事業費等の精査を進めている

○全体事業費：1億13百万円
○事業内容
 （１）新アリーナ整備推進 68百万円

・基本計画等策定に係る支援業務委託
各種法規制等へのアドバイザリーや民間事業者へのサウンディン
グに基づく整備手法や事業費の精査等

 （２）新野球場移転再整備推進 42百万円
・基本計画等策定に係る支援業務委託
計画等策定へのアドバイザリーや民間事業者へのサウンディング等

 （３）その他財源確保に向けた活動等 3百万円
○負担割合：国1/2 、県1/2
○実施主体：県
○事業期間：令和8年度～

〇基本構想や基本計画、実施方針や要求水準書、入札説明書
等の策定には、建築・設備、法務、ファイナンス・金融・
財務等広範・高度・専門性の高い知見が必要。加えて、
実施可能性等の判断には市場動向を踏まえた分析等が重要

〇昨今、資材や設備、人件費等の建設コストや維持管理運
営コストが高騰しており、本県事業にも相当の費用を要
することが見込まれる

〇老朽化や求められるニーズへの対応は待ったなしの中、
限られた人員で専門性の高い業務をスピード感を持って
進める必要

〇民間活力を最大限活用する事業手法の採用と事業費の圧
縮、多様な財源確保 も必要

〇そのため、PFI事業に精通するコンサルタントからの助言
が不可欠

〇加えて、開業後の安定的な施設運営と施設を核とした交
流人口の拡大や地域の活性化を図るため、施設利用に係
る需要の創出に取り組む必要

＜現状・課題＞

Ⅱ-2-(1)-④ 新アリーナ・新野球場の整備推進
【次世代の育成】

予算額1億13百万円（58百万円）
官民共創による県有スポーツ施設整備推進事業

[スポーツ交流企画課］

＜事業概要＞

＜スケジュール＞

地域未来交付金

新
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※

※「熊本県スポーツ応援基金」を創設（2月定例会で条例提案）
主にふるさと納税（個人）や企業版ふるさと納税による寄附金
を財源とし、新アリーナ・新野球場の整備費や、需要創出等の
ソフト対策への活用を想定



〇 八代中学校・高校において、国際的な教育プログラムである「国際バカロレア（IB）教育」の導入を推進し、熊本

発のグローバル人材育成を目指す

○ 子供たちのグローバル意識を醸成し、児童生徒の国際対応能力の育成や海外留学の促進を図るため、小中高校等教

員に台湾の最先端のグローバル教育環境を体験させる試行的取組みを行う

Ⅱ-2-(2)-② グローバル教育の推進
【次世代の育成】

予算額75百万円(75百万円）
［高校教育課、義務教育課]

審査
補助

募
集

１ 国際バカロレア（IB）教育の導入推進【高校教育課】 ２ 教員の台湾における教育環境の体験活動等【義務教育課】  

＜現状・課題＞
＜現状・課題＞

＜事業概要＞＜事業概要＞

○全体事業費：66百万円

○事業内容：
(1)国際バカロレア教育の推進

IB校認定のための学習環境の整備
(2)IB外国人教員確保・育成

IB校認定に向けた外国人講師の確保や、先進地への教員の派
遣等による育成の実施

○負担割合:県10/10 〇事業主体：県

○事業期間：令和3年度～

○全体事業費：9百万円

○事業内容：
教員の台湾派遣研修
台湾の教育機関に小中高校等教員を派遣して、台湾の最先端の

グローバル教育環境を学び、実際の学校間交流（オンライン交
流、教育旅行の受入れ等）につなげるなどして児童生徒の国際対
応能力の育成を図る

○負担割合:県10/10 〇事業主体：県 

〇事業期間：令和8年度～

教職員等
30人

教員が各地域・学校に
おいて派遣研修での学
びを子供たちに還元

〇令和7年11月に台北市政府教育局、令和7年12月に台湾国際教育
交流連盟との教育交流協力に係る覚書を締結

〇児童生徒の国際対応能力の強化を図るためには、児童生徒への
指導を行う教員が最先端のグローバル教育環境を理解しておく
必要がある

〇八代中学校・高校では、国際バカロレア教育の導入に取り組み、R7
年度中に中学生レベル（MYP）が認定される見込み
〇R8年度は高校生レベル（DP）認定を目指して取り組む
※八代中学校・高校が認定を受ければ、九州内では公立として初めての
認定校となる

R6 R7 R8 R9

MYP（八代中）
・試行開始
・候補校認定

・認定校申請
認定予定

DP（八代高）
・候補校申請 ・候補校認定

・認定校申請

認定予定 ・DP実践開始

＜想定スケジュール＞

65,767
9477

新

※修正箇所：青字
認定校申請をR7に修正したグラフ
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○全体事業費：74百万円
○事業内容：(1)「読み解く力」向上事業

・リーディングスキルテスト（ＲＳＴ）を小学５年生を対象に実施して
一人一人の「読み解く力」を把握

・「読み解く力」連携型学力・学習状況調査を実施し、ＲＳＴとの結果を
一体的に分析して授業改善を推進

(2)「読み解く力」モデル校事業
・県内３中学校区程度を拠点地域に選定し、拠点地域内の小中学校を
モデル校として指定

・モデル校での一人一人の実態に応じた支援の在り方の研究、成果の周知・
普及啓発等を実施

※ＲＳＴは小学５年生及び(2)のモデル校の児童生徒を対象に実施、「読み解く
力」連携型学力・学習状況調査は小学３～６年生を対象に実施

○負担割合：県10/10 ○事業主体：県 〇事業期間：令和8年度～

〇本県の小中学生の学力について、令和
7年度全国学力・学習状況調査において
は、一部の教科で全国平均を下回る結果
となった

〇そのような中、同調査において、問題
文や資料を読み取る力に課題があるこ
とが判明

〇文部科学省の分析においても、「複数
の資料を読み、それぞれの情報がどの
ような関係なのかを考えながら読ませ
ることが必要」との指摘があった

〇教科書を読み取ることにつまずき、教
科書を使って主体的に学ぶことが十分
にできていない児童生徒がいる

〇児童生徒の学力向上に向けて「読み解
く力」を育む授業へと改善を図る必要
がある

 

＜現状・課題＞

〇 本県の小中学生の学力について、令和7年度全国学力・学習状況調査においては、全国平均を下回る結果となった
〇 リーディングスキルテスト（ＲＳＴ）を実施して、分析結果をもとに教師の授業力向上や生徒の学力向上を図ると

ともに、その成果を「読み解く力」連携型学力・学習状況調査で検証し、今後の取組みを充実させる

Ⅱ-2-(2)-③ 児童生徒の「読み解く力」の向上に向けた取組み
【次世代の育成】

予算額74百万円(74百万円）
「読み解く力」で高める授業力アップデート事業[義務教育課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

審査
補助

募
集

新

【（例）リーディングスキルテストで測定可能となる類型】

出典：教育のための科学研究所ホームページより
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Ⅱ-2-(3)-① こどもの歯の健康づくりに係る取組み
【次世代の育成】

＜現状・課題＞ ＜事業概要＞

＜イメージ図＞

拡

内部資料

○県事業費：70百万円
○事業内容：市町村が実施するフッ化物洗口等の取組みに対する補助

※溶かさず使える溶液タイプの洗口液の活用や有償ボランティア参画等
を新たに対象として実施

○負担割合：県1/2、市町村1/2
○事業主体：市町村 ○事業期間：令和8年度～

地域みんなで支えるこどもの歯の健康づくり事業〇本県では平成23年度から市町村におけ
る小中学校等でのフッ化物洗口事業を
推進しており、こどものむし歯が減少
するなど効果が出ている状況

○一方で、フッ化物洗口事業実施にあた
り、教育現場に負担が生じるなどの課
題も出ている

○今後も安定かつ継続的に取り組めるよ
う溶液タイプの洗口液の活用促進や有
償ボランティアの参画等、持続可能な
実施体制への見直しが必要

予算額70百万円（70百万円）
地域みんなで支えるこどもの歯の健康づくり事業

[健康づくり推進課]

〇本県では、熊本県歯及び口腔の健康づくり推進条例等に基づき、平成23年度から市町村における小中学校等での
フッ化物洗口事業を推進

○今後も安定的かつ継続的に取り組めるよう、溶液タイプの洗口液の活用促進や地域・協働の推進など、実施体制
の見直しを図り、こどもの歯の健康づくりの取組みを強化

フッ化物洗口の様子

36



＜事業概要＞

Ⅱ-2-(5)-① ライフデザイン支援の推進
【次世代の育成】

〇 価値観が多様化し、人生における様々な選択肢がある中で、就職や結婚･子育てを含めた自分の人生と向き合
い､未来をデッサンする（未来の下絵を描く）機会を提供する支援を行う

＜現状・課題＞

予算額26百万円（8百万円）
ライフデザイン推進事業

［子ども未来課］

＜イメージ図＞

将来の不透明さ
（ネガティブ）

ツールの活用

セミナー・情報提供等

○様々なライフイベントを迎えていく中で、予め
ライフデザインを描いてきたことのないこど
も・若者が多く存在している現状がある（15歳
以前で半数以上、15歳から18歳で４割強、19歳
以上で３割ほど）
※こども家庭庁調査

○その理由は、そもそもライフデザインを描くと
いう発想や、その機会がなかった、というもの

○社会の価値観や選択肢が多様化する中、こども･
若者が自分の生き方を自分らしく考え、より良
い選択をしていくための支援が必要

○多様な価値観を尊重しつつ、個人が就職や
結婚・子育てを含めた自分の人生と向き合い、
未来をデッサンする機会を提供することで、
自己理解の促進や自分の人生の希望の明確化、
行動意欲の醸成につなげる
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新 ツール開発とセミナーのみ
・セミナー5,523（一財1,382）
・ツール20,000（一財6,667）
●計25,523（一財8,049）

○全体事業費：26百万円
○事業概要
（1）人生デッサン普及啓発事業

学生、よかボス企業の若手職員等にライフデザインを描くことの重要性
を普及啓発するセミナー等の実施

（2）人生デッサンモデル事業
（1）を進めるため、若者が自らのライフデザインをより具体的に描く
ことを促せるよう、自己分析ツールや、コミュニケーションツールを
試行しながら開発

○事業主体：県
○負担割合：国(1) 3/4 (2) 2/3、県(1)1/4 (2) 1/3
○事業期間：令和8年度～

目標の明確化
行動意欲の醸成
（ポジティブ）選択肢の多さ

ライフデザインの有無別・幸福度

［出典］
第一生命経済研究所
作成（一部改変）

5.1

6.8

［注］
生活満足度得点平均値
（10点満点）

ライフデザインを行った
ことがある人は、無い人
に比べて幸福度が高い

※誤植の
「要」削除



＜現状・課題＞

Ⅱ-2-(5)-③ 地域公共交通の維持・確保
【次世代の育成】

＜事業概要＞

予算額2億65百万円（2億53百万円）
地域公共交通計画推進事業[交通政策課]

新

○全体事業費：2億65百万円

○事業内容
（1）地域公共交通サービス水準強化事業 20百万円
 地域における交通モード毎のサービス水準設定等のための伴走支援
（2）地域交通再編・最適化推進事業

 公共交通資源の現状を体系的に把握・可視化するために実施する実態調査及
びその結果に基づくデータベースを構築 6百万円

（3）コミュニティ交通活性化総合交付金 2億40百万円
 地域課題の解決に向けて新たなコミュニティ交通の取組みを検討・実施する

市町村に対して重点的に配分

○事業主体：（1）（2）県、（3）市町村

○負担割合：（1）（2）国1/2、県1/2、（3）県10/10

○事業期間：令和8年度～

〈参考〉地域公共交通運転士不足対策事業
 ○全体事業費：18百万円
 ○事業内容：バス・鉄道運転士の確保・育成・定着を支援
 ○負担割合：県10/10 ○事業期間：令和6～8年度

○ 県内の地域公共交通については、特に地方における移動手段の縮小が大きな課題となっている。 一方で、都市

圏においては渋滞問題が深刻化しており、自家用車から公共交通への転換が急務

○ 「県地域公共交通計画」に基づき、地域の移動手段の確保やコミュニティ交通を含む公共交通の利用促進、運

転士等の資源の確保・最適化による公共交通の利便性向上に取り組むことで、計画が描く将来像を実現する

交通の利便性・持続可能性を高め、誰一人
取り残されず、マイカーに頼らずに、行き
たいときに、行きたいところへ不自由なく
アクセスできる社会の実現

計画が描く将来像

○ 地域公共交通については、人口減少等
による需要面（利用者減少→収支悪化）
及び供給面（運転士不足→路線廃止・減
便）への影響が顕著

○ 特に地方における移動手段の確保、都
市部における渋滞問題は喫緊の課題と
なっている

○ こうした状況を打破するために、次期
「県地域公共交通計画」 (R8～R12)を今
年度中に策定予定

○ 次期計画に基づく取り組みを推進する
ことで持続可能な地域公共交通網を構築
し、計画が描く将来像の実現につなげて
いく

・次期計画で掲げる３つの基本方針
① 県内の既存の交通資源の総点検と最

高効率での活用の追求
② 投資による供給力の強化、利便性及

び持続可能性の向上
③ 上記の実現に向けた公共交通の運営

体制等の整備、必要な財源の確保

ＯＵＴ

重点支援交付金

２月補正

新

新
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○ 共生社会の実現に向け、これまで以上に障がいのある方の社会参加や障がいへの理解促進が求められている

〇 スポーツ・芸術・文化活動等を通した障がい者の社会参加や県民の障がいへの理解促進を図るとともに、民間企
業の法定雇用率達成に向けた取組みへの支援を行う

Ⅱ-3-(2)-① 障がい者の社会参加促進に向けた取組み
【共生社会の実現】

予算額7百万円（6百万円）
[障がい者支援課、労働雇用創生課]

２ 障がい者雇用促進・啓発事業 【労働雇用創生課】

＜現状・課題＞
○障害者雇用促進法の改正により、民間企業の法定雇用率は、令
和6年4月に2.5％、令和8年7月に2.7％と段階的に引き上げられ、
障がい者の一般就労ニーズが高まっている

〇障がい者雇用への理解促進を図るため、民間企業を対象とした
普及啓発や意識啓発に取り組み、積極的な雇用を実現すること
が必要

＜事業概要＞
○全体事業費：4百万円

○事業内容：
 (1)企業における障がい者雇用の理解促進に向けた取組み

障がい者雇用における課題解決のための人材の派遣や、障が
  い者雇用の必要性を知るための勉強会等を開催

 (2)障がい者を対象とした短期訓練の実施
  就職に必要なコミュニケーションスキルの習得等に向けた訓
  練の実施

○事業主体：県

○事業期間：令和8年度～

パラアスリート等と連携した理解促進事業
3,053千円（1,527千円）
障がい者雇用促進・啓発事業
4,390千円（4,390千円）
合計7,443千円（5,917千円）

新

県内企業

障がい者

職業訓練

普及啓発

障がい者の
社会参加
促進

県
（
委
託
業
者
）

１ パラアスリート等と連携した理解促進事業

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○「第6期障がい者計画（R3～R8）」を策定した際の県民アンケー

トでは「前回調査時（5年前）と比べ、障がいに対する理解は良

くなった」との問いに「そう思わない」とする意見が34％に上

るなど、障がい（者）に対する社会の関心を高めることが課題

○そこで、障がい者が持つ可能性を障がい者自身が示し、伝える

機会の創出等を通じて、スポーツ・芸術・文化活動等に取り組

む障がい者の後押し、ひいては社会参加の促進や障がい者への

理解促進を図る

○全体事業費：3百万円

○事業内容：

(1)民間団体等が企画・運営する講演会や体験会にパラアスリー

トや障がいのある芸術家などを招へいする費用の補助

(2)令和8年度の名古屋アジアパラ競技大会出場選手の活躍の

周知・広報等の実施

○負担割合：国1/2、県1/2

○事業主体：(1)体験会等を開催する民間団体等、(2)県

○事業期間：令和8年度

【障がい者支援課】
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Ⅱ-3-(2)-② 障がい者支援の更なる充実に向けた取組み
【共生社会の実現】

予算額19百万円（6百万円）
[障がい者支援課]

＜イメージ図＞

新拡 内部資料

○全体事業費：1百万円
○事業内容：ファミリープランに基づく障がい当事者家族への一

体的な支援に対する報酬改定の実現を目指し、モデル

的な取組み、モニタリング評価を実施

○負担割合：県10/10 ○事業主体：県 ○事業期間：R8年度

２ ファミリープラン作成モデル事業

○全体事業費：45百万円（県事業費 18百万円）
○事業内容：以下の取組みに係る補助
(1)水俣病患者を含む障がい者の相談に対応するため、標記3市

町が設置する2箇所の相談支援事業所において、1事業所当た
り相談支援専門員1名増員分の経費を補助

(2)困難事例等に適切に対応するため、標記3市町が設置する基
幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員2名分の
配置に係る経費を補助

〇負担割合：(県事業費)国8/10、県2/10 等
 （全体事業費から県事業費を除いた額）

水俣市、芦北町、津奈木町
○事業主体：水俣市（芦北町、津奈木町）
○事業期間：(1)平成23年度～、(2)令和8年度～

１ 水俣・芦北地域の障がい福祉推進モデル事業

１基幹相談支援センター
45,314千円（4,911）
※県事業費17,890千円

２ﾌｧﾐﾘｰﾌﾟﾗﾝ
1,165千円（1,165千円）

計19,055千円（6,076千円）

○水俣市、芦北町、津奈木町が設置する基幹相談支援センター等の運営支援により、胎児性水俣病患者等に対する
支援体制の強化を図る

〇障がい当事者家族の多様な家族形態・生活上の困難・社会的コストに対する予防的な支援体制を構築するため、
「ファミリープラン」の作成及びこれに基づいた支援を通じて障がい当事者家族の生活の質の向上を図る

地方未来交付金

＜事業概要＞ ＜事業概要＞

○障がい者福祉事業所から利用者家族に対する包括的な支援によ
り、安定した家庭生活を実現しているケースが確認された一方、
そうした適切な支援がない場合に、事態が悪化しているケース
も確認されている。

○そのため、障がい者福祉事業所による利用者家族も含めた包括
的な支援を広げる必要があるが、障がい福祉サービスは、個人
の自立支援を重視した構造であることから、家族に視点を置い
た支援は報酬上、評価されていない
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○全体事業費：32百万円
○事業内容：⑴ 外国人サポートセンター運営事業

⑵ 県職員向けやさしい日本語研修実施
⑶ 市町村多文化共生伴走型支援事業
⑷ 日本語教育体制構築事業
・「総括」及び「地域日本語」コーディネーター配置
・日本語教育関係者や外部有識者等で構成する総合調整会議
・生活日本語習得を支援する人材の養成・掘り起こし
・人材バンク構築、モデル日本語教室開催 等

○負担割合：⑴⑶⑷ 国1/2、県1/2、⑵県10/10
○実施主体：県、熊本県国際協会
○事業期間：平成31年度～

○ 本県における外国人数は、令和7年6月
末で30,825人、県民に占める割合は1.8％
といずれも過去最大となり、地域におけ
る外国人住民との共生は重要性を増して
いる

○ 特に、生活日本語教育人材の養成につ
いては、熊本市を除き、全く進んでいな
い状況
〇 市町村からは、日本語教育人材の養成、
教室設置支援、講座内容への支援の要望
がある
○ 外国人からは、病院、役所、学校、災
害時などに使える日本語を学びたいとの
声がある

〇 外国人が生活等に必要な日本語能力を
身に着けられるよう、「地域で日本語教
育人材を供給していくシステム」を作る必
要がある

＜現状・課題＞

○人手不足の解消に加え、地域の発展のための活力として期待される在留外国人（以下「外国人」）の数は、令和7
年度本県において、30,825人と過去最大となった

○このような中、「外国人が地域に溶け込める」また、「地域住民が外国人を受け入れやすくなる」環境づくりを
図る必要がある

Ⅱ-3-⑶-① 多文化共生に向けた支援
【共生社会の実現】

予算額32百万円（16百万円）
熊本県多文化共生支援事業[国際課］

＜事業概要＞

＜（4）日本語教育体制構築事業のイメージ図＞

令和５年 令和６年 令和７年

在住外国人 25,589人 28,883人 30,825人

県民に占める
割合

1.5% 1.7% 1.8%

新

熊本県国際協会

コーディネーター

行政、民間団体、
大学等

総合調整会議

市町村、市町村
区長連絡協議会

日本語教師養成講座
で学ぶ大学生

大学との連携
地域住民

生活日本語サポーター

生活日本語サポーター

人材バンク登録

マッチング

地域日本語教室

外国人住民

参加

県

教室
「やさしい
日本語」

委託

養成・スキルアップ研修

（モデル日本語教室）

外国人
サポート
センター
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○全体事業費：19百万円（県事業費：10百万円）

○事業内容：教育支援センターやフリースクール等民間施設などに通う不登校児童生徒が、

活動を行うために必要な経費の支援を行う

・教育支援センターやフリースクール等民間施設に通うための交通費

・体験活動等に要する経費

○負担割合：(1)就学援助世帯 国10/10 (2)(1)以外の世帯 県1/2 市町村1/2

（※不登校児童生徒1人あたり年間4万円を上限） 

○事業主体：(1)県 (2)市町村   〇事業期間：令和8年度～

＜現状＞
〇本県における令和6年度の小中学校の

不登校児童生徒は5,781人おり、高止ま

りの傾向にある

〇不登校児童生徒数の高止まりに伴い、

学校外の施設で過ごす児童生徒も増

加しており、令和6年度末における教

育支援センター利用者数は367人、フ

リースクール等民間施設利用者数は

136人となっている

〇不登校児童生徒の半数以上が日中、主 

に家庭で過ごしており、学べる機会の 

提供や社会的自立に向けた支援の充実

が必要

＜現状・課題＞

○ 全国では平成25年度から令和6年度にかけて12年連続で不登校児童生徒数が増加しており、本県においても高止ま

りの傾向にある

○ そのような中、不登校児童生徒の半数以上は家庭を主な居場所としており、社会的自立に向けた支援が必要である

○ 教育の機会の確保を図るため、教育支援センターやフリースクール等民間施設への交通費等の支援を、就学援助世

帯を対象にする国事業と合わせて県事業としても試行する

Ⅱ-3-(3)-② 不登校児童生徒に対する経済的支援の実施
【共生社会の実現】

予算額10百万円(9百万円）
不登校支援・適応指導事業[学校安全・安心推進課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

不
登
校
児
童
生
徒

・
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー

・
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
等

民
間
施
設

【学校外の施設】

利用する際
の交通費、
体験活動等に
要する実費

上限4万円/年

市町村

県

市町村が
1/2上乗せして補助

42

国事業：国10/10

新

新 県事業：県1/2



〇近年、女性をめぐる課題は生活困窮、
性暴力・性犯罪被害、家庭関係の破綻
など複雑化、多様化、複合化している

○そのような困難な問題を抱える女性等
への支援が求められる中、令和6年4月
に「困難な問題を抱える女性への支援
に関する法律」が施行され、民間団体
との協働により支援を行う都道府県の
役割が規定

○本県では、女性相談センター等を中核
に、困難な問題を抱える女性等への支
援に取り組んでいるものの、特に若年
層においては、行政の支援につながり
にくい状況

〇民間団体の強みを生かした、アウト
リーチ支援、柔軟な居場所の提供等に
よって、困難な問題を抱える若年層の
女性等を早期に発見し、必要な支援に
繋げる必要

＜現状・課題＞

○困難な問題を抱える女性（※）への支援については、令和6年4月に「困難な問題を抱える女性への支援に関する法

律」が施行され、官民連携による支援体制の構築が求められている

〇民間の支援団体の強みを生かし、より効果的な早期発見や居場所の提供支援等のあり方を検証するため、民間団体

が実施する巡回声掛け、居場所の提供、自立に向けた伴走支援等の取組みに対する助成を行う
※…性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱える女性（及びそのおそれのある女性）

Ⅱ-3-(4)-① 困難な問題を抱える若年女性等早期発見・相談支援の強化
【共生社会の実現】

予算額8百万円（4百万円）
困難な問題を抱える女性等支援連携強化事業

[子ども家庭福祉課]

＜事業概要＞

○全体事業費：12百万円（県事業費8百万円）
○事業内容：民間団体が実施する以下の取組みに対する助成により、民間団体の強みを
生かした効果的な支援策の検証・改善を行うとともに、官民連携による支援体制の構築
を図る
(1)巡回声掛けによる早期発見・SNS相談支援
(2)居場所の提供支援
(3)自立に向けた伴走支援

○負担割合：国1/3、県1/3、民間団体1/3
○実施主体：民間団体
○事業期間：令和8～9年度

新

＜実施体制図（主なもの）＞

民
間
団
体

県
（
行
政
）

(1)アウトリーチ支援・
SNS相談支援

(2)居場所提供
支援

(3)伴走型自立支援

女性相談センター
一時保護
(民間団体への
委託を含む)

福祉事務所・市町村等

相互
連携

＜査定情報②＞
・4,000千円×2/3×3団体への補助を想定
・団体活動想定：
(1)…週2回(週末)× 4h/回×2人×12月
(2)…週1回(平日) ×5h/回×2人×12月
(3)…30h/月×12月

※支援調整会議を活用し、民間団体、県、福祉事務所・市
町村などの関係機関で情報共有及び支援内容の協議を行う。

施設入所、帰宅など

＜査定情報①＞
県基本計画（R6.3策定）上、R10年度までに、若年
困難女性の居場所を少なくとも1か所設けることと
している
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＜査定情報②＞4,000千円×2/3×3団体への補助を想定

【内訳（4,000千円）】
・人件費：1,034円×1,712h＝1,771千円

(1)…4h/回×週2回(週末)×2人×52週＝832h
(2)…5h/回×週1回(平日)×2人×52週＝520h
(3)…30h/月×12月  ＝360h

・通信費：240千円 ※電話、SNS使用等
・飲食費：480千円 ※居場所での食費、光熱費
・光熱費：300千円 月20人程度想定
・活動費：960千円
・予備費：250千円



Ⅱｰ3-(5)-① 水俣病への理解促進や風化防止の取組み
【共生社会の実現】

○ 令和８年度に水俣病公式確認70年の節目を迎えるにあたって、地域の再生・融和を促進するための支援を行うと
ともに、水俣病に関する情報・教訓を広く・正しく発信し、理解促進や風化の防止により一層取り組む

予算額1億36百万円（19百万円）
［水俣病保健課］

＜現状・課題等＞

 

２ 世界に向けた水俣病関連情報発信事業

＜現状・課題等＞

 

１ 公式確認70年情報発信事業 

○水俣病公式確認70年を迎えるにあたり、県による啓発イベント
開催や民間団体による取組み支援など、効果的な情報発信や地
域の再生・融和に取り組む必要がある

○世界で金採掘等による水銀被害が後を絶たない中、本県の責務
として水俣病の経験と教訓を世界に向けて発信する必要がある

〇全体事業費：18百万円

〇事業内容

国際水銀会議（R8はインド）に語り部等を派遣し、水俣病の経験

と教訓を発信する

〇負担割合：国8/10、県2/10

〇事業主体：県

〇事業期間：令和8年度

45

〇全体事業費：1億10百万円
〇事業内容
 (1) 語り部シンポジウムや啓発イベント等 10百万円

水俣病等の語り部によるシンポジウムや、県内複数か所
でのパネル展と環境ワークショップ等を組み合わせたイ
ベントを開催する

 (2）地域提案事業  46百万円
地元の民間団体等が実施する情報発信事業等を支援し、
地域の再生・融和を促進するとともに、地域の内外に向
けて効果的な情報発信を行う

 (3）水俣病資料館の情報発信強化  54百万円
資料館が実施する企画展や、新設の情報発信スペース等
の展示整備を支援する

〇負担割合：国8/10、県1/10、事業主体1/10
〇事業主体：(1)県、(2)関係市町、民間団体等、（3）水俣市
〇事業期間：令和8年度

３ 幅広い世代に対する情報発信事業

〇水俣病に関する誤った情報発信が発生していることから、県内の

幅広い世代に正しい情報・教訓を発信する必要がある

〇全体事業費：8百万円

〇事業内容

従来の学校や教職員向けの研修に加え、県内の企業や市町村

等の社員・職員に対し、語り部等の派遣等による研修を実施

〇負担割合：国8/10、県2/10

〇事業主体：県 〇事業期間：令和8年度～

＜現状・課題等＞

＜事業概要＞

＜事業概要＞

＜事業概要＞

拡

拡
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拡



＜現状・課題＞

Ⅱ-3-(6)-① 災害発生時の迅速な対応に向けた取組み
【共生社会の実現】

予算額1億37百万円（32百万円）

[危機管理防災課、健康福祉政策課、薬務衛生課、農地整備課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

内部資料

〇令和7年8月豪雨では、災害救助法適用市町のうち10市町に災害ボラン
ティアセンター（以下「VC」）が設置されたものの、発災当初を中心
に必要人員数が不足するなどの課題が見られたことを踏まえ、発災時
の人員確保や人員調整の仕組みの構築が必要

１ 災害ボランティアセンター支援事業【健康福祉政策課】 ３  防災DX推進事業（住家被害認定調査モバイル化）

新

新

１ 7,493千円（3,747千円）

２ 1,809千円（1809千円）

３  53,000千円（26,500千円）

４ 74,700千円（０千円）全額重点

計 137,002千円（32,056千円）

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○従来の紙による調査方法では、多くの時間と労力を要し、また、市
町村によって調査方法にばらつきが生じる場合がある

〇災害が激甚化・頻発化する中、被災者の生活再建の起点となる罹災
証明書発行の迅速化が必要

○ 災害発生時における迅速かつ円滑な復旧のためには、ボランティアの確保や罹災証明書の迅速な発行等が必要。
   平時から発災時の対応に係る仕組みを構築することで、発災時の迅速な対応につなげる

２ 災害時医薬品供給体制強化・地域連携事業【薬務衛生課】

○令和7年8月豪雨では、速やかに被害報告がなされた薬局は約30施設に

留まったことから迅速な被害状況報告体制の整備が必要

○また、発災時の迅速な医薬品供給のため、災害薬事コーディネーター

の資質向上や地域単位での医薬品供給体制の構築が必要

＜現状・課題＞

＜事業概要＞
○全体事業費：2百万円
○事業内容：図上訓練実施や研修派遣等を通じた災害薬事コーディネー

ターの資質向上、各地域会議での協議を通じた発災時の迅
速な医薬品供給体制を構築

○事業主体：県 ○事業期間：令和8年度～

拡

○全体事業費：53百万円
○事業内容：県内市町村への、住家被害認定調査モバイルシステムの

導入
○負担割合：国1/2 、県1/2 ※導入後の維持費は市町村10/10

○事業主体：県
○事業期間：令和7年度～令和8年度

【危機管理防災課】

新

拡
2月補正

R8当初

R8当初

新

○全体事業費：1億37百万円（県事業費75百万円）
○事業内容：農地の湛水防除等に取り組む土地改良区等に対し、災害

応急ポンプの導入経費を支援
○負担割合：(1)県1/2 市町村1/2 (2)県10/10
○事業主体：(1)土地改良区 (2)県土連
○事業期間：令和7年度～令和8年度

４ 水利施設管理強化事業【農地整備課】

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○農業者が資材価格の高騰等に直面する中、災害が激甚化・頻発化し
ており、農地・農作物等の被害拡大による更なる支出増加も懸念

○被害の最小化を図り、迅速な初動対応のための災害応急ポンプの配
備が必要

2月補正

重点支援交付金 重点支援交付金

【査定情報】＜予算の内訳、市町村負担＞
県災害VC運営委託：5百万円、登録ﾌｫｰﾑ運営委託：2百万円
※各市町村で利用するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録ﾌｫｰﾑ使用料はR9年度以降、

全市町村から徴取することに向けて●する予定

(※)

※大規模災害時における医薬品等の供給や薬剤師の派遣調整等を担う

地域未来交付金

【査定情報】＜導入見込数＞
①土地改良区 80台
②県土連 8台※

（※土地改良区のない地域のカバー分）

○全体事業費：7百万円
○事業内容：災害時の市町村VC間の人員調整等が可能となるよう、平時

における事前登録制度を創設し、広域調整等を行うシステ
ムの導入に係る経費を支援

○負担割合：国1/2、県1/2 ○事業主体：県社協
○事業期間：令和2年度～

2月補正 1億28百万円（27百万円）
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○ 令和7年11月末現在の被害件数は193件、
被害額は8億71百万円となり、令和6年の
約2倍となっている

○ 被害者の約9割が「被害に会わない自
信があった」と答えており、更なる啓発
活動が必要

○ 加えて、主要な犯行ツールである携帯
電話への被害防止対策を強力に推進し、
詐欺被害の未然防止を図っていく

内部資料

○全体事業費：65百万円

○事業内容：
（1）詐欺事件検挙活動の強化

 電話分析システムの運用
（2）詐欺被害防止活動の推進

①「電話で『お金』詐欺」コールセンターの運用
②ワルモン対策隊を活用した意識啓発
ワルモン対策隊を新設し、高齢者宅を中心とした個別訪問や防犯講話を行い、
最新の詐欺手口や対策について意識啓発を図る

③携帯電話を対象とした防犯アプリの開発
国際電話や詐欺のおそれのある電話へのブロック機能を有するアプリを導入

④各種広報啓発

○負担割合：(2)①③ 県1/2、国1/2   ○事業期間：平成21年度～

＜現状・課題＞

○ 令和7年中における「電話で『お金』詐欺」被害は被害件数、被害額ともに令和6年の約2倍となるなど、危機的
な被害状況となっている

○ 県民一人一人に対して、詐欺被害が「自分に起こりえること」と認識させるとともに、詐欺の手口に合わせた

被害防止対策を早急かつ強力に推進する必要がある

Ⅱ-3-(6)-③ 「電話で『お金』詐欺」被害の防止
【共生社会の実現】

予算額65百万円（47百万円）
電話で『お金』詐欺等防止のための総合対策事業

[生活安全企画課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

拡

内部資料

新

新

地域未来交付金等

個別訪問の実施 被害防止のための講話 キャンペーン活動

ワルモン対策隊 防犯アプリの導入

・国際電話ブロック機能

・データベースに登録した詐欺のおそれの
ある電話番号ブロック機能

・最新の詐欺発生情報、手口等の配信機能

・犯罪発生状況がわかる犯罪マップ機能
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＜現状・課題＞

○ 熊本都市圏では熊本市やセミコンテクノパーク周辺を中心に交通渋滞箇所が多く存在し、県民生活に大きな支

障をきたしている

○ 「自動車1割削減・渋滞半減・公共交通2倍」という目標に向けて、公共交通の利用促進につながる施策及び直

ちに取り組める対策としてのオフピークの取組みを展開する

Ⅲ-① 熊本都市圏の交通渋滞解消に向けた取り組み
【その他主要な取組み】

予算額17百万円（9百万円）
渋滞解消推進事業[交通政策課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

新

拡

内部資料

（2）データ連携基盤を活用した情報発信

（1）パートナー企業表彰等

熊本県 官民
（協議会等）

県

民

意
識
改
革
・
利
用
促
進

公共交通施策による
渋滞解消の実現

公共交通サービス向上

熊本県
委託

受託
事業者

熊本県 表彰

パートナー企業

通勤行動変容の
県民運動化促進

補助金

（3）公共交通への転換を図る取組みへの支援

渋滞対策情報の発信

「車１割削減、渋滞半減、公共交通２倍」
の実現による県民生活の改善

○全体事業費：17百万円

○事業内容

(1)官民連携での通勤行動変容を推進するためのパートナー企業表彰等 1百万円

(2)くまもとデータ連携基盤を活用した渋滞対策情報の発信 6百万円

(3)官民連携で実施する車から公共交通への転換を図る取組みへの補助 10百万円
 （補助率1/2、上限5百万円）

○事業主体：(1)(2)県、(3)各市町村及び事業者等

○負担割合：国1/2  、県1/2 

○事業期間：(1)(3)令和8～10年度、(2)令和8年度

OUT

○ 熊本市は、渋滞箇所数及び自動車の平
均速度が全国政令指定都市でワースト1
位（三大都市圏を除く）

○ 熊本県民の渋滞損失は1人あたり年間
13～17万円ともいわれる

○ 熊本都市圏における渋滞解消を図るた
め、令和6年6月に熊本県渋滞解消推進本
部を設立

○ さらに、知事と熊本市長でトップ会談
を実施し、「自動車1割削減・渋滞半
減・公共交通2倍」という目標を共有

○ オフピーク通勤の県民運動化による渋
滞解消に向けた機運醸成、官民連携での
公共交通利用促進に向けた取組みに対す
る補助等により、公共交通の利便性を向
上させ、自家用車からの転換を図る必要
がある

地域未来交付金

新

新
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 〇全体事業費：10百万円
 〇事業内容

点在する文化芸術資源を、プロデューサー等が一体的に
プロデュースし、地域の特色をつかんだストーリーでつなぎ、
 熊本独自の文化芸術コンテンツを創出、情報発信を行う 

 〇負担割合：国1/2 、県1/2
 〇事業主体：県   
 〇事業期間：令和8年度～令和10年度

＜現状・課題＞

○ 県内に多く存在する文化芸術資源と観光の一体的な振興を図るため、プロデューサーやクリエイターによるス

トーリー創作と演出を行い、熊本独自の文化芸術コンテンツを創出し、面的な情報発信を行う

○ 熊本県立劇場においては、大規模改修工事に伴う休館期間（令和8年10月から令和10年2月まで）も、市町村ホー

ル等を活用したアウトリーチ活動により、県内の文化振興に取り組む

Ⅲ-③ 文化・芸術の振興
【その他主要な取組み】

予算額4億20百万円（3億38百万円）
[観光文化政策課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

〇熊本県立劇場は特定天井等の大規模改修工事に伴い、令和8年
10月から令和10年2月まで休館予定

〇熊本県立劇場条例に基づき、県民に質の高い実演芸術に触れる
機会を提供し、県内一円で文化振興を図る必要があることから、
休館期間中は、市町村ホール等と共同で舞台芸術公演を実施す
る市町村ネットワーク事業や、小中学校等へ演奏家を派遣する
演奏家派遣アウトリーチ事業等を拡充し、文化振興に取り組む

○全体事業費：4億10百万円
○事業内容
（１）県立劇場の指定管理業務委託及び文化事業 3億87百万円

貸館業務や施設管理、広報業務、文化芸術の創造・普及拠点
 としての取組み、実演芸術を担う人材の育成・研修等

（２）大規模改修工事に伴う事務所移転及び備品搬出 18百万円
（３）駐車場精算機手数料、事業評価委員会経費等 4百万円

○実施主体：県
○事業期間：令和6年度～令和10年度（第5期指定管理期間）

※参考 県立劇場指定管理者制度の状況（指定管理委託料）
第4期︓令和元年度～5年度（5年）407,976千円／年（R1年度のみ404,267千円）
第5期︓令和6年度～10年度（5年）464,466千円／年

〇県内には、多くの文化芸術資源が存在するが、地域によって
は文化芸術資源が点在しており、面的な展開がなされておら
ず、効果的かつ魅力的な情報発信が課題

〇文化芸術資源を一体的に発信することで、幅広い人々の関心
を高め、来訪につなげることが必要

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

１ 文化芸術魅力創出事業

地域未来交付金

２ 県立劇場管理運営事業

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

ストーリー
の核となる
候補地域の
選定、
コンテンツ
の洗い出し

プロデューサー
等の選定

文化芸術コンテンツのプロデュース

ストーリー
構成

ストーリーに沿った新規

コンテンツ造成や既存の

コンテンツによる演出等

ラウンドテーブル会議の開催
※地元市町村、観光・文化団体等が参加

実施地域決定

熊本独自の
文化芸術
コンテンツ
創出

（R9・R10)

新 １ 10,000千円（5,128千円）

２ 409,961千円（333,246千円）

計 419,961千円（338,374千円）
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○全体事業費：1億93百万円
○事業内容：（１）誘客宣伝対策事業 1億32百万円

        JRの主要駅に設置するポスター、オープニング
イベントの開催等に要する経費

（２）受入体制整備事業 45百万円
    旅行商品造成支援、おもてなし対策、2次交通の

充実等に要する経費
（３）事務局経費 16百万円

○実施主体：県
○事業期間：令和6～8年度

＜現状・課題＞

〇令和7年1～10月の県内日本人延べ宿泊客数は前年同時期比-1.3％となっている中、令和8年夏（7～9月）に国内最

大級の観光キャンペーン「熊本デスティネーションキャンペーン」を開催し、全国から本県への誘客強化を図る

○加えて、観光消費額増加を目的とした観光ガイド人材の育成や、催行率が高く堅調な市場である教育旅行の誘致

強化など多角的に取組みを実施し、交流人口の拡大及び地域経済の活性化につなげる

Ⅲ-④ 観光誘客促進の取組み
【その他主要な取組み】

予算額2億21百万円（2億7百万円）
[観光振興課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

１ 観光誘客プロモーション事業

○熊本地震から10年という節目に熊本の復興を強くPRするため、阿蘇
地域を中心とした観光素材の発信を強化、特に九州各県及び関西圏
をターゲットに、県全体の誘客の底上げを目指すことが必要

○また、令和2年7月豪雨で被災した人吉球磨地域も含め県南地域全体
への重点的な誘客強化を図る

○令和7年度は全国宣伝販売促進会議と現地見学ツアーを開催、旅行会
社に熊本の観光素材の魅力を伝え、送客と旅行商品の造成を依頼

○JRの主要600以上の駅に
設置する5連貼ポスター

２ ガイド人材育成支援事業

３ 教育旅行誘致推進事業

＜現状・課題＞
○インバウンドを中心にガイド同伴の旅行ニーズが高まっているが、ガイ
ド人材の知識・スキル向上の機会不足や旅行者等とのマッチングが課題

＜事業概要＞

○全体事業費：15百万円
○事業内容：ガイドの育成・研修プログラムの策定・実施及びガイドを

一元化するプラットフォームの創設により、持続可能な
ガイドサービスの提供につなげ、観光消費額増加を図る

○負担割合：国2/3、県1/3
○事業主体：県
○事業期間：令和8年度～令和9年度

＜現状・課題＞
○教育旅行は催行の約2年前に予約されるため、宿泊施設等にとって安定
経営に寄与するが、平成27年まで約10万人で推移していた教育旅行宿
泊者数は、熊本地震や新型コロナの影響により減少（R6：56,195人）

＜事業概要＞

○全体事業費：13百万円
○事業内容：（１）関東、関西地方等の学校・旅行会社へのセールスや

新規校獲得に向けた学校関係者等の招請 
（２）教育旅行プログラムコーディネーターの配置

○負担割合：（１）県10/10 （２）国1/2  、県1/2
○事業主体：県 ○事業期間：令和5年度～

地域未来交付金

※観光庁事業活用

新 １ 192,978千円（192,978千円）

２ 15,000千円（5,000千円）

３  13,030千円（8,780千円）

計 221,008千円（206,758千円）
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〇令和8年度、天草地域において、国交省が創設したナショナルサイクルルート（以下「NCR」という）の九州初の

指定を目指すこととしており、自転車の走行環境やサイクリストの受入環境整備、プロモーションの強化等サイ

クルツーリズムの一層の推進・拡大を図る

〇他地域においても、ツール・ド・九州の開催をはじめ、スポーツを契機とした交流人口拡大・誘客促進に取り組む

＜現状・課題＞

Ⅲ-⑤ サイクルツーリズムの推進・拡大
【その他主要な取組み】

予算額12億34百万円（1億45百万円）
[スポーツ交流企画課、道路保全課]

＜事業概要＞

〇九州沖縄山口各県連携によるサイクルツー
リズム推進、災害からの復興を象徴する
イベントとして、令和5年度から開催

○令和8年度は、鹿児島県を除く九州6県で
開催、本県は大分県との共同開催の予定

○全体事業費：97百万円
○事業内容：（１）ツール・ド・九州開催経費（負担金） 75百万円

（２）機運醸成イベント等の開催 22百万円
〇費用負担：（１）県10/10 （２）国1/2 、県1/2
○事業主体：（１）ツール・ド・九州実行委員会等 （２）県
○事業期間：令和5年度～

２ ツール・ド・九州受入環境整備事業

新

１ 7,200千円（3,600千円）観光
1,109,926千円（51,606千円）土木
17,000千円（1,500千円）土木

２ 96,991千円（85,959千円）

３ 2,500千円（2,500千円）

計 1,233,617千円（145,165千円）

３ スポーツツーリズム支援事業

○R3年度以降県内各地で開発を推進したスポーツコンテンツの継続的な
販売に向けた魅力的な情報発信が課題

＜現状・課題＞

＜事業概要＞
○全体事業費：3百万円
○事業内容：スポーツコンテンツを展開する事業者へのコンサルティング

及び情報発信改善に要する経費の補助、情報発信ツール作成
○事業主体：県
○事業期間：令和3年度～

新

○本県では、令和2年3月「熊本県自転車活用推進計画」を策定、自治体
や観光事業者等からなる協議会を設置し、官民が連携しながら地域が
一体となって、自転車の走行環境やサイクリストの受入環境整備等、
サイクルツーリズムの推進に取り組んでいる

○特に、人吉・球磨地域及び天草地域では、訪日外国人旅行者にも対
応した質の高いサイクリング環境の創出を図っている

○天草地域において、国交省が創設したNCR（現在全国で６ルート指定
済）の九州初の指定を目指す

〇NCR指定により、サイクルルートのブランド価値向上やサイクリスト
の誘客増加につなげる

＜NCRルート概要＞

１ サイクルツーリズム推進・拡大

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○全体事業費：11億34百万円
○事業内容：(1)矢羽根や案内看板設置等の走行環境整備、(2)サイクル

ラック設置等のサイクリストの受入環境整備 、(3)天草地域
のNCR指定に向けた情報発信・人吉球磨地域でのイベント開催

〇事業費内訳：(1)(2)道路施設保全改築費 11億27百万円
 (2)(3)サイクルツーリズム推進・拡大事業 7百万円

〇費用負担：(1)国5.72/10、県4.28/10
(2)(3)国1/2、県1/2

○事業主体：県
○事業期間：平成31年度～

○JR三角駅から天草西海岸を通り牛深港を
結ぶ区間（約150㎞）

地域未来交付金

【スポーツ交流企画課・道路保全課】 【スポーツ交流企画課】

【スポーツ交流企画課】
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1.5cm
計測
用

○全体事業費：33百万円（県事業費：30百万円）
○事業内容：①事業全体の実施計画作成（7百万円）

②草地・施設整備事業（7百万円）
③液状ふん尿の臭気低減・堆肥化技術の開発（2百万円）
④住民等への理解促進（13百万円）
(1)企業イベントでの農畜産物販売の支援
(2)小学生を対象とした牧場での体験学習 等

○負担割合：①③④(2)国1/2  、県1/2
②国1/2  、県1/10、市町1/10、事業者3/10 
④(1)国1/4   、県1/4、農業団体1/2 

○事業主体：①②③④(2)県 ④(1)農業団体
○事業期間：令和8～12年度

〇 半導体関連企業の進出に伴う農地減少
や住宅・工場等との混住化に伴う環境問
題へ対応するために、本県ではR6年12月
～R7年2月に、菊池地域の全畜産農家
（470戸）へアンケート調査を実施

〇 一定数の規模縮小・廃業はあるものの、
若手や後継者がいる農家39戸で規模拡大
の意向があり、飼養頭数は大きく変動し
ない見込み

〇 一方、農地減少や道路新設により自給
飼料や堆肥・スラリー散布先の確保、臭
気対策に危機感を抱いている

〇 そのため、R7年7月に、県・市町・農
業団体で課題と具体的な対策案をまとめ
た「畜産営農継続構想」を策定

＜現状・課題＞

Ⅲ-⑥ 半導体集積地域における畜産営農継続に向けた取組み
【その他主要な取組み】

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

○ 菊池地域への半導体関連企業の進出により、畜産農家は農地減少や周辺環境への対策に迫られている

〇 周辺住民や企業と共存した畜産経営を目指し、飼料畑の確保、悪臭を抑えた牛舎構造への転換、畜産業への理

解醸成等を図る

予算額 30百万円（13百万円）
半導体集積地域畜産営農継続事業[畜産課]

②草地・施設整備事業

地域未来交付金

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

1.5cm
計測
用

構想に位置付けられた畜産農家の営農継
続に向けた取組みを支援することが必要

地域未来交付金

地域未来交付金

飼料畑等の造成

畜

産

農

家

市

町
県

1/2
国

1/10

4/10
支払い

施行・引き渡し
堆肥処理可能な
畜舎への構造転換

新
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２ 水利施設管理強化事業（県営造成水利施設管理強化型） 【農地整備課】
○全体事業費：5億18百万円（県事業費：65百万円）
○事業内容：国の支援対象とならない県営造成の基幹的農業水利施設（受益面積

100ha以上）を管理する土地改良区に対し、「水土里ビジョン」を策
定するまでの間、維持管理費の一部を支援

○負担割合：県1/8、市町村・土地改良区7/8
○事業主体：土地改良区
○事業期間：令和8年度～令和11年度

１ 水土里ビジョン策定推進対策事業 【農村計画課】
○全体事業費：36百万円
○事業内容：「水土里ビジョン」の策定に取り組む土地改良区を支援
○負担割合：国10/10
○事業主体：土地改良区
○事業期間：令和7年度～令和11年度

○ 農業者の減少・高齢化に伴い、農業者
のみによる農業水利施設の維持管理が困
難

○ 施設の維持管理経費は、老朽化や気候
変動等により、今後も増嵩する見込み

○ 農業水利施設の機能を将来にわたって
発揮させるためには、その保全に向けた
将来像を関係者で共有し、連携して取り
組んでいくための計画である「水土里ビ
ジョン」の策定が必要

＜現状・課題＞

○ 農業水利施設は、食料安全保障や国土保全、健全な水循環の維持・形成などに寄与しているが、農業者の減少

・高齢化、農業水利施設等の老朽化、災害リスクの増大などにより、その機能を十分に果たせなくなるおそれ

○ 土地改良区や市町村等の関係者が共同して将来の保全体制を構築する「水土里ビジョン」の策定や、県営造成

の基幹的農業水利施設の維持管理費を土地改良区に対し支援することで、農業水利施設の機能を将来にわたって

発揮させる

Ⅲ-⑦ 農業水利施設の保全体制の強化
【その他主要な取組み】

予算額1億1百万円（65百万円）
[農村計画課、農地整備課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞ 新拡

【係数整理】
予算額 100,720千円（一般財源64,720千円）

農村計画課
土地改良区体制強化事業 43,760千円（2,780千円）
うち水土里ビジョン策定推進対策事業 36,000千円（-）
土地改良区が土地改良施設と関連する施設の管理者や関係市町村その他の関係者と調整を図り、農業

水利施設等の持続的な保全体制の構築向けた水土里ビジョンの策定に係る経費を補助するもの
R8年度 3,000千円×12地区（※）＝36,000千円
※国営菊池台地、玉名平野、山鹿、阿蘇、ひとよし・錦町、百太郎溝・幸野溝・中球磨、
熊本市西南、宇城市、秋津飯野、益城町、五和町、教良木

R7年度 13,500千円（国営八代平野、氷川下流、八の字堰、熊本平野南部、美里町で策定予定）

農地整備課
水利施設管理強化事業 155,739千円（68,685千円）
うち県営造成水利施設管理強化型 64,720千円（64,720千円）
水土里ビジョンに位置付ける予定の基幹的水利施設のうち連携管理保全型の対象外となる県営造成施

設について、土地改良区に対し維持管理経費の一部を補助するもの
（全体事業費）
・一般型 県事業費  695千円 全体事業費 27,976千円
・連携管理保全型 県事業費 58,866千円（※） 全体事業費 203,356千円
・特別型 県事業費  5,693千円 全体事業費 7,592千円
・包括的民間委託推進型 県事業費 25,765千円 全体事業費  25,765千円
・県営造成水利施設管理強化型 県事業費 64,720千円 全体事業費 517,761千円

 155,739千円 782,450千円

※農地整備課分（国費＋県費1/20）のみ。農村計画課（県費19/20）も含めると84,904千円

新

（揚水機場）（排水機場・外観）

農業水利施設のイメージ

（排水機場・陸上ポンプ）

【査定情報】国の支援対象となる施設（連携保全管理型）について
○全体事業費：2億3百万円（県事業費：85百万円）
○事業内容：「水土里ビジョン」に位置付けた国営造成施設や国営

造成施設を管理する土地改良区と同一の水系・市町村
等の単位で連携する県営造成施設等の維持管理費の一
部を支援

○負担割合：国1/4、県1/8、市町村1/8、土地改良区1/2
○事業主体：市町村、土地改良区 ○事業期間：令和8年度～
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Ⅲ-⑧ くまもと林業大学校の機能拡充に向けた取組み
【その他主要な取組み】

〇 「くまもと林業大学校」は、林業に必要な技術と現場力を兼ね備えた即戦力の人材を育成し、次世代をリードす
る林業担い手の確保・育成を図るため、平成31年４月に開校

〇 今後、林業大学校の機能拡充に向け、県南校(五木村)の拠点施設整備に向けた実施設計を行うとともに、現行の
研修体制の見直しや林業系高校との連携強化を図る

予算額1億59百万円（54百万円）
［森林整備課、林業振興課］

 

２ くまもと林業大学校人財づくり事業
【林業振興課】

選ばれる林業大学校となるため、「くまもと林業大学校」の運営
を着実に行うとともに、安全対策の強化やPR等の取組みが必要

＜事業概要＞

○全体事業費：1億44百万円
○事業内容：林業大学校の各種コースの運営（研修体制の強化を含

む）及びPR活動の強化
○負担割合：県10/10      他
○事業主体：県
○事業期間：平成31年度～

＜現状・課題＞
 

３ 林大・高校連携強化推進事業
 【林業振興課】

林業のより実践的な研修を林業大学校と連携して行うこと等によ
り、林業就業への機運の醸成や林大と高校の相互の魅力向上を図る
ことが必要

＜事業概要＞
○全体事業費：10百万円
○事業内容：林業大学校と高校生の合同講義(チェンソー操作等の

実技を含む)の実施及び高校授業への林業大学校卒業
生の講師派遣等

○事業主体：県
○事業期間：令和8～10年度

＜現状・課題＞

 

１ くまもと林業大学校機能強化対策事業
 【森林整備課】

＜事業概要＞

○全体事業費：5百万円
○事業内容：「くまもと林業大学校県南校（五木村）」の拠点整

備に向けた実施設計の実施
○負担割合：国1/2 、県1/2
○事業主体：県
○事業期間：令和6年度～

拡
※あくまでも知事が答弁でオープンにすることを前提としたポンチ絵の作
りとなっているため、開校時期等のポイントになる部分は記載していない。

50

〇林業大学校の卒業生は全員が林業関係に就職しているものの、他
産業との競合や全国の林業大学校が増加している影響等もあり、
今後、入校生の確保が課題

〇このような状況を踏まえ、林業大学校の魅力向上やより多くの人
材を確保することを目的に、令和６年度に外部有識者からなる
「検討委員会」を設置

＜現状・課題＞

「検討委員会」からの主な提言

１ 現場の即戦力となる人材を育成【１年コース】

２ 組織の中核となる人材を育成【２年コース】

３ 林業と併せて地域を活性化できる人材を育成【ショートコース】

【主なスケジュール】

新設

林大の講義 高校への講師派遣

カリキュラムの拡充

令和６年度 令和７年度 令和８年度～

実施
内容

「検討委員会」
による提言

基本構想
の策定

実施設計・施設整備等

林業大学校の入校式

新設

【査定情報２】
R10開校。場所は旧五木東小学校校舎を活用予定
※開校時期等は２月定例会の知事答弁で公表する方針森林環境譲与税基金

【査定情報３】拡充内容
①研修における安全対策強化（講師配置数の増）
研修生6人に対し講師1人 → 3人に対し1人

②機能拡充に係るPR回数の増（SNS：20回→30回、
情報誌：0回→2回、新聞0回→4回）

地域未来交付金

【査定情報１】
検討委員会からの提言を踏まえ、機能拡充に伴
う県の基本構想をR8.2月に策定予定
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○事 業 費：1億99百万円
  ○事業概要：熊本都市圏３連絡道路の早期実現に向けて、熊本市と

連携した調査・道路概略設計を実施
  ○負担割合：国1/3、県2/3 等
  ○事業主体：県

  ○事 業 費：8億50百万円
  ○事業概要：渋滞解消の加速化のため、合志市や菊陽町等での交差点改良、

  バスベイ整備、短期対策の効果検証を実施
  ○負担割合：県10/10

○事業主体：県
○事業期間：令和7～9年度

＜現状・課題＞

○ 半導体関連企業の更なる集積等により、朝夕の交通渋滞が発生しているセミコンテクノパーク周辺を中心に、渋

滞解消に向けた取組みを推進中

○ Ｒ８年度は、渋滞解消の更なる加速化を図るため、短期的な取組みとして交差点改良やバスベイ整備等を、中長

期的な取組みとして国費を活用した道路ネットワークの整備を実施

Ⅲ-⑨ 渋滞解消に向けた取組み
【その他主要な取組み】

予算額24億10百万円（3億74百万円）
［道路整備課、道路保全課、都市計画課］

＜事業概要＞＜土木部における短期的な取組み＞

1.交差点改良、バスベイ整備、渋滞原因分析 等（短期的な取組み）
 （道路整備課、道路保全課、都市計画課）

（R7～9年度）
短期的な取組み

R8当初
予算額

R8取組み予定

交差点改良
(セミコン周辺含む19箇所整備)

672百万円
16箇所の整備推進
（R7：3か所完了）

バスベイ整備（10箇所整備） 139百万円
8箇所の整備推進
（R7：2か所完了）
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  ○事 業 費：13億61百万円
  ○事業概要：渋滞緩和に資するセミコンテクノパーク周辺の道路拡  

幅やバイパス道路整備等
  ○負担割合：国5.72/10、県4.28/10 国4.5/10、県5.5/10
  ○事業主体：県

2.道路ネットワーク整備の着実な推進（中期的な取組み）
 （道路整備課）

右折レーンの延長（菊陽町）

※上記に加えて整備が完了した箇所について効果検証を実施（39百万円）

3.広域道路ネットワークの構築（長期的な取組み）
（道路整備課）

空港北拡幅

道路拡幅 国道４４３号（空港北拡幅） （大津町・菊陽町）

バスベイ整備（合志市）交差点改良（合志市）

右折レーン延伸
（80ｍ）

道路改良（R8当初）

橋梁下部工（R8当初）
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１短期の取り組み（単県）
①道路整備課
・単県道路改築費

672,000千円（81,785千円）

②道路保全課
・単県交通安全施設等整備事業

139,100千円（19,100千円）

③都市計画課
・熊本都市圏渋滞対策事業

38,500千円(38,500千円）

２ 中期の取り組み
①道路整備課（地域道路改築費）
・総額：1,360,935千円（101,552千円）

３ 長期の取り組み
①道路整備課（道路計画調査費）
・総額：63,300千円（42,200千円）

②道路整備課（単県道路改築費（単県道路調査費））
・総額：136,000千円（91,000千円）



◯ 広域的な経済活動を支え、近年の激甚化・頻発化する災害に対応するため、強靭で信頼性が高く、平常時・

災害時を問わない安全・円滑な人流・物流を支える道路ネットワークの整備を促進

Ⅲ-⑩ 幹線道路ネットワークの整備促進
【その他主要な取組み】

予算額85億33百万円（8億55百万円）
国直轄事業負担金[道路整備課]

＜現状・課題＞

＜現状・課題＞

■直轄事業費と県負担額

■幹線道路ネットワークの整備

○ 九州の横軸・縦軸のリダンダンシーの確保と
循環型高速交通ネットワークのミッシングリン
クの解消を図るため、“すべての道はくまもと
に通じる”という考え方のもと、中九州横断道
路、九州中央自動車道、南九州西回り自動車道、
有明海沿岸道路等の幹線道路ネットワークの整
備を促進

○ 「90分構想」※の実現に向けて熊本天草幹線
道路の整備を促進

※熊本都市圏と県内主要都市を90分以内で結ぶ構想

＜事業概要＞

県内の主要幹線道路のネットワーク構築及び直轄国道の機能向上のための国の

直轄事業に対する県負担金

○全体事業費277.3億円（県事業費：85億33百万円） ○事業主体：国

(単位：億円)

九州の幹線ネットワーク概要図

有明海沿岸道路

◇熊本宇土道路
 1.0億円（0.31億円）
 調査設計、工事

◇宇土道路
 39.0億円 (11.96億円) 
 調査設計、用地補償、工事

◇宇土三角道路
 1.2億円 (0.37億円) 
 調査設計、用地補償

◇芦北出水道路[水俣IC～県境間]
 42.5億円（11.56億円）
調査設計、工事

◇矢部清和道路
1.0億円 (0.31億円) 
調査設計、用地補償

◇蘇陽五ケ瀬道路
4.1億円 (1.26億円) 
 調査設計、用地補償、工事

◇有明海沿岸道路[三池港IC連絡路]
 35.4億円（10.86億円）
調査設計、用地補償、工事

◇有明海沿岸道路[荒尾道路]
 1.5億円（0.46億円）
調査設計、用地補償

( ):県負担額

◇竹田阿蘇道路
4.2億円（1.29億円）
 調査設計、用地補償、工事

◇滝室坂道路
 63.5億円（19.47億円）

 調査設計、工事                                                    
◇大津熊本道路[合志～熊本]

 59.75億円（18.32億円）
 調査設計、用地補償、工事

◇大津熊本道路[大津西～合志]
 8.1億円（2.48億円）
 調査設計、用地補償、工事

◇大津道路
 0.7億円（0.21億円）

 調査設計
◇熊本環状連絡道路
 0.1億円（0.03億円）

 調査設計

中九州横断道路３３

熊本天草幹線道路３

南九州西回り自動車道２
九州中央自動車道1

その他交通安全対策等４
◇国道3号、57号、208号
  15.33億円 (6.44億円) 
   調査設計、用地補償、工事

３

83

４

1

２
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＜現状・課題＞

〇  県民総合運動公園では、大規模イベント開催時において、自家用車での来園者が多いことから周辺道路での

渋滞が頻発している状況。周辺道路の混雑緩和のため、駐車場を新規で整備

Ⅲ-⑪ 運動公園駐車場の整備
【その他主要な取組み】

予算額5億9百万円（29百万円）
都市公園整備事業費[都市計画課]

＜事業概要＞

＜駐車場整備予定地＞

〇全体事業費：5億9百万円

〇事業内容 ：大規模イベントを開催することの多い「えがお健康スタジアム」に近く

周辺交通への影響が最も少ない位置に1,000台規模の常設駐車場を

新たに設置

〇負担割合 ：国1/2、県1/2 〇事業主体：県 〇事業期間：令和7～11年度

〇県民総合運動公園は、広域スポーツ・

レクリエーション拠点として県内最大

規模の運動施設を有し、様々な用途で

県民に日常的に利用されている

〇県民総合運動公園での大規模イベント

開催時は、臨時駐車場を確保し運用し

ているものの、駐車可能台数が不足

し、周辺道路での渋滞や枠外駐車等が

発生しており、対策が必要

71

確認中
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１ 治水対策【河川課】

○全体事業費：148億16百万円（県事業費：43億7百万円）

○事業内容：川辺川ダム建設や河川改修などの国直轄事業に対す

る負担金

＜川辺川ダム建設＞ 60億22百万円（16億38百万円）

＜河川改修等＞  87億94百万円（26億69百万円）

○負担割合：【川辺川ダム建設】国7.28/10、県2.72/10

【河川改修等】国6.93/10、県3.07/10 等

○事業主体：国

Ⅲ-⑫ 川辺川ダム等の治水対策や防災・物流拠点となる港湾の整備
【その他主要な取組み】

予算額58億15百万円（5億60百万円）
[河川課、港湾課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

新

拡
○ 球磨川流域の安全・安心を実現するため川辺川ダムを始めとした治水対策を着実に進めるとともに、熊本都市

圏の防災拠点となる熊本港や県内最大の物流機能を有する八代港の整備を推進

２ 八代港・熊本港の整備【港湾課】

○全体事業費：34億2百万円（県事業費：15億8百万円）

○事業内容：八代港の土砂処分場や熊本港の耐震強化岸壁の整備

など国直轄事業に対する負担金

＜八代港＞21億68百万円（9億28百万円）

＜熊本港＞12億34百万円（5億80百万円）

○負担割合：【八代港】国5.72/10、県3.78/10、市町村0.5/10等

【熊本港】国5.3/10、県3.7/10、市町村1/10

○事業主体：国

●

係数確認用
①直轄負担金（河川課）

4,306,821（431,821）
②直轄負担金（港湾課）

1,507,884（128,084）

合計 5,814,705（559,905）

八代港（大築島）土砂処分場整備 熊本港 耐震強化岸壁整備 

大築島北
土砂処分場

国直轄施工
県施工

耐震強化岸壁

川辺川ダム（流水型ダム）のイメージ 白川新堰のイメージ
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１ 港湾環境整備事業【港湾課】

○全体事業費：12億48百万円

○事業内容：港湾の機能維持を図るため長洲港に新たに土砂処分

場を整備

○負担割合：国2.4/10、 県6.6/10、市町村1/10

○事業主体：県

○事業期間：令和5年度～16年度

Ⅲ-⑬ 港湾の機能維持や港を中心としたまちづくりの推進
【その他主要な取組み】

予算額13億52百万円（2億92百万円）
[港湾課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

新

拡 ○ 長洲港など有明海沿岸は、著しく土砂が堆積するため土砂処分が問題となっている。新たに土砂処分場を整備
することで、安定的な土砂処分先を確保し、港湾の機能維持を図る

○ 本渡港では、天草市が港を中心としたまちづくりを進めており、同港と周辺施設との回遊性向上や賑わい創出
を図るため港湾内に連絡路を整備する

２ 臨港交通施設整備事業【港湾課】

○全体事業費：1億4百万円

○事業内容：本渡港と周辺施設との回遊性向上や賑わい創出のた

め港湾内に連絡路を整備

○負担割合：国4/10 、県4/10、市町村2/10

○事業主体：県

○事業期間：令和8年度～12年度

●

新

※基準額を超える部分については、学校給⾷法に基づき、引き続き、保護者から徴収可能

Googleマップデータの
ため差替え

係数確認用
①港湾環境整備事業

1,248,000（286,480）
②臨港交通施設整備事業

104,000（5,400）

合計 1,352,000（291,880）

地域未来交付金地域未来交付金
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１ 高校生等の家庭の教育費負担軽減（いわゆる高校無償化）

(1)高等学校等就学支援金【私学振興課、学校人事課】

○全体事業費：132億17百万円

○事業内容：高校生等の授業料に充てる高等学校等就学支援金制

度の拡充（所得制限の撤廃、私立高校等の支給上限

額の引上げ等）

○負担割合：国3/4、県1/4

○事業主体：県、私立学校

○事業期間：令和8年度～

(2)奨学のための給付金【私学振興課、高校教育課】

○全体事業費：14億58百万円

○事業内容：高校生等の授業料以外の教育費負担を軽減するため

の高校生等奨学給付金制度の拡充（対象を中所得世

帯（年収490万円程度）まで引上げ）

○負担割合：国1/2、県1/2（一部県10/10）

○事業主体：県、私立学校

○事業期間：令和8年度～

Ⅲ-⑭ いわゆる教育無償化への対応
【その他主要な取組み】

予算額199億15百万円（66億87百万円）
[私学振興課、学校人事課、高校教育課、体育保健課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

新

拡 ○ 全ての若い世代に対して多様で質の高い教育を実現するとともに、経済的事情による教育格差を是正し、子育
て世帯への支援を強化することが必要

○ 国の方針に基づき、いわゆる高校無償化及び給食無償化への対応を行う

２ 学校給食費の抜本的な負担軽減（いわゆる給食無償化）

【体育保健課】

○全体事業費：52億42百万円

○事業内容：子育て支援に取り組む自治体を支援する観点から、

小学校段階での学校給食費の抜本的な負担軽減を図

るため、市町村に補助を行う

○負担割合：国1/2、県1/2

○事業主体：市町村

○事業期間：令和8年度～

予算額（うち一財）（千円）

1(1)
私学： 9,981,285( 2,524,176)
学人： 3,235,477(   808,874)
 計 ：13,216,762( 3,333,050)

1(2)
私学：   614,311(   308,257)
高校：  841,650(   425,107)
 計 ： 1,455,961(   733,364)

2
体育： 5,242,000( 2,621,000)

合 計：19,914,723( 6,687,414)

制度改正に伴う県負担への影響
（一財の増額分）（千円）
1(1)
私学：＋2,472,301
学人：＋  808,874
 計 ：＋3,281,175

1(2)
私学：＋   39,690
高校：＋  63,347
 計 ：＋  103,037

2
体育：＋2,621,000

合 計：＋6,003,584

拡

●

新

国 県 市町村配分

給食費負担
軽減交付金（1/2）

県費で1/2上乗せ

県負担分は
地方財政措置あり

完全給食 補食給食 ミルク給食

小学校・義務教育
学校前期課程

5,200円 4,800円 1,200円

特別支援学校
小学部

6,200円 5,800円 1,200円

※基準額を超える部分については、学校給⾷法に基づき、引き続き、保護者から徴収可能

（給食実施校の在籍児童数 ×基準額 × 11カ月）

＜基準額＞
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Ⅲ-⑮ 特別支援教育の更なる充実に向けた取組み
【その他主要な取組み】

予算額70百万円（70百万円）
［特別支援教育課］

○ 特別支援学級から高等学校に進学する生徒が増加傾向にある中、インクルーシブ教育を更に推進するため、障が

いのある生徒への学習支援などを行う支援員を増員して校内支援体制の充実を図る

〇 また、課題であった医療的ケアが必要な児童生徒が修学旅行に参加しやすくなるように、保護者の負担軽減を目

的とする補助制度を新たに創設する

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○全体事業費：70百万円

○事業内容：
県立高等学校等に支援員を配置し、障がいのある生徒への介助
や安全確保、学習支援などを行う（16人→20人へ増員予定）

○負担割合：県10/10 〇事業主体：県

○事業期間：平成26年度～

１ 県立高等学校等における支援体制の充実

・中学校で特別支援教育を受けてきた生徒の多くが高等学校に進学

・生徒一人ひとりの教育的ニーズに的確に対応できる誰一人取り残

さない校内支援体制の充実が必要

＜現状・課題＞

＜事業概要＞
○全体事業費：2百万円（県事業費：1百万円）

○事業内容：

修学旅行へ同行する訪問看護事業者等と契約した保護者に対して、

必要な経費を補助（上限24千円/日）

○負担割合：国1/6、県2/6、児童生徒の保護者3/6

〇事業主体：県

○事業期間：令和8年度～

２ 医療的ケアが必要な児童生徒の修学旅行参加支援  

・医療的ケアが必要な児童生徒が修学旅行に参加する場合、保護

者の同行が必要となるも、旅行中1人でケアを行わなければなら

ないため負担が大きい

・修学旅行中の保護者の負担軽減を図るとともに、児童生徒が修

学旅行に参加しやすい支援体制を構築する必要がある

支援員：69,681（69,323）
修学旅行 816（544）

契約

保護者と医療機関が契約

※例えば、
日中（教育活動中）のケアは看護師が実施し、夜間のケアは
保護者が実施することで、保護者の負担軽減が図られる

教育活動中 夜間

新拡
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令和8年度
各推進本部等主要事業
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○ こども・若者がキラキラ輝き、県民が家庭や子育てに夢を持てる「こどもまんなか熊本」を実現するため、全
庁横断的な政策推進組織として、「こどもまんなか熊本」推進本部を設置

○ 推進本部を中心として、「こどもまんなか熊本・実現計画」に掲げる重要事項等に沿って、引き続き、全庁を
挙げてこども施策を推進していく

「こどもまんなか熊本」推進本部における主な取組み
【こどもたちが笑顔で育つ熊本】

予算額95億1百万円（52億2百万円）

１．（１）こども・若者がキラキラ輝く社会づくり

＜取組みの方向性等＞

●

「こどもまんなか熊本」推進本部

計画の基本方針編の下で具体的に取り組む施策を中心に取りまとめる計画の具体施策編について、取組みの進捗を踏まえ毎年度改訂

「こどもまんなか熊本・実現計画」の策定

「こどもまんなか熊本」関連施策の推進

こどものライフステージに応じた支援
①不登校支援・適応指導事業（うち不登校児童生徒に対する経済的支援
事業）【学校安全・安心推進課】 9百万円

  教育支援センターやフリースクール等を利用する不登校児童生徒に
対する財政的支援(交通費・体験活動等の支援)   
②ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育システム構築事業【特別支援教育課】  6百万円

県立特別支援学校と高等学校の一体的運営モデル構築や本県の目指す
インクルーシブ教育の在り方の検討
③国際教育支援事業･世界に羽ばたくグローバル人材育成事業
【私学振興課･高校教育課】 84百万円

海外進学に向けた実践的指導等を行う海外チャレンジ塾、進学・留学に  
対する資金援助等を実施、県立高校における国際バカロレア教育の導入等

（１）こども・若者がキラキラ輝く社会づくり （２）県民が家庭や子育てに夢を持てる社会づくり

こどもの
ライフステージ
に応じた支援

若者の夢が実現
できる環境整備

特に支援が必要な
こどもへの支援

希望を叶える結婚・
妊娠・出産への支援

あらゆる家庭のニーズに
応じた子育て支援

１．こども施策に関する重要事項

④渋滞解消推進事業【交通政策課】 10百万円
基礎自治体及び民間企業・団体が連携して行う、交通渋滞解消に向けた自動車

から公共交通への転換を図る取組みに対し、県補助事業を実施

⑤金融リテラシー向上のための消費者教育推進事業【消費生活課】   2百万円
関係団体等と連携し、若者等を対象とした金融リテラシー向上のための出前講

座及び広報啓発を実施

⑥公営住宅ストック総合改善事業･空き家活用促進モデル事業【住宅課】12百万円
県営住宅の子育て世帯向け住戸改善による安全安心な子育て環境整備、空き家

をこども子育て世帯向け施設等に改修する市町村への助成

⑦未来につなぐふるさと応援事業【むらづくり課】      51百万円
中山間地域における子ども向け農業体験交流活動等の取組み支援

施策を推進する
ための取組み

２．こども施策を推進
するために必要な事項

新

拡

新

新
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若者の夢が実現できる環境整備

①ふるさとくまもと創造人材奨学金返還等サポート事業【商工政策課】62百万円
県内に就職する若者の奨学金返還等を支援

②熊本県ブライト企業推進事業【労働雇用創生課】  4百万円
ブライト企業の優れた取組みを広く周知することにより県全体の労働環境

や処遇の向上を図るとともに、若年者の県内就職を促進
③若年女性の起業支援【男女参画・協働推進課】 7百万円
若年層の女性が描くライフスタイルやキャリアパスを実現する上で、起業

が選択肢の一つとなるよう、講座や伴走型の支援を実施
④ひきこもり支援推進事業【社会福祉課】 21百万円
ひきこもり支援のための電話・来所相談や本人・家族の交流の場づくり

及び市町村の後方支援を実施

「こどもまんなか熊本」推進本部における主な取組み
【こどもたちが笑顔で育つ熊本】

①ライフデザイン推進事業【子ども未来課】 26百万円
こども･若者に就職や結婚･子育てを含めた自分の人生を考える機会を提供

②少子化対策総合交付金事業【子ども未来課】 94百万円
出会いの機会創出や妊娠・出産の支援事業を行う市町村に対する助成

③妊婦に対する遠方の分娩取扱施設への交通費及び宿泊費支援事業
【子ども未来課】 20百万円
遠方の産科医療機関等で健診等をする必要がある方への交通費等を支援

④性と健康の相談事業【子ども未来課】  11百万円
性や健康・妊娠に関する相談や正しい知識の普及啓発に要する経費及び

不育症の検査費用に対する助成

希望を叶える結婚・妊娠・出産への支援

特に支援が必要なこどもへの支援

①生活保護受給世帯等のこどもの進学支援事業【社会福祉課】      4百万円
生活保護受給世帯等のこどもの大学入試前の金銭負担軽減を図り、進学を

支援
②こども・子育て支援人材育成事業【子ども家庭福祉課】  35百万円
児童養護施設等における人材確保及び「こども家庭ソーシャルワーカー」の

資格取得への支援
③医療的ケア児等支援事業【特別支援教育課】    1億51百万円
特別支援学校及び高等学校に看護師を配置して、医療的ケアが必要な児童生

徒の学習環境整備と保護者への支援
④犯罪抑止・少年保護対策費【警察本部】       18百万円
大津・菊陽地域において、通学路等の公共空間に防犯カメラを設置

あらゆる家庭のニーズに応じた子育て支援

①女性・高齢者の活躍に向けた就労応援事業【労働雇用創生課】 1億63百万円
  職場環境の改善や短時間・短期間勤務など、女性や高齢者を中心に従業員の
多様な働き方を推進し、具体的な取組みを行う企業を支援
②よかボス推進事業【子ども未来課】  8百万円
結婚後、子育て中も安心して働ける職場環境を目指す｢よかボス｣の普及啓発等

③ひとり親家庭等支援事業【子ども家庭福祉課】 54百万円
ひとり親家庭が抱える様々な課題等を踏まえた生活、子育て、資格取得、

就労等の支援やこどもに届く生活・学習支援
④ファミリープラン作成モデル事業【障がい者支援課】  1百万円
障がい当事者家族の共通の意向をまとめたファミリープランを基に、子育て

支援を含めた家族単位の支援
⑤高校生等による地域のつながりづくりプロジェクト事業【社会教育課】15百万円      
   放課後子供教室への高校生ボランティアの派遣など小・中学校と高校との連携

新

●

１．（１）こども・若者がキラキラ輝く社会づくり

１．（２）県民が家庭や子育てに夢を持てる社会づくり

①保育士人材確保事業【子ども未来課】 6百万円
保育士情報データベースを活用し、潜在保育士等への直接的アプローチを 

展開するほか、SNSを活用した広報による保育士の魅力発信
②学校における働き方改革推進事業【教育政策課】      6百万円
働き方改革支援アドバイザー等の派遣等により、公立学校における

働き方改革の取組を推進

２．施策を推進するための取組み

新

③「こどもまんなか熊本」情報発信事業【子ども未来課】 18百万円
結婚・子育て応援サイトの全面リニューアルを行い情報発信を強化

④子ども・子育て支援事業支援計画推進事業【子ども未来課】  2百万円
こども・若者、子育て世代等への意見聴取を実施

拡

新

新

拡

新
新

２月補正

新新

新
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○ 各産業での深刻な人手不足に対応するため、令和６年度に「くまもとで働こう」推進本部を設置。産業人材の
確保・育成に向け、庁内関係部局が連携し､取組みを進めている

○ 新規学卒者等の「県内定着」や、教育機関と連携した「人材育成」、ＤＸ等による「生産性向上」、更には
「働きやすい職場環境づくり」など、熊本の活力の前提となる人材の確保・育成を推進していく

「くまもとで働こう」推進本部における主な取組み
【「くまもとで働く」人材の確保・育成】

予算額38億91百万円（11億27百万円）

＜取組みの方向性等＞

【取組みテーマ①：県内定着】

・県内の各産業分野や県内企業で働くことの魅力の発信

・新規学卒者等の求職者が各産業分野の業務内容を知り、体験できる
機会や、県内事業者と出会い、マッチングする機会の創出

・ＵＩＪターン就職の促進

【取組みテーマ②：人材育成】

・地域（産学官）と連携したキャリア教育の充実

・各教育機関、職業訓練、人材研修等を通じた産業人材の育成、
キャリア形成やリスキリングの支援

【取組みテーマ③：生産性向上】

・デジタル化やＩＣＴ活用を進める事業者に対する人材育成面及び
資金面での支援や、活用事例などの有益な情報の提供

【取組みテーマ④：働きやすい職場環境づくり】

・多様な人材が活躍し、若者や女性、高齢者、障がい者等、誰もが
働きやすい職場環境づくりを進める事業者の取組みを広く発信する
とともに、その取組みを支援

⑤観光産業復興による雇用創出事業【観光振興課】   13百万円

観光事業者の経営力強化及び雇用確保のためのセミナーや就職面談会等

を実施

⑥新しい熊本農業のリーダーズ共創事業【担い手支援課】       69百万円

親元就農をはじめとした核となる担い手の確保・育成を図るため、地

域農業者等と共創し、安心して就農・経営発展できる体系づくりを支援

⑦建設産業担い手確保・育成事業【監理課】                43百万円

建設業界や教育機関等と連携した建設産業のイメージアップ、若手技術

者や多様な人材の確保・育成を行う建設業者等を支援

⑧高校生キャリアサポート事業【高校教育課】  97百万円

就職者の多い高校及び県外就職者の多い工業関係高校に「くまもとキャ

リアサポーター」を、特別支援学校（高等部）に「特別支援学校キャリア

サポーター」を配置し、県内企業への就職支援を実施

①専修学校等の即戦力人材育成支援事業【私学振興課】  4百万円
専修学校等による中・高生に対する魅力発信の取組み及び企業と連携し

た県内就職者増に向けた取組みへの助成を実施

  ②地域公共交通運転士不足対策事業【交通政策課】 18百万円

移住・定住施策と連携し、運転士の魅力を発信するとともに、交通事業

者の人材確保に係る取組み（免許取得、採用・広報活動等）を支援

③「地域の人事部」構築事業【商工政策課】     9百万円

地域の関係団体等が一体となって実施する、地域を支える人材の確保

や育成、定着に繋がる取組みを支援

  ④県南地域企業誘致促進事業（うち県南地域職業体験研修事業）

   【企業立地課】 6百万円

県南地域での就職を検討する高校生向けに県南地域の誘致企業等が連携

して取り組む職業体験研修を実施

新

＜取組みテーマ①：県内定着＞

新

２月補正
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「くまもとで働こう」推進本部における主な取組み
【「くまもとで働く」人材の確保・育成】

＜取組みテーマ③：生産性向上＞ ＜取組みテーマ④：働きやすい職場環境づくり＞

①介護現場の勤務環境改善支援事業【高齢者支援課】      2億32百万円

介護サービス事業所の業務改善等ワンストップ支援相談窓口と介護現場革新

会議の設置等に要する経費及び介護ロボット・ICT導入事業所に対する助成

②障がい福祉分野のICT・ロボット等導入支援事業

                                      【障がい者支援課】  20百万円

介護ロボット・ICT等を導入する障害福祉サービス事業所に対する助成

③生産性向上投資支援補助金（DX・CN枠）【産業支援課】      35百万円

中小企業（製造業）を対象に、生産性向上や省エネ推進を実現するため、

設備投資等補助を実施

④中小企業ＤＸ推進臨時補助事業 【産業支援課】 1億70百万円

賃金引上げを実施している中小企業を対象に、生産性向上と付加価値

創出を目的としたデジタル機器の整備等に係る支援

⑤未来の漁村を支える人づくり事業【水産振興課】            21百万円

漁船漁業者のアシストスーツ導入によるモデル事業を実施

①ＳＤＧｓ推進事業【企画課】   19百万円

ＳＤＧｓ登録制度やＳＤＧｓアワードの推進のほか、持続可能な未来を

リードするＳＤＧｓトップランナーを創出するために要する経費

②保育士人材確保事業【子ども未来課】   5億37百万円

保育士の補助業務及び保育所等の運営に係る周辺業務を行う者を雇用す

るための費用に対する助成

③女性・高齢者の活躍に向けた就労応援事業 

                                       【労働雇用創生課】 1億63百万円

職場環境の改善や短時間・短期間勤務など、女性や高齢者を中心に従業

員の多様な働き方を推進し、具体的な取組みを行う企業を支援

④豊かな森林づくり人材育成事業【林業振興課】             33百万円

林業事業体が行う就業環境改善や収入安定に向けた取組みを支援

新

＜取組みテーマ②：人材育成＞

①熊本県半導体人材育成推進事業【商工政策課】    5百万円

県内の産学官組織及び九州各県と連携した半導体人材の育成等に係る

会議や、半導体人材育成プログラムを実施

②若者自立支援事業【労働雇用創生課】    40百万円

若者サポートステーションを拠点として、臨床心理士の配置や各種

  セミナーの開催、短期ジョブトレーニング、出張相談等を実施

③日台学生交流推進事業【企業立地課】     4百万円

県内大学生が台湾を訪問し、現地の半導体関連企業の訪問や大学生

との交流を通じて半導体の最先端の技術や研究を学ぶツアーを実施

④くまもと農林畜水産アカデミー構想推進事業【農林水産政策課】5百万円

農林畜水産分野における若手従事者のネットワーク化を図るための

学びの機会を創出

新

新 ⑤林大・高校連携強化推進事業【林業振興課】                 10百万円

林業大学校と林業関連高校等との連携を強化し、林業就業への機運 

    の醸成や相互の魅力向上を図るための研修会等を実施

  ⑥くまもと地域連携キャリアデザイン推進事業【高校教育課】    22百万円

地域の産業界と連携した取組みを通して、キャリア教育の充実を図り、地域

産業や社会を知ることで、主体的な職業選択に必要な能力等の育成を支援

⑦県立高校半導体関連人材育成事業【高校教育課】    23百万円

生徒や教職員の半導体産業に対する理解や興味関心を向上させることに

より、本県産業を支える人材の育成とUIJターンに繋がる素地づくりを推進

企業連携コーディネーターを配置し、県立高校における半導体関連企業

等への見学、出前授業、生徒及び教職員研修を実施

新

２月補正

２月補正

新

新

拡

拡

２月補正
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● 県内在留外国人数は、令和７年６月末時点で30，825人と過去最高を記録し、「多文化共生の推進」と、「外国人材の
受入環境整備」が喫緊の課題となっている。

● そこで、令和６年９月に「熊本県外国人材との共生推進本部」を設置し、外国人から「選ばれる熊本」と多様性に富んだ
「開かれた熊本」を目指して、関係部局が情報を共有し、一体となって、ルール・マナーの啓発や日本語習得支援などの
課題解決に向けた取組みを推進している。

熊本県外国人材との共生推進本部における主な取組み
【世界に伍する産業拠点熊本の創出】

予算額8億3百万円（7億2百万円）

＜各部会の取組の方向性等＞

＜取組みの方向性等＞

91

多文化共生推進幹事会 外国人材受入幹事会

課題の洗い出し・共有１ 

２

○ 住民サービスを担う市町村、外国人受入企業・事業者の取組みを着実に支援。

○ 推進本部の横のネットワークを活用し、課題解決に向けた取組みを進めるとともに、優良事例の横展開を図る。

・各産業分野における外国人材受入に係る取組みの進捗状況、優 
良取組事例等を共有する場として、積極的に活用。

・採用、受入、育成、定着、生活、言語・文化といったテーマご
との課題を整理・共有し、庁内各課が連携しながら取組みを推
進することで、外国人材と日本人がともに安全・安心に働ける
環境を整備。

外国人材との共生推進本部

市町村

外国人
コミュニティ

外国人受入企業・
事業者

外国人支援団体

KUMAMOTO
KURASU

連携

県庁各部局、市町村、外国人受入企業・事業者等が認識している課題を洗い出し、
推進本部や各幹事会にて共有。

 ＜課題の一例＞
・言語の壁によるコミュニケーション不足、ゴミの分別や交通ルールが分からずトラブル発生
・技能実習制度や手続、採用方法の理解不足、大都市圏への外国人材流出 等

優良取組事例の掘り起こし・共有
市町村や外国人受入企業・事業者等が取り組んでいる優良事例を一元的に収集・共有。

 ＜優良事例の一例＞
・市民・職員向け「やさしい日本語」講座の開催。外国人が活躍する職場見学会の開催
・夫婦単位での採用、外国人従業員向け買い物支援、資格取得支援 等

・多文化共生に係る県や市町村、民間団体（KUMAMOTO KURASU等）
の取組みにつき、進捗状況や優良事例を共有する場として、積
極的に活用。

・オブザーバー市町村は、令和６年の発足時から２０市町村増え、
計３８市町村となり、多文化共生の取組事例も増加。

・今後も、幹事会での情報共有や市町村への伴走型支援を通じて、
住民サービスを担う市町村や関係団体の取組みを支援。

等
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【方針1】多文化共生の推進

①日本語教育体制構築事業【国際課】  14百万円

市町村や関係機関と連携した外国人住民の日本語教育環境の強化に

向けた日本語教育人材を育成するとともに、人材データベースを構築。

②自助力強化推進事業【危機管理防災課】   5百万円

「自分の命は自分で守る」意識を醸成し、早めの避難行動の実践に繋

げるため、在留外国人向けに防災ハンドブックの多言語化を実施。

③熊本県私立学校教育改革推進事業【私学振興課】 9百万円の内数

構内サインの設置や通訳、サポート人材の配置など、外国人入学生

受け入れのための環境整備に係る経費の一部の補助を実施。

④留学生誘致支援事業【企画課】  3百万円

留学生ワンストップ窓口の設置等、一般社団法人大学コンソーシア

ム熊本が実施する留学生が安心して生活するための取組みを支援。

熊本県外国人材との共生推進本部における主な取組み
【世界に伍する産業拠点熊本の創出】

新

92

新

拡

⑤人権啓発Web講座【人権同和政策課】    2百万円

外国人住民と地域住民が互いの生活習慣や文化の違いを認め合いな

がら、共に暮らしていく「多文化共生」に関するWeb研修を実施。

⑥空き家活用促進モデル事業【住宅課】           7百万円

     住宅の確保に配慮が必要な高齢者、子育て世帯、新婚世帯、UIJ

   ターン者、外国人等向けの専用賃貸住宅の用に供するために、空き家    

の改修や家賃低廉化を実施する民間事業者に補助を行う市町村に対し

て、県が上乗せ補助を実施。

⑦外国人材の受入れ・共生に寄与する総合治安対策事業

 【警察本部国際・薬物銃器対策課】 12百万円

外国人からの通報に対する多言語コールセンターの運営や、チラシ

配布・手続きの効率化を図るための自動翻訳システムの運用等を実施。

⑧日本語指導モデル地域事業【義務教育課】     1百万円

 日本語指導が必要な児童生徒が在籍する自治体からモデル地域を指  

定し、日本語指導の教育環境整備に向けた取組みを推進。

【方針2】外国人材の受入環境整備

①海外戦略トップセールス事業【国際課】   5百万円

外国人材の受入を含めた、東アジアやアセアン地域を中心とした海

外との交流拡大に向け、知事によるトップセールスを実施。

②外国人介護人材受入環境整備事業【高齢者支援課】    13百万円

技能実習生等向けの集合研修や外国人介護人材を雇用する際に事業

所等が借り上げる住居の家賃等、外国人介護人材受入れに伴う環境整

備の支援を実施。

③「連携“絆”特区」外国人材就労促進事業【商工政策課】 1百万円

  特区を活用した半導体外国人材の円滑な受入れ支援や、家事支援外

国人受入事業における第三者管理協議会の運営等。

④「外国人材に選ばれる熊本」推進事業【商工政策課】    14百万円

外国人材が働きやすい職場環境づくりへの支援や、外国人材の受入

れに係る管理体制づくり等を実施。

⑤観光産業復興による雇用創出事業【観光振興課】    13百万円

外国人材の受入等を含めた観光事業者が抱える課題解決のためのセ

ミナーや就職面談会等を実施。

⑥農業外国人材確保・育成事業【担い手支援課】   7百万円

県内農業現場で活躍する外国人材向けの特定技能2号対策講座や受

入農家向け研修、監理団体ネットワーク化、海外でのPR活動を実施。

拡

拡

拡

67



○ 熊本都市圏の渋滞解消に向け、庁内関係部局が一体となって課題解決に向けた取組みを迅速かつ強力に推進す
るために、令和６年度に「熊本県渋滞解消推進本部」を設置

○ 道路施策と公共交通施策における短期・中期・長期の対策を効率的かつ段階的に推進する

熊本県渋滞解消推進本部における主な取組み
【交通の利便性向上】

予算額29億36百万円（8億92百万円）

＜取組みの方向性等＞

93

※推進本部設立の背景や目的、設置年度、取組の方向性の概要は少なくとも記載

※各推進本部一覧の係数←基本方針－取組の方向性Ⅰ～Ⅳに紐づく各施策の名称を記入

渋滞解消に向けて、「車１割削減、渋滞半減、公共交通２倍」をキーワードに、道路施策と公共交通施策の連携により、エリア毎の特
性に応じた公共交通ネットワーク（道路空間再構築含む）の強化を図る

＜道路施策＞ ～車の『流れ』を良くする取組み～ ＜公共交通施策＞ ～車から公共交通への『転換』を促す取組み～

加速化対策（短期）：～３年
交差点改良や信号制御の最適化など

■交差点改良や信号制御の最適化等の実施
<都市圏東部エリア> 熊本益城大津線 他
<セミコン周辺エリア> 大津植木線 他

■バスベイの整備による交通の円滑化

・熊本菊陽線 他

抜本対策（中期）：４～１０年
主要渋滞箇所２２６箇所のうち約８０箇所の改善に向け取組みを強力に推進

■道路ネットワーク整備の着実な推進
 ・中九州横断道路、国道４４３号 他

■交差点改良や信号制御の最適化等の実施
 ・熊本空港線 他

■車から自転車などへの転換
 ・自転車･歩行者空間の整備

抜本対策（長期）：１１年～
広域道路ネットワークの構築

・熊本都市圏３連絡道路など

加速化対策（短期）：～３年
路線バス年間利用者数
・現状（2023年）2,449万人/年 ⇒目標（2027年）3,000万人/年

■公共交通の利便性向上及び利用促進

 ・利用促進キャンペーン、運転士不足対策など

■公共交通の輸送力強化と基盤整備
・バス路線網やダイヤの拡充、肥本線の増便･増結や駅施設の改良整備など

抜本対策（中期）：４～１０年
公共交通分担率を２倍にする

■公共交通の輸送力強化と基盤整備
 ・「交通連合」の実現、空港アクセス鉄道整備など

抜本対策（長期）
持続可能な公共交通の維持

加速化対策（短期）：～３年
・１年以内に１万人規模の取組み ・時差出勤等に取り組む企業２００社

■集中する“時間”の分散
 ・官公庁や民間企業の時差出勤・在宅勤務を推進  ※実施企業の宣言や認定制度等

■集中する“場所”の分散
・既存道路ネットワークの利活用

連携

＜その他施策＞ ～ピーク時の交通を『分散』する取組み～
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○加速化対策（短期）    計 9億9百万円

①単県道路改築事業（改良）【道路整備課】  6億72百万円

熊本都市圏の慢性的な交通渋滞の解消に向けた交差点改良
などの短期対策を実施

②熊本都市圏渋滞対策事業【県警本部】    59百万円 

 保田窪北交差点を中心に、国道５７号、国体道路（東西
線）及び産業道路の３路線における信号制御の最適化を実施

③単県交通安全（新時代・渋滞対策）事業 【道路保全課】

  1億39百万円

熊本都市圏の慢性的な交通渋滞の解消に向けたバスベイ設

置などの短期対策を実施

④熊本都市圏渋滞対策事業【都市計画課】     39百万円

都市圏の交通渋滞の解消に向けた渋滞対策の検討や効果検
証などを実施

熊本県渋滞解消推進本部における主な取組み
【交通の利便性向上】

○抜本対策（中期） 計 4億50百万円

拡

※ボックスの数や事業数は自由設定。
※ボックスの中身の書き方は以下統一。
※新規事業には 、拡充事業には新 拡

新

拡

←基本方針－取組の方向性Ⅰ～Ⅳに紐づく各施策の名称を記入
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拡

＜記入要綱＞

・事業名は、エクセル表を参考に各項目ごと
に記載しています。

・追加する事業があれば、適宜追記願いま
す。
・予算額及び事業内容を記載願います。

①道路計画調査費、単県道路調査費 【道路整備課】
1億99百万円

熊本都市圏３連絡道路の早期実現に向けて、熊本市と連
携した調査・道路概略検討等を実施

○抜本対策（長期）           計 1億99百万円

①地域道路改築費【道路整備課】  13億61百万円
主要渋滞箇所約８０箇所の改善に向け、国、県、熊本市で

連携した、道路ネットワーク整備の推進

 

○抜本対策（中期）          計 13億61百万円

R8当初予算に
修正をお願いします。

①くまもと新時代公共交通利用促進事業 【交通政策課】 

10百万円
熊本都市圏の交通渋滞対策に資する、基礎自治体及び民

間企業が連携して実施するバスの運行など、公共交通の利
便性向上の取組みに対する助成

○加速化対策（短期）               計 10百万円

①時差出勤先進県くまもと推進事業 【交通政策課】 1百万円
官民連携で実施している時差出勤等の取組みの更なる展開

に向けて、熊本県渋滞対策パートナー登録制度に係る表彰等

を実施

○加速化対策（短期）              計 7百万円

①阿蘇くまもと空港アクセス鉄道整備事業
 【空港アクセス鉄道整備推進課】 4億50百万円

空港アクセス鉄道の整備着手に必要な調査・設計等を実施

＜道路施策＞ ～車の『流れ』を良くする取組み～ ＜公共交通施策＞ ～車から公共交通への『転換』を促す取組み～

＜その他施策＞ ピーク時の交通を『分散』する取組み～

②渋滞解消データ活用推進事業【交通政策課】      6百万円

くまもとデータ連携基盤を用いた、熊本都市圏における渋滞

の解消に資するデータや対策の状況に関する情報発信を実施

新

新

69



〇 熊本の宝である地下水の確実な保全を図るため、庁内関係部局が一体となって、課題解決に向けた取組みを迅
速かつ強力に推進する「熊本県地下水保全推進本部」を令和６年度に設置

○ 地下水保全推進本部は「くまもと新時代共創総合戦略」の主要施策にも位置付けられており、地下水の「量」
と「質」の両面から対策を実施するとともに、これまで以上に正確かつ分かりやすい情報の発信を行う

熊本県地下水保全推進本部における主な取組み
【いつまでも続く豊かな熊本－豊かな自然の保全】

予算額45億66百万円（14億11百万円）

＜取組みの方向性等＞

●

＜地下水量の保全＞ ＜地下水質の保全＞

【取組１】 地下水涵養の推進

・白川中流域等における水田湛水
の取組みの継続

・阿蘇地域における地下水涵養の
推進

・道路排水の地下浸透施設の整備
の推進

【取組２】 地下水取水量の削減

・新規工業用水道整備の推進

【取組３】 地下水位の常時監視及び影響シミュレーション
・地下水位の確実な監視及び通信機能付き観測機器への更新
・流域水循環シミュレーションシステムを活用した地下水位
の影響シミュレーションの実施

【取組４】有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ・ＰＦＯＡ）調査

・県内の地下水、河川等の調査の実施
・飲用井戸等におけるPFOS及びPFOAの
水質検査の実施

【取組５】 硝酸性窒素対策

・地下水中の硝酸性窒素対策に関する熊本県基本計画に基づき、
市町村の個別計画策定を支援

【取組６】 半導体工場からの排水対策
・河川・地下水・下水放流水中の法令等規制物質の調査結果の発信
・半導体関連企業集積地域周辺における規制外物質の環境モニタリ
ングを継続し、専門委員会で検証のうえ公表

・特定公共下水道整備の推進

基金PRパンフレット水田湛水（大津町瀬田）

観測機器 地下水位の影響シミュレーション 環境モニタリング委員会

浄水場のイメージ
（八代工水 白島浄水場）

新たな下水処理場の整備イメージ

水質分析風景
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＜地下水量の保全＞

①地下水位ビジュアライズ発信事業【環境立県推進課】   17百万円

地下水位常時監視体制の強化及び開発等に伴う影響シミュレーション等

②阿蘇グリーンインフラモデル形成支援事業【環境立県推進課】 29百万円

阿蘇地域における地下水涵養に係る活動（水田・森林）を支援する

仕組みの構築及び阿蘇地域のシミュレーションモデルの構築

③水保全協働推進事業【環境立県推進課】   19百万円  

（公財）くまもと地下水財団に対する支援を通じた地下水保全の推進

④阿蘇草原応援企業サポーター認証事業【阿蘇草原再生・世界遺産推進課】 6百万円

新たな担い手や財源を確保するため、草原維持のボランティアや募金等

を行う企業等を「阿蘇草原応援企業サポーター」として認定し支援

⑤野焼き放棄地の草原再生パイロット事業【阿蘇草原再生・世界遺産推進課】4百万円

野焼きを休止している牧野の野焼き再開及び野焼き継続が困難な牧野の

野焼き継続に向けた支援

⑥森林環境保全整備事業【森林整備課】     26億73百万円

水源涵養などの森林の公益的機能の維持・増進を図るため、森林整備

（植栽、下刈り等）に要する経費を支援

⑦地域道路改築費（地域産業構造転換インフラ整備推進分）                     

【道路整備課】81億20百万円のうち一部

大津植木線多車線化及び合志ICアクセス道路の整備に伴う地下水涵養への

影響の最小化を図るため、道路排水の地下浸透施設整備を推進

⑧新規工業用水道事業【企業局総務経営課】   31億10百万円

新規工業用水道の整備に必要となる工事等の実施

熊本県地下水保全推進本部における主な取組み
【いつまでも続く豊かな熊本－豊かな自然の保全】

＜地下水質の保全＞

①有機フッ素化合物（PFOS及びPFOA）対策事業【環境保全課】  6百万円

有機フッ素化合物(PFOS及びPFOA)の環境調査等

②硝酸性窒素対策推進事業【環境保全課】   2百万円

地下水の硝酸性窒素汚染対策推進のための調査等

③水質環境監視事業（河川）【環境保全課】         21百万円

    水質汚濁防止法に基づく河川の水質の常時監視

④地下水質監視事業（地下水）【環境保全課】   12百万円

水質汚濁防止法に基づく地下水の水質の常時監視等

⑤規制外物質等環境モニタリング事業 【環境保全課】  12百万円

半導体関連企業の集積に伴う規制外物質の環境モニタリング等

⑥地下水と土を育む農業総合推進事業【農業技術課】   30百万円

消費者や子どもへの理解促進活動や、グリーン農業等の化学肥料・

農薬低減に向けた取組み支援等、地下水と土を育む農業の推進

  ⑦半導体関連企業集積に伴う排水対策事業【下水環境課】19億93百万円

半導体関連産業の集積に伴う排水処理施設の新設に必要となる設計、

用地補償及び管路工事の実施

⑧熊本北部流域下水道水質法定検査業務【下水環境課】  16百万円

熊本北部流域下水道の処理場流入水と放流水の水質検査

●

拡

拡拡

一部１月補正

一部１月補正

一部１月補正

１月・2月補正
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○ コロナ禍による地方移住への関心の高まりを受け、移住定住推進を重要課題として位置付け、全庁的に移住定
住推進に取り組むため、令和3年度に「熊本県移住定住推進本部」を設置

○ 人口減少対策の一環として、「転入者の増加促進」や「関係人口の拡大・深化」に取り組むとともに、「Ｕ
ターン者の増加推進」や「県内定住の促進」に積極的に取り組み、さらなる移住定住の推進を目指す

熊本県移住定住推進本部における主な取組み
【移住定住、関係人口創出】

予算額18億57百万円（15億27百万円）

＜取組みの方向性＞

選ばれる熊本の実現 豊かに暮らせる熊本の実現

（生活環境）
・子育て・医療・福祉 等

（社会基盤）
・インフラ・公共交通 等

（教育環境）
・教育・進学 等

●住み続ける人を増やす取組み
 ・転入者の定住促進 ・若年層の県内就職の促進 等

●ファンベースの関係人口創出
・観光・物産振興等による熊本ファンの拡大 等

●仕事ベースの関係人口創出
・都市圏企業との交流、二地域居住の推進 等

●戻ってくる人を増やす取組み
    ・県出身者を対象とした情報発信 ・Uターン就職への支援 等

Uターン者の
 増加促進

県内定住 
の促進

関係人口の
拡大・深化

（労働環境）
・雇用・多様な働き方 等

●移住する人を増やす取組み
 ・各種プロモーションによる魅力発信 
・相談体制の確保 ・「すまい」「仕事」の確保に向けた支援 等

転入者の
増加促進

＜令和８年度の取組み方針＞

選ばれる熊本の実現 豊かに暮らせる熊本の実現

●若年層をターゲットとした取組み
 ・高校・大学、専門学校における

プロモーション
 ・地域おこし協力隊の定住支援 等

●福岡県をターゲットとした取組み
 ・熊本県で「働く」「生活する」
     イメージ構築
 ・熊本で活躍する女性の姿の発信 等

●来熊に繋げる関係人口の創出
 ・二地域居住の促進
 ・熊本ファンの拡大 （東京・大阪
福岡都市圏での取組み）等

●快適で安心なくまもと暮らし
 ・熊本の住みやすさの情報発信 等
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熊本県移住定住推進本部の主な取組み
【移住定住、関係人口創出】

【生活環境・社会基盤・教育環境・労働環境】

【関係人口の拡大・深化】

＜選ばれる熊本の実現＞

【県内定住の促進】

【Ｕターン者の増加促進】

拡

①地域おこし協力隊等定住支援事業【地域振興課】 12百万円
地域おこし協力隊の定住支援、起業支援に加え、市町村の協力隊募集

へのサポートを強化するとともに、マッチング交流会の支援等を実施

②くまもと県内就労促進事業【労働雇用創生課】  19百万円
県内外の若者に県内企業の魅力を伝えるとともに、女性の就労のき

っかけとなる場を創出

③空家等対策総合支援事業【住宅課】  8百万円
子育て世帯向け住宅など地域活性化に資する空家改修費用の一部を

助成する等、市町村の空家を活用した移住定住対策を推進

【転入者の増加促進】

①ようこそ熊本！プロモーション事業【地域振興課】    6百万円

くまもと暮らしの魅力を伝える動画等を配信するとともに、福岡県

内の若年層への情報発信を強化

②人吉・球磨地域未来創造人材づくり事業【球磨川流域復興局】

                                                  28百万円

地域おこし協力隊による人吉・球磨地域の広域的な課題解決に加え、
協力隊が地域の核となり、新たな移住者を呼び込む仕組み作りを実施

③「県庁のしごと」魅力発信事業【人事委員会事務局】 6百万円 

非対面型と対面型を併用した採用広報活動を実施し、県庁で働く魅力

をPR

①くまもと魅力発信事業【広報課】   5百万円
訴求したいターゲットへの精度が高く、効果的な情報発信が可能な

デジタルマーケディングを活用して、戦略的な広報を実施

②ふるさとくまもと応援寄附金推進費【税務課】   2億17百万円
ふるさと納税の広報や、魅力ある返礼品の開発及び情報発信

③二地域居住促進事業【地域振興課】                     2百万円
市町村計画策定の支援を行うとともに、市町村向けセミナーや研修

会等を実施

④首都圏等県産品販路拡大事業【販路拡大ビジネス課】     20百万円
都市圏在住者に対し、百貨店等と連携して県産品を提供する機会

を創出

⑤新たな旅のスタイル促進事業【観光振興課】     7百万円
アドバイザー派遣による受入体制の強化及び熊本型ワーケーション

の認知度向上に向けた情報発信

⑥林大・高校連携強化推進事業【林業振興課】    10百万円
林業大学校と県内の林業高校等との連携強化による林業就業への機

運醸成と相互の魅力向上に向けた合同研修等の実施

＜豊かに暮らせる熊本の実現＞

①結婚から子育てまでの切れ目ない支援【子ども未来課】6億55百万円
ライフデザインの支援、不妊治療費や放課後児童クラブ利用料の

助成などを通じて、結婚、妊娠、出産、子育てまでを切れ目なく支援

②渋滞解消推進事業【交通政策課】   17百万円 
交通関連データの見える化を進め適切な情報発信を行っていくととも

に公共交通の利便性向上のための取組み等を実施

③くまもと地域未来共創ハイスクール事業 【高校教育課】 38百万円
地域や産業界、金融機関等と一体となったキャリア教育等を、全県立高

校で展開することで、県内産業を理解し地域振興に寄与する人材を育成

拡

①若年層への情報発信事業【地域振興課】 14百万円
若年層を対象に、熊本の魅力や就職情報等を定期的に発信

②「くまもとではたらく」若者の県内定着促進事業【商工政策課】  
41百万円

くまもと移住定住・UIJターン就職支援センターの運営に要する経費
及びセンターが支援した求職者が企業の採用試験に出向く際の旅費等の
一部を助成

拡

拡

新

新

新
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Ⅱ 若者が“残り･集う”産業･雇用の創出

(1)観光を軸とした創造的復興の実現   
 ○球磨川と鉄道の２つのラインを活かした県南地域ならではの観光振興

 モデルの創出
 ・JR肥薩線全線の鉄道復旧を見据えた観光利用･日常利用促進に向けた
 取組推進    45百万円（35百万円）

 

(2)地域の特色を活かした産業活性化と雇用の創出  
 ○森林資源をフル活用した“緑の雇用”の創出と稼げる農林畜水産業の

 実現
 ・くまもと林業大学校県南校を核とした産業振興や移住定住の促進

 1億87百万円（55百万円）

 ○新たな県営工業団地の整備等を活用した雇用の創出
 ・県南地域への企業誘致促進と、流域市町村への経済効果の波及を目的
 とした八代地域への新たな県営工業団地の整備

    33億60百万円（16百万円)

 ○事業承継の支援など地域経済活性化･雇用機会創出の取組支援強化
 ・人吉・球磨地域における未来創造人材づくり  28百万円（28百万円）

 ○環境に最大限配慮した流水型ダムを活かした周辺産業の活性化
 ・球磨川流域地域の連携策の調査・検討等    30百万円（ー）

(3)若者が定着・還流する環境の創造
○若者が魅力を感じる学びの場の創出
 ・高校と地元自治体や企業、大学等が連携した学びの充実

24百万円（24百万円）                

 

新たな流水型ダムを含む「緑の流域治水」の推進による安全・安心の実現と、五木村・相良村の振興を着実に実施
『令和2年7月豪雨からの新時代共創復興プラン』に沿って、球磨川流域の再生･発展に向けた取組みを推進

Ⅰ「緑の流域治水」の更なる推進による１日も早い安全・
安心の実現

(1)「緑の流域治水」の推進
○｢流域治水プロジェクト｣「河川整備計画」の推進・情報発信
 ・｢命と清流を守る｣流水型ダムの整備促進

24億56百万円（2億46百万円）

○防災･減災力の強化
 ・｢球磨川リバーミュージアム構想｣による地域連携･防災力強化･環境教育
 のフィールドを創造                           10百万円（5百万円）

 (2)すまい・コミュニティの創造
○ふるさとの魅力あふれるまちづくりとコミュニティの形成
 ・人吉青井地区をはじめとした道路改良と一体的な街並み空間の再構築の
 推進 12億98百万円（1億9百万円）

 
(3)災害に強い社会インフラ整備 
○ＪＲ肥薩線の早期復旧
 ・災害復旧を行う九州旅客鉄道㈱への補助 83百万円（83百万円)

「緑の流域治水」を核とした創造的復興 予算額359億74百万円（34億73百万円）
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水俣病問題への対応 予算額89億30百万円（21億50百万円）

2 水俣病被害者の救済、水俣病認定審査に係る対応
 認定申請者の個々の事情に対応しながら認定審査を着実に進め、
被害に遭われた方々へ療養費等を支給

(1)医療・健康管理等
・水俣病被害者に対する療養費等の支給や健康管理事業等の実施等

  ①療養費・療養手当等   79億68百万円（18億94百万円）
②医療事業・健康管理    2億73百万円（    71百万円）

(2)認定審査等
・公健法に基づく認定審査を行う公害健康被害認定審査会の実施や
訴訟及び行政不服審査への対応等

   ①認定審査会          14百万円（ 7百万円）
 ②公害医療研究事業費     3百万円（ 2百万円）
 ③水俣病認定検診費      58百万円（30百万円）
 ④争訟関係    40百万円（31百万円）
 ⑤治療研究事業費          20百万円（ 9百万円）

3 水俣病発生地域の保健・福祉の向上
 患者の方々やそのご家族の日常生活を支援するとともに、水俣病発生
地域の保健福祉の取組みを促進

(1)保健福祉対策

・在宅の認定患者に対する療養指導や特殊寝台等の貸与、胎児患者等へ
の日常生活支援サービスの提供、被害者の日常生活の質の向上への支
援、福祉避難所の開設訓練等

①認定患者保健指導        4百万円（ 1百万円）

②胎児性・小児性患者等支援     92百万円（18百万円)

③水俣病発生地域支援   64百万円（ 7百万円)

④水俣・芦北地域福祉避難所機能強化  2百万円（ 1百万円）

(2)体制整備
・見守り体制充実のための地域福祉ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置、障がい者基幹相
談支援センターにおける専門性の高い主任相談支援専門員の配置等

①見守り活動推進  15百万円（ -    ）
②障がい福祉推進モデル事業   16百万円（ 3百万円）

1 水俣病発生地域の再生・融和の推進等/水俣病公式確認70年事業の実施
 水俣病公式確認70年を契機に、国内外で水俣病の教訓や経験の発信・継承を強化するとともに、地域の慰霊・もやい直し等の取組みを支援
 また、第八次水俣・芦北地域振興計画に基づく地域振興を地元市町と一体となって推進

(1)情報発信等
 

①水俣病関連情報発信事業           35百万円( 7百万円）       
②水俣病関連情報発信支援事業   73百万円( 8百万円） 
③環境・福祉モデル地域づくり推進事業 64百万円( 8百万円）
④水銀フリー推進事業           23百万円( 5百万円) 

・水俣病公式確認70年事業の実施、県内児童生徒や社会人等への啓
発、関係市町等が行う情報発信や慰霊、もやい直しの取組み(水俣
病資料館の機能強化、水俣病犠牲者慰霊式等)などへの支援

（2）地域振興

・市町が行う水俣病発生地域の再生・振興の取組み（環境学習旅行の受入体制整備等）、
環境負荷を少なくしつつ経済発展する新しい形の地域づくりなどへの支援等

①水俣・芦北地域環境ﾌｨー ﾙﾄ゙ ﾐｭー ｼ゙ ｱﾑﾌ゚ ﾛｼ゙ ｪｸﾄ   43百万円（ 9百万円）
②「環境首都」水俣・芦北地域創造事業

 2億 5百万円（24百万円）
④水俣・芦北地域産業振興等推進事業      54百万円（27百万円）
⑤水俣・芦北地域振興計画推進事業   2百万円（ 2百万円）

事業費は四捨五入で記載
公式確認70年を迎える水俣病問題の解決に向けて関係者と一体となって取り組み、水俣・芦北地域の再生と更なる振興を進める

一部２月補正
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〇 全庁的に行政のデジタル化及びデジタル社会の形成に向けた施策の総合的かつ計画的な推進等を図るため、
「熊本県デジタル化推進本部」を設置(平成１２年度設置、令和６年度名称変更)

○ 令和６年１２月に策定した「熊本県デジタル化推進計画」の３つの方向性に基づいた取組みについて、進捗の
確認、関連事業の具体化の検討等を行いながら、県全体のデジタル化、ＤＸを推進する

熊本県デジタル化推進本部の主な取組み
【その他】

予算額48億22百万円（31億3百万円）

＜取組みの方向性等＞

●

２ 快適・安心な生活環境の実現

（１）医療・介護・福祉の推進
（２）防災・災害対策
（３）住民利便性の向上
（４）教育環境の整備

３ 施策の前提となる県の取組み

（１）デジタル環境の整備
（２）デジタル化に係る理解向上
（３）県行政におけるデジタル化の推進
（４）市町村ＤＸの支援

熊本県デジタル化推進本部（熊本県デジタル化推進計画）

１ 産業発展・所得向上の実現

（１）生産性の向上（業務効率化、省人化等）
（２）新たな付加価値の創出（品質向上、

 生産量増加、収益向上等）
（３）各種産業振興施策等との連携

人口減少による人材不足をはじめとする様々な地域課題を解決し、将来にわたって本県の強みを生かした
地域活力を創出し続けるため、県全体であらゆる分野におけるデジタル化、ＤＸを推進

基本理念

目指す姿
(1)産業発展・所得向上の実現
各産業でのデジタル技術の活用により生産性向上等を実現

(２)快適・安心な生活環境の実現
デジタル技術を積極的に活用し、快適・安心な生活環境を実現

横断的な
重点取組事項

(1)デジタルデータの活用 (２)AI等新たなデジタル技術の活用

基本的な
施策の方向性 業務プロセスの見直しとデジタル化を一体的に推進する視点を持って、デジタル化、ＤＸに向けた取組みを推進

取組みの方向性
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１ 産業発展・所得向上の実現

熊本県デジタル化推進本部の主な取組み
【その他】

【生産性向上（デジタル技術の導入支援）】

①くまもとＤＸグランドデザイン推進事業【デジタル戦略推進課】    29百万円

県内企業のＤＸ実装に向けて、課題解決ラボなどの産学官連携の取組を強化

２ 快適・安全な生活環境の実現

３ 施策の前提となる県の取組み

【データ連携・共有】
〇データ連携基盤構築等推進事業【デジタル戦略推進課】       33百万円
データ連携基盤の運用、データ活用事例の創出等を実施

【働き方改革】

②次期庁内情報基盤構築事業【システム改革課】  484百万円
業務効率化に向けて業務用PCを庁外で使用できる環境を構築

③熊本県電子入札共同利用システム構築事業【監理課】 251百万円
業務効率化、事業者の利便性向上を図るため、既存の電子入札共同利用ｼｽﾃﾑを再構築

②シンカ企業創出推進事業【産業支援課】                 50百万円

成長志向の経営者へのＤＸ実装を含む伴走支援等を実施

【環境・安全】

①地下水位ビジュアライズ発信事業【環境立県推進課】   1７百万円

 地下水位常時監視体制の強化及び開発等に伴う影響シミュレーション等

②障がい福祉分野のICT・ﾛﾎﾞｯﾄ等導入支援事業【障がい者支援課】２0百万円 
  事業者に対し、ICTや介護ﾛﾎﾞｯﾄ等の導入経費への助成を実施

【医療・介護・福祉】
①ＩＣＴを活用した周産期医療連携体制構築事業【医療政策課】 7百万円
防災消防ヘリコプター管理運営費(一部)【消防保安課】   132千円

 救急対応を要する妊婦への医療確保等に向けた通信アプリ導入及び連携体制構築

③交通渋滞対策支援システム導入【交通規制課】 25百万円

民間のプローブ情報（走行車両の位置等）を用いた渋滞状況の把握

③介護生産性向上推進総合事業【高齢者支援課】 20百万円
  介護ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(ﾛﾎﾞｯﾄ・ICT)等の導入・活用等を支援するﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ窓口を設置

Ｒ８新規

①庁内ＢＰＲ推進事業【システム改革課】          １３百万円

 BPR推進のため、外部人材による伴走支援とデジタルに強い職員を育成

①くまもとＤＸ人材育成推進事業【デジタル戦略推進課】 ２１百万円

DX人材を育成・確保するため、企業・大学生を対象に実践研修を実施

新

新

２月補正

拡

拡

新

【市町村ＤＸ】
 〇行政デジタル化推進事業【デジタル戦略推進課】 （一部） １１百万円
市町村のＤＸ推進のため、県でデジタル人材を雇用し市町村へ派遣

拡

【防災・災害対策】
①防災ＤＸ推進事業【危機管理防災課】
（衛星ブロードバンドインターネットサービスの整備）  5百万円
衛星ブロードバンドサービスを導入し、災害時の確実な通信環境を確保

（住家被害認定調査モバイル化事業）           53百万円
住家被害認定調査システムを導入し、調査の迅速化と手法の統一化を図る

新

【DX人材育成、確保】

②観光産業復興による雇用創出事業【観光振興課】  13百万円

セミナー等を開催し、観光分野のＤＸを担う人材の育成等を実施

③スマート農業導入拡大支援事業【農業技術課】 ８百万円

林業ＤＸ推進事業【林業振興課】 8百万円

研修等を開催し、農業・林業ＤＸを担う人材の育成等を実施

新

④公共工事の建設現場等におけるＤＸ事業(一部)【土木技術管理課】 ５百万円

研修等を開催し、建設分野のＤＸを担う人材の育成等を実施

【教育】

〇県立高校・中学校選抜WEB出願システム運用【高校教育課】 ４１百万円

入学者選抜におけるWEB出願システムの運用

③赤潮被害緊急総合対策事業（一部） 【水産振興課】 ２１百万円

赤潮被害最小化に向けて、監視体制高度化と予察システム開発を支援

２月補正

 ⑤NNDX推進事業（くまもと水土里GIS等）【技術管理課】 81百万円

 農地情報等をGISで見える化する等、農業施策の業務の効率化を推進

   ⑥地籍調査事業におけるＤＸ推進【技術管理課】        5百万円

 地籍調査支援システムを増設し、AI審査で業務効率化と精度向上を図る

拡

新

④次期教育情報基盤システム【教育政策課】 ６１２百万円

教職員負担軽減・学校の働き方改革推進のため、システムを再構築

新

新 ②渋滞解消データ活用推進事業【交通政策課】 ６百万円

渋滞解消に資するデータや対策状況に関する情報発信を実施
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(1) 災害の教訓を次世代へ継承するとともに、過去の経験を生かした取組みにより、災害対応力と地域防災力を強化し、災害に

強い県土づくりを推進する。

(2) 世界に開かれた活力ある熊本の実現に向けて、多文化共生の取組みを推進する。

【知事公室】令和８年度主要事業
R8予算額 20億37百万円
［R7予算額 27億60百万円］

(1) 熊本地震からの創造的復興

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策

(2) 令和２年７月豪雨からの創造的復興

（記載上の留意点①）
●２枚までとしてください。
●（１）～（4）全て記載する必要はなく、該当がない大項目は項目自体割愛してくだ
さい。
●レイアウトは適宜変更いただいて構いませんが、大項目名（１）～（４）の名称は変
更しないでください。
●「３ その他の施策」は、該当がない場合は項目自体を割愛してください。

（記載上の留意点②）
●事業と金額は「課長査
定後」（課長査定OUTで
復活するものは金額
MAX）で記入してくださ
い。※復活分は朱書きで
記載。
●２補（経済対策）も記載
可ですが、個別事業のと
ころに２補分だと分かるよ
うにしてください。
●必要に応じて図・写真
等を挿入してください。

☆…全部新規、★一部新規

① 熊本地震犠牲者の追悼及び復興状況の発信・継承

・ 熊本地震追悼・復興祈念事業 （危機管理防災課） 5百万円
県と全市町村との共催による熊本地震10年犠牲者合同追悼式、自
治体災害対策全国会議等の実施

② 熊本地震の経験を生かした災害対応力の強化・次世代
への継承

・ 防災センター展示・学習室運営事業（危機管理防災課）
17百万円

防災センター展示・学習室の運営、運営員による講話等の実施

・ 熊本災害デジタルアーカイブ事業（危機管理防災課）19百万円

県内で発生した災害に係るデジタルアーカイブサイトの運営

① 地域・住民の防災意識向上及び防災力の強化

・ 地域防災力強化事業（危機管理防災課）   8百万円

自主防災組織活動支援員による自主防災組織及び市町村担当者
に対する地区防災計画策定等に係る助言・指導の実施

・ 自助力強化推進事業 （危機管理防災課） 5百万円
一人ひとりの防災行動計画である「マイタイムライン」普及のためのモデル
授業、教職員向け研修等の実施

・ 災害時外国人支援体制構築事業（国際課） 1百万円
外国人住民が災害時に適切に避難行動等ができるよう、外国人
コミュニティと連携した地域防災研修等を実施

★★

★
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③ くまもとの魅力発信の推進
・SNS等を活用した戦略的広報事業 （広報課）36百万円

   県の施策や魅力などを効果的に周知するため、SNS広告等を活用した戦
略的広報及びTikTokやYouTube等により本県のPR動画を配信

④ くまモンランドの推進
・くまモンランド発展・定着事業（くまモン課）2百万円
くまモンを活用した県内の取組みをくまモンランドHPで集約・発信、
併せて、くまモンイラスト使用事業者等の交流の場を設けることで、
新たなビジネスの創出や、更なるイラスト利用を促進

【知事公室】令和８年度主要事業

(3) 令和７年８月豪雨からの復旧・復興 (4) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み☆

① 世界に開かれた活力ある熊本の推進

・ 熊本県多文化共生支援事業（日本語教育体制構築事業）
（国際課） 14百万円
市町村や関係機関と連携した外国人住民の日本語教育環境
の強化に向けた日本語教育人材の育成と人材データベースの構築

・ 国際交流員費（多文化共生推進員の配置）（国際課）
                                                                     5百万円

外国人住民に対する、ルール・マナーの理解、日本語習得の
支援、相談対応等を担う多文化共生推進員の配置

・ 台湾交流促進事業（国際課） 16百万円
更なる台湾との交流促進に向け、企業誘致、県内企業の台湾
進出、インバウンド・航空路線誘致等を強力に推進

① 九州広域防災拠点としての機能強化・充実

・九州広域防災拠点強化整備事業（危機管理防災課） 8百万円
南海トラフ地震を想定した県外広域応援訓練の実施、発災時の
情報連絡員派遣体制の確保

② 県、市町村及び関係機関の災害対応力の向上

・総合防災訓練実施事業（危機管理防災課） 1百万円
県や市町村に加え、県警や自衛隊など関係機関の災害対応力向上を
目的とした総合防災訓練の実施

３ その他の施策

廃止事業についての記載は各部局で判断

① 令和７年８月豪雨の経験を生かした災害対応力の強化

・ 防災対策費 （危機管理防災課） 2百万円

線状降水帯等の見逃しリスク最小化を目的とした民間気象情報
サービスの導入

・ 防災DX推進事業 （危機管理防災課） 58百万円
罹災証明書の早期発行に向けた、県主導による住家被害認定
調査モバイル化システムの導入 【２補・経済対策】 53百万円
通信途絶時のネットワーク環境確保のための衛星ブロードバンド
インターネットサービスの導入 ５百万円

② 「自助」「共助」取組強化による更なる地域防災力の向上
     ・ 地域防災力強化事業 （危機管理防災課） 2百万円

令和7年8月豪雨を契機とした「共助」の核となる人材の育成・連携
強化に向けた研修・会議の実施

★

★

★
☆

☆

☆

二役説明用

※公表用資料では下線部の記述を削除

・国際交流員費（多文化共生推進員の配置）
→インドネシア労働省とのMOC締結時に公表す
ることを予定しているため

・台湾交流促進事業
→関係機関と公表時期等について調整中のため
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(1) 災害からの創造的復興への対応

(2) 大学等と連携した半導体関連人材の育成及びグローバル社会で活躍できる人材の育成

【 総務部 】令和８年度主要事業 R8予算額 2,607億11百万円
［R7予算額 2,236億31百万円］

１ 基本的な考え方

２ くまもと新時代共創基本方針に基づく主な施策

(2) 世界に開かれた活力あふれる熊本

① 熊本県立大学と連携した人材育成
・半導体関連人材育成環境整備（県政情報文書課） 1億66百万円

半導体学部（仮称）設置に向けた準備経費（設備費・教職員人件費・
広報費等）

☆…全部新規、★一部新規

① ファシリティマネジメントの推進
・ ＦＭ推進県有施設集約化事業（財産経営課） 34百万円

宇城総合庁舎と宇城保健所の集約化、熊本総合庁舎跡地等県有
財産の有効な利活用、庁舎等建築物の長寿命化対策の推進

３ その他

☆

☆

(3) 県民の命、健康、安全・安心を守る
① 消防力強化の推進
・ 消防学校教育訓練機能強化事業（消防保安課） 29億1百万円

消防学校本館及び寄宿舎整備に要する経費

・ 防災消防ヘリコプター配備関係事業（消防保安課） 17百万円
消防庁無償使用ヘリコプター配備に向けた準備経費(格納庫整備費)

こどもたちが笑顔で育つ熊本

① 私学の振興
（いわゆる高校無償化への対応）

高校生等の授業料及び授業料以外の経済的負担を軽減するための支援

・ 私立高等学校等就学支援金事業（私学振興課） 99億円81百万円

・ 奨学のための給付金事業（私学振興課） 6億16百万円

（私立学校の運営支援）

・ いじめ対策等支援事業（私学振興課） 7百万円
いじめ、不登校等様々な課題に対応する私立学校への支援

② 専修学校等における人材育成
・ 専修学校等の即戦力人材育成支援事業（私学振興課） 4百万円

専修学校等の魅力発信や県内企業と連携した人材育成の取組みへの
支援

③ グローバル人材の育成
・ 海外チャレンジ推進（海外チャレンジ塾）事業 （私学振興課）

                                                  15百万円
海外大学進学に向けた実践的指導や英語による発信力

等の能力育成、卒塾生ネットワークを活用した取組みを
推進

・ キャリア教育支援事業（東大との連携事業)（私学振興課） 1百万円                 
県内高校生の科学技術研究への興味・関心を高め、

理工系技術者育成のため、視察研修や出張授業を実施

★

☆

☆
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(1) 「くまもと新時代共創基本方針」のもと、持続可能なくまもとに向け、交通の利便性向上や人材確保などの取組みを推進する

(2) 熊本県のＤＸ推進に向け、ＤＸ人材の育成、庁内の業務プロセス改革、民間の課題解決などに取り組む

(3) 熊本地震及び豪雨災害からの創造的復興への対応に継続して取り組む

【企画振興部】令和８年度主要事業
R8予算額 105億89百万円
［R7予算額 96億95百万円］

(1) 熊本地震からの創造的復興

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策

(2) 令和２年７月豪雨からの創造的復興

☆…全部新規、★一部新規

阿蘇くまもと空港への空港アクセス改善
・ 阿蘇くまもと空港アクセス鉄道整備事業（空港アクセス鉄道整備推進課） 4億50百万円

➢空港アクセス鉄道の整備着手に必要な調査・設計等に要する経費

(3) 令和７年８月豪雨からの復旧・復興

地域団体・市町村等による地域振興の取組み支援
・ 【再掲】 くまもと未来づくりスタートアップ事業（補助金:復興枠）（地域振興課） 40百万円★

①「緑の流域治水」の更なる推進による１日も早い安全・安心の実現

・ 球磨川流域復興基金交付金（球磨川流域復興局付） 5億74百万円
➢令和２年７月豪雨被災者の生活支援、地域コミュニティ施設の復旧等
市町村の取組みへの支援に要する経費

・ 球磨川流域復興基金積立金（球磨川流域復興局付） 3億8百万円
➢球磨川流域復興基金に係る元金及び運用利息の積立て

②若者が“残り・集う”産業・雇用の創出

・ 「球磨川リバーミュージアム構想」推進事業（球磨川流域復興局付）10百万円

➢「球磨川リバーミュージアム構想」の推進に要する経費

・ 球磨川流域地域連携推進事業（球磨川流域復興局付） 30百万円☆

➢球磨川流域の地域連携策の調査・検討に要する経費

・ 人吉・球磨地域未来創造人材づくり事業（球磨川流域復興局付）28百万円

➢地域おこし協力隊による人吉・球磨地域の広域的な課題解決や新たな移住者を
呼び込む仕組み作りに要する経費

③五木村・相良村の振興
・ 五木村振興交付金交付事業（球磨川流域復興局付） 5億円

➢五木村振興のための村に対する助成

・ 五木村振興基金積立金（球磨川流域復興局付） 5億8百万円
➢五木村振興基金に係る元金及び運用利息の積立て

④地域団体・市町村等による地域振興の取組み支援
・ くまもと未来づくりスタートアップ事業（補助金:復興枠）（地域振興課）40百万円★

➢被災地域の復旧・復興を図るため市町村や地域団体等による地域振興に向けた取組み支援

⑤被災した鉄道の早期復旧
・ くま川鉄道全線運行再開支援事業（交通政策課） 23百万円☆
➢くま川鉄道の全線運行再開に伴う式典等に要する費用

・ JR肥薩線復興アクションプラン推進事業（交通政策課） 45百万円
➢JR肥薩線の鉄道復旧の機運醸成に向けた取組み

・ JR肥薩線災害復旧支援事業（交通政策課） 83百万円☆
➢JR肥薩線の復旧を推進するための費用

２補
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①熊本都市圏の渋滞対策
・ 渋滞解消推進事業（交通政策課） 17百万円☆

➢渋滞対策の情報発信や公共交通への転換に
向けた取組みへの補助など渋滞解消を図る取組み

②世界に開かれた空港に向けた取組み
・ 阿蘇くまもと空港国際線振興対策事業（交通政策課） 4億円

➢国際線の利用や誘致を促進

③移住定住推進に向けた取組み
・ 本県への移住定住推進や関係人口の拡大・深化に向けた取組み（地域振興課） 2億38百万円
・ 天草地域における二地域居住促進実証事業（地域振興課、交通政策課） 26百万円☆

➢二地域居住推進のためのコンソーシアム運営及びモニタープログラムの実施

④水俣・芦北地域振興計画に基づく施策の推進
・ 「環境首都」水俣・芦北地域創造事業（地域振興課） 2億5百万円
・ 水俣・芦北地域環境フィールドミュージアムプロジェクト（地域振興課） 43百万円

➢水俣病公式確認70年を契機とした水俣・芦北地域の魅力発信に関する取組み

⑤離島振興
・ 御所浦地域活性化推進及び航路振興事業（地域振興課・交通政策課） 1億40百万円
・ 湯島地域活性化推進及び航路振興事業（地域振興課・交通政策課） 9百万円

➢御所浦・湯島地域の地域活性化の取組み及び生活航路支援や利用補助

⑥「阿蘇」の世界文化遺産登録の推進
・ 世界文化遺産登録推進事業のうち
「阿蘇」の世界文化遺産登録推進
（阿蘇草原再生・世界遺産推進課） 99百万円
➢阿蘇の世界文化遺産登録推進に向けた取組み

⑦阿蘇の草原維持・再生支援の強化
・ 阿蘇草原再生事業及び持続可能な草原維持システム構築推進事業 18百万円
・ 持続可能な草原維持システム構築推進事業のうち阿蘇草原維持・再生支援事業
（阿蘇草原再生・世界遺産推進課） 15百万円
➢阿蘇の草原維持・再生支援のための野焼き再開や担い手確保、作業省力化に向けた取組み

⑧熊本県誕生150年の機運醸成
・ 熊本県誕生150年記念事業（企画課） 4百万円☆

➢熊本県誕生150年を機に、歴史を振り返り、本県の魅力再発見と地域への
誇りを醸成する取組み

⑨総合戦略の推進・実効性向上
・ 地方創生推進事業のうち成果の見える化による総合戦略推進事業（企画課） 5百万円★

➢施策体系の検証（ロジックモデル）や数値による成果の可視化を図る取組み

・ 留学生支援事業（くまもと地域グローバル人材育成事業）（企画課）
・ 被災住宅移転促進宅地整備受託事業（地域振興課）
・ 阿蘇くまもと空港創造的復興推進事業（交通政策課）

【企画振興部】令和８年度主要事業

(4) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み ３ その他の施策

４ 廃止事業

①人材の育成・確保
（１）各産業での人材確保（支援）

・ 地域公共交通運転士不足対策事業（交通政策課） 18百万円
➢運転士不足に対応し、運転士の確保・育成・定着を促進

・ 行政デジタル化推進事業（デジタル戦略推進課） 11百万円
➢県でデジタル人材(非常勤)を雇用し、デジタル人材の確保が難しい県内自治体に
派遣することで、当該自治体のDX推進を支援

（２）各産業人材の知識・技能習得（支援）

・ 大学生DX実践プロジェクト推進事業（デジタル戦略推進課） 10百万円
➢将来のDX人材を育成するため、文系を含む大学生を対象に
地域企業と連携した実践型解決プロジェクトを実施

・ DX推進リーダー育成事業（デジタル戦略推進課） 12百万円★
➢DXの資格取得支援と、専門家の伴走支援による
実践研修により、組織の課題を発見・改善できるリーダー人材を育成

・ 庁内ＢＰＲ推進事業（システム改革課） 13百万円
➢BPRに取り組む所属に対し、外部人材による伴走支援を実施
➢BPRを実施するためのデジタル人材（職員）の育成

（３）生産性向上・職場環境改善

・ SDGsトップランナー創出事業（企画課） 4百万円
➢SDGs活動の質の向上のため、事業者間の連携等によりトップランナー企業を創出

（４）多様な人材の参画
・ 【再掲】人吉・球磨地域未来創造人材づくり事業（球磨川流域復興局付） 28百万円

（５）外国人材の活用

・ 水俣・芦北地域外国人材確保支援事業（地域振興課） 4百万円
➢水俣・芦北地域の第一次産業等における特定技能外国人の受入れを支援し、
外国人材の活用を促進

②次世代の育成
社会の利便性向上

・ 地域公共交通サービス水準強化事業（交通政策課） 20百万円
➢県計画で示すサービス水準設定等のための市町村等への伴走支援

・ 地域交通再編・最適化推進事業（交通政策課） 6百万円
➢効率的な資源活用に向けて、県内の交通資源を可視化する基盤を整備

・ コミュニティ交通活性化総合交付金事業（交通政策課） 2億40百万円
➢市町村が運営するコミュニティ交通事業に対する総合交付金型の財政支援

２補

一部２補

２補

２補
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(1) 熊本地震・令和２年７月豪雨・令和７年８月豪雨の被災者に寄り添い、最後のお一人まで支援を継続

 (2) 「こどもまんなか熊本」の実現に向け、こども・若者本人への支援及びあらゆる家庭のニーズに応じた子育て支援を実施

 (3) 人生100年時代に向けた医療・福祉・介護サービスの担い手確保・育成及び地域共生社会の実現に向けた施策の推進

【健康福祉部】令和８年度主要事業
R8予算額 1,710億55百万円
［R7予算額 1,685億21百万円］

(1) 熊本地震からの創造的復興

・ 住まいの再建支援事業（健康福祉政策課） 25百万円
被災者の住まいの再建方法に応じた県独自の支援策を実施

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策

(2) 令和２年７月豪雨からの創造的復興

・ 災害救助事業（健康福祉政策課） 60百万円
応急仮設住宅（建設型・賃貸型）の供与

・ 住まいの再建支援事業（健康福祉政策課） 42百万円
被災者の住まいの再建方法に応じた県独自の支援策を実施

・ 診療所の承継・開業支援事業（医療政策課） 25百万円☆
  八代市坂本町及び球磨村の2診療所に対する地域定着のための支援

（記載上の留意点②）
●事業と金額は「課長査定後」（課長査定OUTで復活するものは金額MAX）で記
入してください。※復活分は朱書きで記載。
●２補（経済対策）も記載可ですが、個別事業のところに２補分だと分かるようにし
てください。
●必要に応じて図・写真等を挿入してください。

☆…全部新規、★一部新規

(3) 令和７年８月豪雨からの復旧・復興

① 生活の支援・住まいの確保

・ 災害救助事業（健康福祉政策課）  5億50百万円 
応急仮設住宅（建設型・賃貸型）の供与、応急修理の実施等

・ 住まいの再建支援事業（健康福祉政策課） 38百万円
被災者の住まいの再建方法に応じた県独自の支援策を実施

・ 地域支え合いセンター運営支援事業（健康福祉政策課） 30百万円
  被災市町が運営する地域支え合いセンターへの支援

・ 災害時の精神的ケア等体制整備事業（障がい者支援課） 5百万円
  精神保健福祉センターのこころのケア支援及びDPATの体制整備

② 防災・減災の取組み

・ 災害弱者支援事業（健康福祉政策課） 3百万円★ 
個別避難計画作成支援研修、アドバイザー派遣、福祉避難所設置訓練の実施等

・ 災害ボランティアセンター支援事業（健康福祉政策課） 7百万円★

ボランティアの事前登録制度整備を含む災害ボランティアセンター体制強化等への助成

・ 災害時医薬品供給体制強化・地域連携強化事業（薬務衛生課） 2百万円☆
  災害時の医薬品供給体制の強化に向けた災害薬事コーディネーター研修の実施等

・予算額は原則Ａ表単位で記載
※災害救助費・住まいの再建・
地域支え合いセンターは
(1)～(3)ごとに分けて掲載

・予算額は端数を四捨五入
・2補マークはこれを使用↓

建設型応急住宅 (美里町)

避難所(八代市)

一部2補

2補

P
P

災害ボランティア

・課長査定後も未確定情報を含む
事業にはこれを貼付け↓
・黄マーカー＋朱書きは未確定情報

P

R7.2補（経済対策分)18億51百万円
当初予算額（一般会計のみ）
2補は経済対策（1,851,091千円）＋重点支援交付金（ｾﾞﾛ）

・「★」追加

・二役説明資料にて黄マーカー2箇所のポツが

朱書きのままでしたので、溶け込みをお願いします

・「☆」削除
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【健康福祉部】令和８年度主要事業

(4) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み☆ ３ その他の施策

① こどもたちが笑顔で育つ熊本

・ 生活保護受給世帯等のこどもの進学支援事業（社会福祉課）

                                                     4百万円☆
受験料・模試費用の助成及びケースワーカー研修強化による

進学支援の充実

・ 「こどもまんなか熊本」情報発信事業（子ども未来課）

18百万円☆
結婚・子育て応援サイトの全面リニューアルを行い、情報発信を強化

・ 性と健康の相談事業（子ども未来課） 11百万円☆

性や健康・妊娠に関するSNS相談やプレコンセプションケアの普及啓発等

・ こども・子育て支援人材確保・育成事業（子ども家庭福祉課） 35百万円☆

児童養護施設等における人材確保及び「こども家庭ソーシャルワーカー」の配置促進

・ 地域みんなで支えるこどもの歯の健康づくり事業（健康づくり推進課）70百万円☆

地域協働によるフッ化物洗口等、こどもの歯の健康づくりに取り組む市町村への支援

② 人生100年時代の充実に向けた体制づくり

・ 介護予防ＤＸ推進事業（認知症施策・地域ケア推進課） 10百万円☆

 ICTを活用した市町村における地域課題分析、介護予防施策の立案支援等

・ へき地医療体制支援事業（医療政策課） 2億円☆
圏域にへき地を有する拠点病院の医療提供体制の確保に向けた取組み強化

・ 歯科医療確保対策事業（健康づくり推進課） 21百万円★
歯科診療提供体制強化支援に加え、歯科医療従事者の人材確保支援を強化

・ かかりつけ薬剤師・薬局機能強化及び普及啓発事業（薬務衛生課） 30百万円★
薬剤師確保・偏在解消に向け、若年層や薬学生向けの取組みを強化

③ 地域共生社会の実現

・ 地域共生社会推進事業（健康福祉政策課） 68百万円★
包括的支援体制整備推進のための市町村への助成及び伴走支援型研修の実施

・ 認知症施策推進計画策定支援事業（認知症施策・地域ケア推進課） 5百万円★
当事者参画による広報・啓発や認知症施策推進計画の策定・支援

⑤ 「食のみやこ熊本県」の創造

・ 食品営業監視事業（健康危機管理課） 17百万円★
食品営業許可申請事務の見直しによる監視指導体制の向上

④ 健康危機に強い熊本

・ 予防接種対策事業費（健康危機管理課） 2百万円★
HPVワクチン定期接種率向上のための研修会実施及び広報活動を強化

③ 地域共生社会の実現

・ ファミリープラン作成モデル事業（障がい者支援課） 1百万円☆
障がい当事者家族が望む生活の実現のための支援に取り組む事業所への助成

・ パラアスリート等と連携した共生社会創造事業（障がい者支援課） 48百万円☆
パラアスリート等と連携し、障がい者スポーツ・芸術・文化

を通じた社会参加を促進

② 人生100年時代の充実に向けた体制づくり

・ 福祉人材緊急確保事業（高齢者支援課） 45百万円
福祉･介護人材の就業に向けた支援や、ダイバーシティ

    マネジメントの推進

・ 介護現場の勤務環境改善支援事業（高齢者支援課）

    2億32百万円
介護サービス事業所の業務改善や介護ロボット・ICT機器の導入を支援

① こどもたちが笑顔で育つ熊本

・ ライフデザイン推進事業（子ども未来課） 26百万円★
こども･若者に就職や結婚・子育てを含めた自分の人生を考える機会を提供

・ 困難な問題を抱える女性等支援連携強化事業（子ども家庭福祉課） 11百万円★
民間団体の強みを生かした困難な問題を抱える若年女性等支援の取組みへの助成

・ 高次脳機能障害支援者養成研修事業（障がい者支援課）

1百万円☆
支援者養成研修の実施等、高次脳機能障がい者への支援体制

    の整備を促進

2補

福祉の就職総合フェア

・予算額は原則Ａ表単位で記載
※災害救助費・住まいの再建・
地域支え合いセンターは
(1)～(3)ごとに分けて掲載

・予算額は端数を四捨五入
・2補マークはこれを使用↓

・課長査定後も未確定情報を含む
事業にはこれを貼付け↓
・黄マーカー＋朱書きは未確定情報

P
一部2補

2補

※小事業で掲載

※小事業で掲載

パラアスリート等と連携した
講演会

・説明文修正

・表記の修正

・体裁調整 85

・説明文修正

・表記の修正

・説明文修正

・「P」削除
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くまもと新時代共創基本方針に基づき、環境や生活の視点から、県民の生活を守り、快適で安全安心な住みよい暮らしの実現に向
けた施策を展開することにより、将来世代にわたり幸せを実現できる新たな熊本の創造を目指す。

 特に、令和８年度においては、県民の不安解消に向けた地下水保全対策、公式確認70年を迎える水俣病への対応、令和７年
８月豪雨からの創造的復興に重点的に取り組む。

【環境生活部】令和８年度主要事業
R8予算額 140億88百万円
［R7予算額  137億84百万円］

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策
令和７年８月豪雨からの復旧・復興

【被災した自然公園施設の復旧】
①自然公園施設災害復旧事業（単独事業分）（自然保護課） 50百万円

県立自然公園施設（矢部周辺県立自然公園内の矢部郷国民休養地）の歩道の復旧

②自然公園施設災害復旧費（補助事業分） （自然保護課） 1億19百万円（1補：国経済対策）
・県管理公園施設（雲仙天草国立公園内の永浦島博物展示施設（天草ビジターセンター）、
千巌山園地）の歩道等の復旧
・市町村管理施設（雲仙天草国立公園内の白嶽森林公園等）の復旧を支援 天草ビジターセンターの歩道

①水俣病公式確認70年事業の実施
水俣病公式確認70年を契機として、語り部シンポジウムの開催や
地元団体による情報発信・イベントへの助成等を実施
・水俣病公式確認70年事業 1億10百万円

②水俣病発生地域の再生・融和の推進等
地域の再生・融和を図るとともに、水俣病の教訓や経験を国内外に

発信し次世代に継承
水俣病に関する正しい理解をより促進するため、令和8年度は新たに

社会人向けの啓発事業を実施
・情報発信等 1億72百万円※水俣病公式確認70年の取組みを含む

③水俣病発生地域の保健・福祉の向上
患者の方々やそのご家族の日常生活を支援するとともに、

水俣病発生地域の保健福祉の取組みを促進
・保健福祉対策 1億80百万円

④水俣病被害者の救済、水俣病認定に係る対応
被害に遭われた方々の療養を支援するとともに、認定申請者の

個々の事情に対応しながら認定審査等を着実に実施
・医療事業（療養費・療養手当等）・健康管理等 82億41百万円
・認定審査等 1億35百万円

３ その他の施策
(2)公式確認70年を迎える水俣病への対応

矢部郷国民休養地（八ツ橋）

【地下水量の保全】
①地下水位ビジュアライズ発信事業(環境立県推進課) 17百万円

地下水位常時監視体制の強化及び開発等に伴う
影響シミュレーション等

②阿蘇グリーンインフラモデル形成支援事業(同上) 29百万円
阿蘇地域における地下水涵養に係る活動（水田・森林）を

  支援する仕組みの構築及び阿蘇地域のシミュレーションモデルの構築

③水保全協働推進事業(同上) 19百万円
（公財）くまもと地下水財団に対する支援を通じた地下水保全の推進

【地下水質の保全】
①規制外物質等環境モニタリング事業(環境保全課）12百万円

半導体関連企業の集積に伴う規制外物質の環境モニタリング等

②有機フッ素化合物(PFOS及びPFOA)対策事業(同上) 6百万円
有機フッ素化合物(PFOS及びPFOA等)の環境調査等

③地下水質監視事業(同上) 12百万円
水質汚濁防止法に基づく地下水質の常時監視等

（1）県民の不安解消に向けた地下水保全対策の推進

水質分析風景

地下水位の影響
シミュレーション
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【環境生活部】令和８年度主要事業

３ その他の施策

・食品ロス削減推進事業（消費生活課） 7百万円
食品ロス削減に向けたフードドライブの取組み、消費者等への広報啓発等

を実施

 ・くまもとの女性活躍促進事業(男女参画・協働推進課) 14百万円
次世代の育成及び女性活躍の促進に向けた啓発イベント

の開催（ヒゴロッカサミット）や企業の女性人材育成支援
（女性経営参画塾等）、若年女性の起業支援等を実施

 ・人権に関する広報・啓発・研修等事業(人権同和政策課) 45百万円
人権教育・啓発基本計画に基づき人権課題についての広報・啓発や

研修等を実施

④ 県民の命、健康、安全・安心を守る

・水銀フリー推進事業（環境政策課） 23百万円
水銀フリー社会の実現に向けた人材育成及び情報発信

・犯罪被害者等支援多機関ワンストップサービス事業
(くらしの安全推進課) 7百万円

犯罪被害者等が必要とする支援を複数の機関・団体が連携し、
一体的かつ包括的に提供する体制の構築

 ・犯罪被害者等支援推進事業(くらしの安全推進課) 36百万円
犯罪被害者等への支援を総合的に推進
※多機関ワンストップサービス事業を含む

 ・食品品質表示指導事業(くらしの安全推進課) 2百万円
食品表示に係る制度等の周知・啓発、巡回調査や必要な調査・

指導等を実施

・金融リテラシー向上のための消費者教育推進事業(消費生活課)2百万円
若者等を対象とした金融リテラシー向上のための出前講座及び

広報啓発を実施

 ・消費生活相談・啓発事業（消費生活課） 54百万円
相談体制の充実を図り、消費者トラブルの解決に向けた支援を実施

① こどもたちが笑顔で育つ熊本

・環境教育相互連携推進事業（環境立県推進課）2百万円
市町村や学校などと連携した環境立県くまもと型未来教育の推進

 ・グローバルジュニアドリーム事業(くらしの安全推進課) 9百万円
体験・交流を通してグローバル人材の育成を図るため、

小中高生を台湾へ派遣

② 世界に開かれた活力あふれる熊本

・国立公園満喫プロジェクト推進事業(自然保護課) 4億11百万円 (1補1億26百万円)

   国立公園への訪日外国人及び国内観光客の誘客を図るため、公園内の施設を整備

・銃猟・わな猟マイスター育成事業（自然保護課）8百万円
地域の若手狩猟者等をはじめとする対策を担う人材の育成

③ いつまでも続く豊かな熊本

 ・県民ゼロカーボン行動促進事業（環境立県推進課）9百万円
県民のゼロカーボン行動の実践に向けた取組みを推進

・2050くまもとｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ推進事業(環境立県推進課) 76百万円
県全体での省エネ推進、再エネ導入など、脱炭素の標準化に向けた

取組みを推進

・生物多様性くまもと戦略推進事業(自然保護課) 4百万円
生物多様性推進のための普及啓発や環境教育、生態系保全活動等を実施

・指定管理鳥獣捕獲等事業(自然保護課) 35百万円
指定管理鳥獣の捕獲や効果的な捕獲方法の検討

・ＣＥ移行支援事業（循環社会推進課） 47百万円
サーキュラーエコノミー（ＣＥ：循環経済）への移行に向けた普及啓発・

支援を実施

（3）くまもと新時代共創基本方針に基づく主な施策

☆

☆

☆

☆…全部新規
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(1) 「強い経済」の実現に向け、物価高・賃上げ、人手不足等の影響を受ける中小・小規模事業者への支援

(2) くまもとサイエンスパーク構想推進など、半導体をはじめとする成長産業の更なる集積と県内全域への波及効果拡大

(3) 熊本地震、令和２年７月豪雨からの創造的復興の集大成と令和７年８月豪雨からの復旧・復興に向けた着実な支援

【商工労働部】令和８年度主要事業
R8予算額 706億60百万円
［R7予算額 638億85百万円］

(1) 熊本地震からの創造的復興

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策

(2) 令和２年７月豪雨からの創造的復興

① 被災中小事業者等の復旧・復興に向けた支援
・ 中小企業等復旧・復興支援事業（商工振興金融課） 35百万円

被災事業者の施設復旧等に対する県単独の「グループ補助金」による支援(3/4補
助）及び自己負担分の借入に係る利子分を支援

① 被災中小事業者等のなりわい再建に向けた支援
・ なりわい再建支援事業（商工振興金融課） 18億47百万円

「なりわい再建支援補助金」による施設復旧等の支援(3/4補助)を
継続及び自己負担分の借入に係る利子分を支援

① 被災中小事業者等の復旧・復興に向けた支援
・ 被災事業者再建支援事業（商工振興金融課） 43億30百万円

被災した中小企業者の施設復旧等を支援及び自己負担分の借り入れ
に係る利子分を支援

☆

☆…全部新規、★一部新規

(4) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み

「くまもとで働く」人材の確保・育成

① 大学等と連携した人材育成
・ 日台学生交流推進事業（企業立地課） 4百万円

県内大学生の半導体や異文化に関する理解促進を図るべく、半導体の教育・研究
が進む台湾の大学との交流、サイエンスパークや現地企業の見学等を実施

② 様々な分野の人材確保
・ くまもと産業EXPO開催支援事業（商工政策課） 21百万円

物価高騰の影響を受ける県内中小企業等のビジネスチャンスの拡大
などに繋げるためのイベントを実施する事業者を支援

☆

(3) 令和７年８月豪雨からの復旧・復興

② 様々な分野の人材確保
・ 「地域の人事部」構築事業（商工政策課） 9百万円

地域の関係団体等が一体となって実施する、地域を支える人材の確保や育成、
定着に繋がる取組みを支援

・ トラック物流持続的発展支援事業（商工政策課） 20百万円
県トラック協会が実施するトラックドライバーの人材確保や適正
取引に向けた環境整備等の取組みを支援

・ 女性・高齢者の活躍に向けた就労応援事業（労働雇用創生課）1億63百万円
職場環境の改善や短時間・短期間勤務など、女性や高齢者を中心に
従業員の多様な働き方を推進し、具体的な取組みを行う中小企業・
小規模事業者を支援

☆

☆

☆
２補

２補

世界に伍する産業拠点熊本の創出

① 半導体を中心とした新たな産業基盤の構築
・ くまもとサイエンスパーク推進補助金（企業立地課）

制度要求(R9以降で予算要求)
イノベーション創発エリアで産学連携を推進するための拠点整備に対する補助を
創設。併せて、大学・研究機関や賃借人に対する補助を設け、産学連携を推進

・ 半導体産学官連携推進事業（産業支援課） 4億90百万円
熊本大学と連携し、半導体人材の育成や国内初の三次元積層実装の量産化を確立
するため、県内企業との共同研究等を支援

② 「くまもと版スタートアップ・エコシステム」の創出
・ UXイノベーションハブの整備（産業支援課） 5億96百万円

空港周辺地域において、新たなアイデア・プロダクトの共創拠点となる「イノ
ベーション創発機能」等を有した「ＵＸイノベーションハブ」を整備

・ UX実証実験サポート事業（産業支援課） 43百万円
「人・もの・技術・情報」の知の集積等により新産業の創出を目指す「UXプロジェ
クト」において実証実験サポート事業を実施

☆

☆
２補

「くまもとで働く」人材の確保・育成

一部２補

一部１１補
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【商工労働部】令和８年度主要事業

(4) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み

世界に伍する産業拠点熊本の創出
③ 地域経済の振興
・ くまもと産学連携等イノベーション強化事業（産業支援課） 51百万円

県内企業が産学連携により、新事業にチャレンジし、更なるイノベーションを
創出することを支援

・ 地場企業立地促進費補助（成長促進枠）（産業支援課） 4百万円
成長型経済構造の実現に向けて、100億宣言を行い、かつ、県内事業所を新増

     設する地場企業の投資に対する助成（R8年度は制度創設に要する経費）

・ 中小企業等価格転嫁力・交渉力強化支援事業（商工政策課） 9百万円
商工団体が実施する価格転嫁の手法を学ぶ講習会開催等を支援

・ 中小企業金融総合支援事業（商工振興金融課） 469億22百万円
金融機関への原資預託、保証料補助等により、事業者の資金繰りを支援

・ くまもと型小規模事業者持続化補助金（商工振興金融課） 26億円
小規模事業者の賃上げ原資の確保をはじめ、経営課題の解決

（コスト削減、生産性向上、売上増加等）に向けた取組みを支援

・ 賃上げ等支援体制強化事業（商工政策課） 56百万円
事業者の賃上げ等環境整備に向けた伴走支援を行う商工団体に
対する助成

・ 中小・小規模事業者生産性・売上げ向上後押し事業（商工振興金融課）
4億56百万円

経営基盤の強化と持続的な賃上げ等を実現するため、国・県の補助
事業等を活用して生産性向上等に取り組む中小・小規模事業者を支援

・ シンカ企業創出推進事業（産業支援課） 50百万円
生産性向上に向け、サステナビリティの視点によるＤＸ・ＣＮ（カーボンニュー
トラル）化の実装支援等

・ 中小企業DX推進臨時補助事業（産業支援課） 1億70百万円
賃金引上げを実施している中小企業を対象に、生産性向上と付加
価値創出を目的としたデジタル機器の整備等に係る支援

④ ビジネスの国際化・国際交流の促進
・ 「外国人材に選ばれる熊本」推進事業（商工政策課） 14百万円

企業の外国人材が働きやすい職場環境づくりへの支援や、外国人材の受入れに
係る管理体制づくり等を実施

・ 「連携“絆”特区」外国人材就労促進事業（商工政策課） 1百万円
特区を活用した半導体外国人材の円滑な受入れや、家事支援外国人受入事業に

     おける第三者管理協議会の設置等に要する経費

「食のみやこ熊本県」の創造

① 稼げる農林畜水産業の実践
・ ブルーオーシャン新規開拓事業（販路拡大ビジネス課） 15百万円

輸出規制や宗教、政治的要因等により輸出が未開拓な
ブルーオーシャン市場に対する市場調査及び事業者支援の実施

・ 「食のみやこ熊本」球磨焼酎消費拡大推進事業（販路拡大ビジネス課）
35百万円

本県の食のイメージアップを図るため、食と球磨焼酎を組み合わせた
イベントの開催等を行う組合や蔵元への支援

・ 食のみやこ県産品消費拡大魅力発信事業（販路拡大ビジネス課）1億8百万円
都市圏の商業施設や飲食店等と連携したくまもとフェア開催や情報
発信の実施

☆

☆

２補

☆

☆

豊かな自然の保全
①ゼロカーボン社会及び循環型社会の推進
・ 空港周辺RE100エリア テイクオフ事業（エネルギー政策課）16億70百万円

空港周辺地域における再エネ100％で事業活動できるエリアの創造に向けて、国の脱炭
素先行地域の制度を活用して、再エネ導入、省エネやエネルギーシフト等の取組みを
実施

移住定住、関係人口創出

② 魅力の発信、関係人口創出
・ プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業（産業支援課） 59百万円

県内にプロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、必要な県内外のプロフェッ
ショナル人材（副業・兼業を含む）の獲得を支援

① 移住定住、ＵＩＪターンの促進
・ 戦略的ＵＩＪターン就職加速化事業（商工政策課）  14百万円

ＵＩＪ希望者と実践者との座談会等、ＵＩＪターン就職を促進するイベントの開
催

・ 「くまもとではたらく」若者の県内定着促進事業（商工政策課）41百万円
ＵＩＪターン就職等を支援する窓口を設置し、相談員による相談対応、情報提供、
マッチング支援等を実施

① 地域共生社会の実現
・ 障がい者等活躍支援事業（労働雇用創生課） 85百万円

社会のニーズを捉えた新たな訓練コースの設定や県内企業を対象に障がい者雇用
への理解促進のための普及啓発等の実施

健康で長寿な社会の実現

☆

１１補

一部２補

２補

２補

１１補
☆

★

★

２補

☆

１補
☆

☆
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(1) スポーツ、観光、文化芸術の振興を通した県民の心の豊かさや充実した生活の実現

(2) 国内外への熊本の魅力発信による交流人口の拡大及び地域や経済の活性化

【観光文化部】令和８年度主要事業
R8予算額 61億22百万円
［R7予算額 38億81百万円］

(1) 熊本地震からの創造的復興

① ONE PIECE熊本復興プロジェクト
・ 『ONE PIECE』連携復興応援事業（観光振興課）67百万円

漫画『ONE PIECE』の麦わらの一味の像と
      連携した周遊プロモーション及び
      地域資源の更なる魅力化に要する経費

② 熊本地震震災ミュージアムの推進
・ 熊本地震震災ミュージアム推進事業（観光文化政策課）

71百万円
指定管理者による施設運営や情報発信等に要する経費

③ 観光誘客・教育旅行の誘致
・ 観光誘客プロモーション推進事業

（観光振興課）1億93百万円
国内最大級の観光キャンペーン

     「熊本デスティネーションキャンペーン」の
      実施に要する経費
・ 教育旅行誘致推進事業（観光振興課） 13百万円

教育旅行の誘致活動や地域の受入を支援するための経費

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策
(2) 令和２年７月豪雨からの創造的復興

観光資源の発掘・磨き上げ
・ くま川鉄道沿線周遊促進緊急支援事業（観光振興課）

【2月補正】35百万円
人吉球磨地域の観光資源を生かした周遊プラン造成や
モニターツアー実施等の支援に要する経費

・ 「マンガ県くまもと」構想推進事業（観光振興課）
17百万円

県にゆかりのあるマンガ・アニメ等の
      コンテンツ（夏目友人帳等）を活用した
      誘客促進に要する経費
・ 博物館等施設の文化観光推進事業

（博物館ネットワークセンター） 4百万円
県内博物館と連携した体験活動や歴史・文化資源等
の調査・活用に要する経費

（記載上の留意点①）
●２枚までとしてください。
●（１）～（4）全て記載する必要はなく、該当がない大項目は項目自体割愛してくだ
さい。
●レイアウトは適宜変更いただいて構いませんが、大項目名（１）～（４）の名称は変
更しないでください。
●「３ その他の施策」は、該当がない場合は項目自体を割愛してください。

（記載上の留意点②）
●事業と金額は「課長査定後」（課長査定OUTで復活するものは金額MAX）で記
入してください。※復活分は朱書きで記載。
●２補（経済対策）も記載可ですが、個別事業のところに２補分だと分かるようにし
てください。
●必要に応じて図・写真等を挿入してください。

☆…全部新規、★一部新規

☆

★

① ○○○の充実・強化

・ ◇◇◇◇◇事業（×××課） **百万円
○○○のための◇◇◇の体制強化

・ △△△△△事業（×××課） **百万円
○○○支援のための◇◇◇の受入体制の充実

② ○○○の推進

・ ◇◇◇◇◇事業（×××課） **百万円
○○○のための◇◇◇の体制強化

・ △△△△△事業（×××課） **百万円
○○○支援のための◇◇◇の受入体制の充実

(3) 令和７年８月豪雨からの復旧・復興

観光誘客
・観光誘客プロモーション推進事業（観光振興課）(再掲) 

1億93百万円
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・伝統工芸館施設改修事業（観光文化政策課） (8億98百万円)
・地域連携型観光地域づくり緊急支援事業（観光振興課） (38百万円)
・デジタルマーケティング事業（観光振興課） (29百万円)
・スマート観光交通体系構築推進事業（観光振興課） (25百万円)
・地方誘客促進によるインバウンド拡大事業（観光振興課） (24百万円)
・地域の活性化を牽引する観光産業創造事業（観光振興課）  (10百万円)
・公民連携によるスポーツ施設整備検討事業（スポーツ交流企画課）

(6百万円)

【観光文化部】令和８年度主要事業

(4) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み

① 観光振興・誘客強化
（魅力ある観光地域づくり・誘客強化）
・ 観光誘客プロモーション推進事業（観光振興課）(再掲)

1億93百万円
・ 食をフックにした誘客促進事業（観光振興課）

【2月補正】 10百万円
新たな食コンテンツの造成及び販売を通じて誘客促進を
図る取組みに要する経費

（受入体制の充実）
・ 宿泊事業者受入環境整備緊急支援事業（観光振興課）

【2月補正】 90百万円
宿泊事業者が取り組む生産性向上に資する
受入環境整備への支援に要する経費

  ・ ガイド人材育成支援事業（観光振興課） 15百万円
旅行客の満足度向上に資するガイド人材育成等の支援に
要する経費

・ インバウンド誘致推進事業（観光振興課） 35百万円
    海外からの観光客の誘致促進に要する経費

・ クルーズ船誘致促進事業（観光振興課） 16百万円
    クルーズ船の誘致活動に要する経費

・ クルーズ船寄港効果向上事業（観光振興課） 8百万円
クルーズ船寄港時の経済効果を高める取組みに要する経費

② スポーツ政策の推進
・ 官民共創による県有スポーツ施設整備推進事業 

（スポーツ交流企画課） 1億13百万円
官民共創による新アリーナ・新野球場の整備推進
に要する経費

３ 廃止事業

（② スポーツ政策の推進）
・ サイクルツーリズム推進・拡大事業（スポーツ交流企画課）

7百万円
サイクルツーリズムの推進に向けた、サイクリングルートの
情報発信等に要する経費

・ アーバンスポーツ振興事業（スポーツ交流企画課）
30百万円

アーバンスポーツを振興するためのイベント開催や、
      大会招致・合宿誘致等に要する経費

③ 文化・芸術の振興・魅力ある地域づくり
・ 文化芸術魅力創出事業（観光文化政策課） 10百万円

文化芸術資源を一体的にプロデュースし、
魅力あるコンテンツを創出する取組みに要する経費

・ 県立劇場施設整備費（観光文化政策課） 38億45百万円
県立劇場の改修工事等に要する経費

☆

☆

☆

☆

☆

☆
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（記載上の留意点①）
●２枚までとしてください。
●（１）～（4）全て記載する必要はなく、該当がない大項目は項目自体割愛してくだ
さい。
●レイアウトは適宜変更いただいて構いませんが、大項目名（１）～（４）の名称は変
更しないでください。
●「３ その他の施策」は、該当がない場合は項目自体を割愛してください。

（記載上の留意点②）
●事業と金額は「課長査定後」（課長査定OUTで復活するものは金額MAX）で記
入してください。※復活分は朱書きで記載。
●２補（経済対策）も記載可ですが、個別事業のところに２補分だと分かるようにし
てください。
●必要に応じて図・写真等を挿入してください。

1.5cm
計測
用

☆

★
① 農林畜水産業の担い手確保・育成
・くまもと農林畜水産アカデミー構想推進事業（農林水産政策課）     5百万円
農林畜水産業における若手就業者のネットワークづくりに要する経費

・畳表生産技術継承事業（農産園芸課）        ６百万円
高品質な畳表生産技術を担い手へ継承していくための動画作成

・次世代につなぐポリネーター利用技術推進事業（農産園芸課）     ２百万円
花粉交配用ミツバチの供給の不安定化に対し、農業大学校等と連携した担い手に対する技術の実証・習得の支援

・新しい熊本農業のリーダーズ共創事業（担い手支援課） 69百万円
地域農業者等と共創し、啓発や就農・学び直しなど、安心して就農し、経営発展できる体系づくりに要する経費

・集落営農経営進化モデル事業（担い手支援課）       6百万円
新たな担い手の受入れによる地域営農組織の持続可能な経営モデルの創出

・スマート農業研修教育環境整備事業（担い手支援課）            46百万円
スマート農業技術を導入した実践的な研修農場の整備・体制整備、雇用による経営発展モデルの創出の支援

・新規就農者チャレンジ事業（担い手支援課）             41百万円
認定新規就農者（６５歳未満）の早期の経営発展に必要な機械・施設導入への支援

・有害鳥獣捕獲者育成事業（むらづくり課）       3百万円
有害鳥獣捕獲者向けの技術向上研修会の開催及びICT技術を学ぶ場の創出

・くまもと林業大学校人財づくり事業（林業振興課） １億87百万円
林業に必要な技術と現場力を兼ね備えた即戦力となる人材や幅広い林業担い手の確保・育成

・若手等担い手確保促進事業（林業振興課） 20百万円
若手等の林業就業を促進するための環境整備に係る機器等の導入に対する助成

【農林水産部】令和８年度主要事業
R8予算額 819億54百万円
［R7予算額 734億80百万円］

(1) 熊本地震からの創造的復興

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策

(2) 令和２年７月豪雨からの創造的復興

☆…全部新規、★一部新規

(1) 令和７年８月豪雨や、令和２年７月豪雨及び熊本地震からの復旧・復興を着実に進め、農林畜水産業者の経営

維持・再建を図る。

(2) 農林畜水産業の担い手確保・育成に取り組むとともに、デジタル技術による生産性向上や高付加価値化を進め

ることで、稼げる農林畜水産業を実現し「食のみやこ熊本」を創造する。

① 大切畑ダムの早期復旧（熊本地震）
・県営農地等災害復旧事業・地震分（農地整備課）       38億97百万円
熊本地震により被災した大切畑ダムの復旧

① 農地、山腹等の早期復旧（令和2年7月豪雨）
・県営・団体営農地等災害復旧事業（農地整備課）       １０億４６百万円
令和2年7月豪雨により被災した農地等の復旧

・過年林道災害復旧事業（林業振興課） 9億42百万円
令和2年7月豪雨により被災した林道の復旧

・治山事業（森林保全課） 12億97百万円
令和2年7月豪雨により崩壊した山腹や荒廃した渓流の復旧

(3) 令和７年８月豪雨からの創造的復興

① 農地、山腹等の早期復旧（令和7年8月豪雨）
・県営・団体営農地等災害復旧事業（農地整備課） １１2億46百万円
令和7年8月豪雨により被災した農地等の復旧

・過年林道災害復旧事業（林業振興課） 6億91百万円
令和7年8月豪雨により被災した林道の復旧

・治山事業・治山激甚災害対策特別緊急事業（森林保全課） 22億67百万円
令和7年8月豪雨により崩壊した山腹や荒廃した渓流の復旧

② 被災者の速やかな営農再開及び産地復興支援
・収入保険加入緊急支援事業（団体支援課） 26百万円
収入保険加入時の掛金負担の軽減等

・いぐさ産地復興支援対策事業・いぐさラボによる産地復興支援事業
（農産園芸課、農業研究センター） 20百万円
製造が中止された専用機械の再生産に向けた取組及び畳文化の発信と需要の創出（農産園芸課）
いぐさを使った新商品開発を支援する「いぐさラボ」の設置（農業研究センター）

(４) くまもと新時代共創基本方針に沿った取組み

(学校教育機関との連携による担い手確保・育成)
・高校・農大・地域連携による就農促進事業（農業大学校） 2百万円
農大と高校・地域が連携した農業の魅力発信及び多様な就農ルートに応じた支援体制の強化

・林大・高校連携強化推進事業（林業振興課） 10百万円
林業関連高校と林業大学校の合同講義や視察研修の実施による連携強化

・未来の漁村を支える人づくり事業（水産振興課） 21百万円
水産高校と連携したスマート水産業等の出前授業や現場見学等による担い手の確保・育成

2補

一部1補

一部1補

2補

2補

☆

☆

☆

☆

★

☆

☆

☆

★

☆

★

☆

★

実習風景（農業大学校）

★

2補

☆
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【農林水産部】令和８年度主要事業

(４) くまもと新時代共創基本方針に沿った取組み の続き

② 稼げる農林畜水産業の実践
（スマート農林畜水産業・DXの導入加速化）
・スマート農業導入拡大支援事業（農業技術課）       8百万円
スマート農業機械の利用体験や人材育成、企業と農業者とのマッチングの実施

・NNDX推進事業（技術管理課） 81百万円
農家等の意向把握から委託、工事の発注、契約、データ保管に係る一連業務のDXの推進

（生産力・競争力の強化）
・熊本型みどりの食料ｼｽﾃﾑ戦略関連推進事業（農業技術課） 2億19百万円
稼げる農業と環境負荷低減の両立につながる技術開発・実証や、現場への技術の定着・拡大を支援

・強い農業づくり支援事業・産地パワーアップ事業（農産園芸課） 21億97百万円
県産農産物の生産性の向上及び産地の競争力強化を図る施設整備等に対する助成

・農業共同利用施設再編集約・合理化支援事業（農産園芸課） 12億59百万円
農業共同利用施設の再編集約・合理化に取組む産地の施設整備に対する助成

・攻めの園芸緊急生産対策事業（農産園芸課）    1億31百万円
園芸作物の生産力の維持・拡大及び温暖化等に対応した施設整備等に対する助成

・半導体集積地域畜産営農継続事業（畜産課）               30百万円
半導体集積地域における草地造成及び畜舎構造の転換に要する経費並びに住民や企業の畜産業への理解醸成に
向けた取り組みに対する助成

・農業農村整備事業（農村計画課・農地整備課） 236億44百万円
農地の大区画化・汎用化、農業水利施設の計画的な更新・整備の推進

・水利施設管理強化事業（農地整備課） 2億30百万円
農業水利施設の持続的な機能確保に必要な施設管理者に対する支援

・林業木材産業生産性強化対策事業（林業振興課） 1億8百万円
木材加工施設及び高性能林業機械の導入支援

・赤潮被害緊急総合対策事業（水産振興課） 1億99百万円
赤潮のモニタリング体制の高度化や赤潮発生抑制対策等の実証及び大型生け簀等の導入等への支援

・環境変動に対応した養殖安定生産実証試験・
赤潮総合対策試験（水産研究センター）                                            33百万円
環境変動を踏まえた赤潮発生抑制及び養殖手法改善に係る実証試験等の実施

（高付加価値化・販路拡大）
・熊本の食の魅力発信・需要拡大事業（食のみやこ推進局付）   １６百万円
熊本空港等における熊本の「食」の魅力PRやふるさと納税と連携したフェアの実施に対する助成

・熊本の食EC販路拡大緊急支援事業（食のみやこ推進局付）   ３１百万円
ECサイトを活用した県産品の販路拡大支援やWEB物産展の実施に対する助成

・料理人による「食のみやこ熊本」魅力向上事業（流通ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ課） １１百万円
県内料理人を対象とした産地視察・研修会の実施及び県産食材の情報発信

・「食のみやこ熊本」創造ｺﾝｿｰｼｱﾑ推進事業(流通ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ課)  96百万円
生産者や事業者で構成するコンソーシアムによる高付加価値化のための取組み（PR、施設整備等） に対する支援

・食のみやこ食材PR推進事業（流通ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ課） 15百万円
福岡をターゲットとしたPRイベント、実需者との商談機会創出等による県内事業者への支援

・くまもと県南フードバレー農産物等高付加価値化緊急支援事業
（流通ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ課）   1億91百万円
県南地域の食関連事業者に対する商品開発や販路拡大等の取組みに対する支援

（農山漁村の活性化と次世代への継承）
・多面的機能支払事業・中山間地域等直接支払事業（むらづくり課） 56億21百万円
農業・農村が持つ多面的機能の維持発揮のための地域共同活動や中山間地域等における農業生産活動に対する支援

・農村（むら）づくり人材等確保・育成等支援（むらづくり課） 12百万円
中山間地域における持続可能な農業農村を実現させるための農村ＲＭＯの形成支援及び人材育成塾の実施

・間伐等森林整備促進対策事業（森林整備課） 6億28百万円
搬出間伐、路網整備、低コスト造林及びコンテナ苗生産基盤施設等整備に対する助成

③ ゼロカーボン社会及び循環型社会の推進
・森林J－クレジット創出支援事業（森林整備課） 7百万円
専門知識を有するコーディネーターの配置によるクレジット創出に取り組む市町村・事業者への支援

・脱炭素に向けた間伐材利用推進事業（林業振興課） 61百万円
間伐材の利用促進のための生産流通に対する支援

④ 「緑の流域治水」の更なる推進
・ 【再掲】農業農村整備事業（農村計画課・農地整備課） 236億44百万円
田んぼダムの推進、 農業水利施設の計画的な更新・整備の推進

・ 【再掲】治山事業（森林保全課） 12億１４百万円
緑の流域治水に資する流域保全総合治山事業の計画的な実施

・くまもとの県土を保全する林業推進事業（森林整備課） 15百万円
「林地保全に配慮した林業のガイドライン」の実践に対する助成及び林地残材の有効活用に係る実証調査

・防災・減災・条件不利地森林整備事業（森林整備課） 43百万円
強度間伐による針広混交林化に対する助成

⑤ 防災・減災、国土強靱化に資するインフラ整備
・ 【再掲】農業農村整備事業（農村計画課・農地整備課） 236億44百万円
農業水利施設の計画的な更新・整備の推進

・ 【再掲】水利施設管理強化事業（農地整備課） 2億30百万円
農業水利施設の持続的な機能確保に必要な施設管理者に対する支援

・地籍調査事業（技術管理課） 13億23百万円
「社会のインフラ」として重要な地籍調査事業に係るDXの推進

・県営林道事業（林業振興課） 13億３０百万円
伐採搬出コストの削減や木材生産性の向上を図る幹線となる林道の整備

・森林環境保全整備事業（森林整備課） 26億73百万円
森林の公益的機能発揮のための再造林や間伐、鳥獣害対策、松くい虫による被害松林の整備等を支援

・ 【再掲】治山事業（森林保全課） 4億11百万円
国土強靱化に資する治山対策の推進

・水産物供給基盤機能保全事業（漁港漁場整備課） 20億41百万円
漁港施設の長寿命化のための改修、土砂受入地の整備等
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☆
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(1) 熊本地震及び令和２年７月豪雨に加え、令和７年８月豪雨からの復旧・復興に最優先で取り組む

(2) 国土強靱化の取組みや熊本の将来の発展を見据えた社会基盤整備を着実に推進する

【土木部】令和８年度主要事業
R8予算額 1,092億84百万円
［R7予算額 1,076億86百万円］

(1) 大規模災害からの復旧・復興

１ 基本的な考え方

２ 令和８年度予算で取り組む主な施策

② 令和２年７月豪雨からの創造的復興

【緑の流域治水の推進】
・ 河川改良（河川課） 58億25百万円

流域治水プロジェクトや河川整備計画に基づく治水対策の実施

・ 砂防施設の整備（砂防課） 14億70百万円
砂防堰堤等の整備により再度の土砂災害を防止

【すまい・コミュニティの創造】
・ 土地区画整理・道路改築（都市計画課、道路整備課） 12億98百万円

「防災機能の向上」及び「良好な市街地形成」を目的に、土地
      区画整理及び国道４４５号の道路改築を一体的に実施

③ 熊本地震からの創造的復興

・ 土地区画整理（都市計画課） 21億32百万円

②宮園地区河川整備イメージ（五木村） ②青井地区のまちづくり計画イメージ（人吉市）

① 令和７年８月豪雨からの復旧・復興

【公共土木施設の復旧等】
・ 公共土木施設の災害復旧（河川課） 112億58百万円

被災した道路・河川等の災害復旧工事の実施

・ 再度災害防止の取組み（河川課・砂防課・道路保全課） 28億50百万円
被災した道路の改良復旧や砂防施設整備等の事前防災推進

【被災者の生活再建に向けた支援】
・ 被災宅地復旧支援事業（建築課） 38百万円

宅地被害の復旧支援を行う市町村に対する助成

①道路の被災状況（県道三本松甲佐線：甲佐町） ①河川の被災状況（木葉川：玉東町）

木山地区 被災状況（H28年4月） 整備状況（R7年4月）

③木山地区の土地区画整理（益城町） 94



【土木部】令和８年度主要事業

(2) 国土強靱化の取組みや熊本の将来の発展を見据えた社会資本整備の推進

① 県内各地を結ぶ「命の道」等の計画的な整備

・ 道路ネットワークの整備（道路整備課、都市計画課）229億1百万円

◉ 中九州横断道路、九州中央自動車道等の幹線道路ネットワークの
整備推進

◉ ９０分構想の実現に向け、熊本天草幹線道路の整備を推進

◉ リダンダンシー確保や交通円滑化、物流強化に資する道路整備

② 防災・減災、国土強靱化のためのインフラ強化

熊本天草幹線道路 大矢野道路

（仮称）新大矢野トンネル（上天草市）
国道３８９号下田南BP （天草市）国道４４５号九折瀬工区（五木村）

・ 道路施設の保全（道路整備課、道路保全課） 148億95百万円
道路・橋りょうの老朽化対策などを実施

・ 河川・砂防事業（河川課、砂防課） 431億61百万円
頻発化・激甚化する水害等の被害を防止するための事業を実施

・ 港湾整備（港湾課） 67億30百万円
熊本港・八代港等における物流機能・人流機能の強化を推進

国道３８９号落石防護網工（天草市） 濁川砂防堰堤（南阿蘇村） 八代港の整備（八代市）

③ 半導体産業の更なる集積に伴う社会資本整備（R7経済対策）

・ 基幹となる道路整備（道路整備課） 81億20百万円
・ 下水処理場の整備等（下水環境課） 6億30百万円

ＴＳＭＣ進出を契機とした今後の企業集積を見据え、熊本都市
圏北東部の将来の基幹となる道路ネットワークや企業排水への
対策を強化

④ 熊本都市圏の渋滞解消に向けた取組み

・ 渋滞対策の推進（道路整備課、道路保全課、都市計画課） 24億10百万円

◉ 短期施策（交差点改良、バスベイの整備等）
◉ 中・長期施策（熊本都市圏３連絡道路の実現に向けた調査等）

交差点改良バスベイの整備 熊本都市圏３連絡道路

⑤ 「こどもまんなか熊本」の実現に向けた取組み

・ 通学路の安全確保（道路保全課） 25億1百万円
通学路等の安全を確保する歩道や防護柵等の整備

  ・ 住まいづくりの推進等（住宅課） 1億37百万円
◉ 子育て世帯に対応した県営住宅の
改修等の実施

◉ 空き家をこども子育て世帯向け施設
等に改修する市町村への助成

      

バス停

バスベイ設置イメージ

１月補正

竹迫交差点

直進車両の阻害が解消

右折車レーン内に
車が収まっている
(右折レーン 80m延伸)

県営住宅改修イメージ

※対面キッチンや広い
LDKの採用など95



(1) デジタル化施策への的確な対応による時代に即した警察業務の高度化

(2) 匿名・流動型犯罪グループによる犯罪やサイバー犯罪をはじめとした各種犯罪への取組の推進

【警察本部】令和８年度主要事業 R8予算額 463億12百万円
［R7予算額 451億14百万円］

(1) 令和７年８月豪雨からの復旧・復興

① 警察車両の復旧

・ 災害復旧費（会計課） 14百万円
水没した警察車両３台の更新経費

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策

① 特に支援が必要なこどもへの支援
・ 被害児童等に対する「司法面接」への的確な対応

（刑事企画課） 1百万円
警察官が被害児童等から聴取する「司法面接」を行うため

の研修の充実

② ＤＸの推進
・ 警察業務の高度化への対応

（総務課等） 4億16百万円
刑事手続ＩＴ化等のデジタル施策への的確な対応

・ マイナ免許証保有者の利便性向上（運転免許課）
38百万円

マイナ免許証登録用モバイル端末整備

☆…全部新規、★一部新規

☆

☆

(2) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み

送致

☆

③ 交通渋滞解消
・ 信号制御の最適化（交通規制課） 34百万円

国道57号等の主要幹線道路における信号制御の最適化

④ 防災力の強化
・ 災害用ドローン等の資機材整備（警備第二課等）

                                          9百万円
情報収集や捜索のためのドローン等の資機材整備

⑤ 各種防犯対策、県民生活を脅かす犯罪の取締り等の
推進
・ ワルモンを活用した防犯対策等の推進

（生活安全企画課） 49百万円
「ワルモン対策隊（仮称）」の結成や防犯アプリの導入

☆

熊本県警察
アプリ

認知件数 被害額（百万円）

Ｒ6 113 447

Ｒ7 219 1,100

+106 +653

(+94%) (+146%)

電話で「お金」詐欺の発生状況

昨年比
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【警察本部】令和８年度主要事業

⑤ 各種防犯対策、県民生活を脅かす犯罪の取締り等の
推進（続き）

・ ストーカー被害者等の保護対策の強化（人身安全対策課）
 1百万円

ストーカー・ＤＶ等の被害者を守るためのＧＰＳ機能付き
緊急通報装置の増台（50台→100台）

・ サイバー犯罪捜査官の育成強化（サイバー犯罪対策課）
2百万円

サイバー犯罪捜査官の育成と
体制強化のための高度な研修機

    会の充実

・ 的確な捜査支援の強化（捜査支援分析課）
97百万円

検挙力の強化を図るための捜査情報集約システムの構築

① 警察基盤の強化

・ 多良木警察署整備事業（会計課） 97百万円
老朽化及び狭隘化が著しい多良木警察署庁舎の移転建て替

え整備（令和９年度竣工予定）

《庁舎建設等予算》 《イメージ》

《事業計画》

・ 花畑交番整備事業（会計課） 1億18百万円
桜町・花畑地区再開発事業と連携した老朽及び狭隘化が著

しい花畑交番の現地建て替え整備（令和８年７月竣工予定）

３ その他の施策(2) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み

5,187 4,944 

6,174 6,722 6,849 63.7
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R3 R4 R5 R6 R7.11末

刑法犯認知件数及び検挙率の推移

刑法犯認知件数 検挙率（％）

[スケジュール]

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

警察署庁舎

測量委託

用地鑑定

用地購入

設計委託 造成・建築工事

監理委託

契約

契約

地質調査

☆

（単位：千円）

Ｒ８ Ｒ９ 合計

予 算 額 97,465 1,851,830 1,949,295

割 合 5% 95% 100%
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【教育委員会】令和８年度主要事業

１ 基本的な考え方

２ 優先的に取り組む施策
☆…全部新規、★一部新規

R8予算額 1452億21百万円
［R7予算額 1,331億96百万円］

くまもと新時代共創基本方針及びくまもと新時代教育大綱の基本理念や基本的方向性等を踏まえ、次の取組みを推進する。
  (1)  熊本地震からの創造的復興 (2) 令和２年７月豪雨からの創造的復興 (3) 令和７年８月豪雨からの創造的復興
(4) くまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み  (5) 第４期熊本県教育振興基本計画の取組み

(1) 熊本地震からの創造的復興

① 被災文化財復旧の推進〔文化課〕

・ 文化財災害復旧事業 2億34百万円 被災した国・県指定文化財等の復旧等を支援、装飾古墳の復旧も支援 ★
・ 被災文化財復旧情報発信事業 3百万円 熊本地震に伴う被災文化財の復旧状況を寄附者に報告し、情報を発信 ★

② 熊本地震発災10年に関連する取組〔教育政策課、文化課〕

・ 被災文化財復旧情報発信事業（うち熊本地震からの復興に係る講演会の開催） 3百万円 ☆
長期にわたる文化財復旧への理解醸成と、熊本の将来を担う国際的な人材育成を目的とした、講演会の開催

・ 災害時学校支援チーム派遣事業 2百万円 大規模災害発生時に派遣する隊員の研修の充実（兵庫県EARTH訓練研修への派遣 等）

(2) 令和２年７月豪雨からの創造的復興 (3) 令和７年８月豪雨からの創造的復興

① 被災文化財復旧の推進〔文化課〕

・ 文化財災害復旧事業 2百万円 被災した国・県指定文化財等の復旧等支援
・ 熊本県被災文化財支援事業 1百万円
レスキューした文化財の返却に合せた事業を総括する記録集の刊行

① 被災文化財復旧の推進〔文化課〕

・ 文化財災害復旧事業 78百万円 ☆
被災した国・県指定文化財等の復旧等支援

(4) くまもと新時代共創基本方針及びくまもと新時代共創総合戦略の推進に必要な新たな取組み ☆

① 人材の育成・確保〔社会教育課、高校教育課〕

・ 高校生等による地域のつながりづくりプロジェクト事業 15百万円
家庭・地域の教育力向上を図るための、高校魅力化コンソーシアムとの連携や福祉部局との連携による、次世代の人材育成と持続可能な取組の推進

・ くまもと新時代人材育成事業 15百万円 県立高校を拠点に、小中高生を対象とした半導体・DX人材育成の実施
・ くまもと地域未来共創ハイスクール事業 38百万円 地域の産業界との連携による高度な技術を有する即戦力人材の育成等

② 次世代の育成〔義務教育課〕

・ 「読み解く力」で高める授業力アップデート事業 74百万円 リーディングスキルテストを含む学力調査及び読解力向上の実践研究支援
・ グローバルコンピテンシー育成事業 9百万円 グローバル人材の育成に向けた県内の教職員等の台湾派遣の実施

③ 共生社会の実現〔学校安全・安心推進課〕

・ 不登校支援・適応指導事業 （うち熊本県不登校児童生徒に対する経済的支援事業（実証事業)） 9百万円
教育支援センターやフリースクール等を利用する不登校児童生徒に対する財政的支援（交通費・体験活動等の支援） 98



⑤ 『こどもまんなか』視点での教育施策の推進
  ・ 教育振興基本計画推進事業（うち子供の意見収集事業）〔教育政策課〕 １百万円 教育振興基本計画の推進に当たり、子供の意見を反映するための対話の実施

③ 世界に羽ばたく志ある人材を育てる魅力的な学校づくり
○ グローバル人材の育成〔高校教育課〕

・ 世界に羽ばたくグローバル人材育成事業 68百万円
国際バカロレア認定校に向けた外国人講師の確保・育成の実施等

○ 教員不足解消、働き方改革の推進〔教育政策課、学校人事課〕

・ 教員不足解消緊急対策事業 10 百万円
ペーパーティーチャー説明会等による人材掘り起こし、教員魅力発信等

・ 熊本県教育情報化推進事業（うち次期教育情報基盤システム構築事
業及び教育DX支援員の配置）7億44百万円
学校の働き方改革を推進するための、システム・ネットワークの再構築等

・ 教育サポート 事業 11億30百万円
教員業務支援員の全校配置、教頭マネジメント支援員等の継続配置

○ 魅力ある学校づくり、キャリア教育の充実 〔高校教育課〕  

・ 県立高校あり方提言推進事業（うち県立あり方基本方針推進委員会及び地
域における県立高校あり方協議会） 4百万円 ★
基本計画推進委員会の開催、地域におけるあり方協議会の実施等

・ 熊本県高等学校等教育改革促進基金積立金 60百万円 ☆ ２補（経済対策）

公立の高等学校等における教育改革の推進のための事業に要する基金積立金

○ 県立学校の施設整備の推進〔施設課〕

・ 学校施設の整備（県立高校・特別支援学校）61億44百万円
長寿命化プランに基づく設計・工事及び個別の老朽化対策の推進等

② 共生社会の実現に向けた教育の充実
〇 特別支援教育の充実、インクルーシブ教育システムの構築〔特別支援教育課〕

・ 発達障がい等支援事業 73百万円 特別支援教育支援員の配置など発達障がい等のある児童生徒に対する総合的な支援の実施
・ インクルーシブ教育システム構築事業 6百万円 モデル地域におけるインクルーシブ教育の調査・研究

【教育委員会】令和８年度主要事業

④ 活力あふれる熊本の実現に向けた文化・スポーツの振興
○ スポーツの振興 〔体育保健課、義務教育課〕

・ くまもと新時代競技力向上事業 1億36百万円
国際大会で活躍する次世代トップアスリートの発掘・育成・強化等

・ 中学校部活動地域展開推進事業（運動部活動） 1億83百万円 ★
部活動の地域展開・地域文化クラブ活動推進事業（文化部活動）
21百万円☆（※運動部活動、文化部活動ともに一部2補（経済対策））

公立中学校における部活動地域移行（地域展開）支援
・ 県民体育祭運営補助 6百万円 新たな県民体育祭の大会運営費の支援

○ 文化の振興 〔文化課、社会教育課〕

・ 展覧会事業費（うち県立美術館開館50周年事業） 43百万円
県立美術館開館50周年記念特別展、熊本県誕生150年記念展覧会の開催

・ 古代山城「鞠智城跡」の特別史跡指定推進 ２百万円
・ 「肥後藩絵図」デジタル化推進事業 ９百万円
大型絵図のデジタル化、デジタルアーカイブの整備

・ くまもと文学・歴史館文化振興事業 4百万円 ☆
熊本県公文類纂の文化財指定に向けた取り組み及び
くまもと文学・歴史館10周年記念事業の実施

(5) その他の施策・・・「第４期熊本県教育振興基本計画」の目標達成に向けた取組み

① 変化の激しい時代に対応した質の高い教育の推進

○ 確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成 〔義務教育課〕

・ 学校経営等アドバイザー派遣事業 27百万円

学級経営や学力に課題を抱える学校への支援

○ 安全・安心に過ごせる学校づくり 〔学校安全・安心推進課、人権同和教育課〕

・ いじめ防止対策推進事業 21百万円
端末を活用した心と体調の変化の早期把握、いじめ匿名報告サイトの運用等

・ SC活用事業、 SSW活用事業 3億26百万円 ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ配置

・ 熊本県子ども人権フェスティバル事業 2百万円 熊本県人権子ども集会の運営
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